
様式３－１－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 評価の概要 

１．評価対象に関する事項

法人名 独立行政法人統計センター

評価対象事業年

度

年度評価 平成 30 年度 
主務省令期間 平成 30 年度～令和 4 年度 

２．評価の実施者に関する事項

主務大臣 総務大臣

法人所管部局 統計局 担当課、責任者 総務課長 岩佐 哲也

評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課長 明渡 将

３．評価の実施に関する事項

・令和元年７月１日（月）独立行政法人統計センター理事長ヒアリング及び監事ヒアリングを実施

・令和元年８月５日（月）「独立行政法人統計センター評価に関する有識者会議」を開催し、外部有識者から意見を聴取

４．その他評価に関する重要事項

特になし
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様式３－１－２ 独立行政法人統計センター 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね事業計画における所期の目標を達成していると認められる。 
 

（参考）主務省令期間における過年度の総合評定の状況 
平成３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

Ｂ     
評定に至った理由 項目別評定は、Ａ評価又はＢ評価であり、全体として目標を達成していると評価できることから、全体の評定をＢとした。 

 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 法人全体として評価すべき点は、以下のとおりである。 

統計調査の製表業務については、調査票変更に係る対応を始め、API 一括登録システムや格付支援システムの活用、データ審査におけるシステム改修・改善、業務プロセス改

革における業務効率化方策を適用した審査事務等の改善など、様々な業務で効率化に取り組んでいる。 

オーダーメード集計では、①利用相談、②委託申出の承諾、③統計成果物の提供を適切に実施し、手数料の収入額も目標（516 万円）を大きく上回る 1,073 万円に上っている。 

また、新たな業務として、プロファイリング活動の実施方針・実施計画の策定、プロファイリング対象企業への説明会の実施など、プロファイリング活動の本格実施に向けた

整備を着実に実施している。 

平成 30 年４月に新設された統計データ利活用センターにおいては、開設初年度ながら、①オンサイト施設の運用管理、②オンサイト施設の普及、③オンサイト利用の利便性

向上の取組を着実に実施している。 

さらに、研究においては、KES-idt18 にて、収支項目分類における分類アルゴリズムに関する論文が「最優秀賞（Best Research Paper Award）」を受賞するなど、製表業務の

高度化・効率化のための研究に重点的に取り組んでいる。 

なお、法人全体としては、特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、順調な組織運営が行われていると評価する。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特になし 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
特になし 

その他改善事項 特になし 

主務大臣による監督命

令を検討すべき事項 
特になし 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 特になし 

 
その他特記事項 特になし 
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様式３－１－３ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定総括表 

年度目標（事業計画） 年度評価 項目別調

書№ 
備考 
 

 年度目標（事業計画） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
  Ｈ30

年度 
Ｒ１

年度 
Ｒ２

年度 
Ｒ３

年度 
Ｒ４

年度 
  Ｈ30

年度 
Ｒ１

年度 
Ｒ２

年度 
Ｒ３

年度 
Ｒ４

年度 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 １ 国勢調査その他国勢の基本に関する 

統計調査の製表に関する事項 
A     Ⅰ－１    ３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄

積、加工その他の処理に関する事項 
B     Ⅰ―３  

国勢調査 B     Ⅰ－１－１     政府統計共同利用システムの運用管理 B     Ⅰ―３―１  
経済センサス（基礎調査及び活動調査） A     Ⅰ－１－２    統計におけるオープンデータの高度化 B     Ⅰ―３―２  
就業構造基本調査 A     Ⅰ－１－３    事業所母集団データベースの整備・運用管 A     Ⅰ―３―３  
住宅・土地統計調査 A     Ⅰ－１－４     匿名データの作成及び提供 B     Ⅰ―３―４  
全国家計構造調査 B     Ⅰ－１－５     統計センター統計データアーカイブの運営 B     Ⅰ―３―５  

 労働力調査 A     Ⅰ－１－６     加工統計の作成及び利用に必要な情報の 

蓄積、加工その他の処理 
B     Ⅰ―３―６ 

 
小売物価統計調査（消費者物価指数） B     Ⅰ－１－７    
家計調査 A     Ⅰ－１－８     調査票情報の提供及び活用 B     Ⅰ―３―７  
個人企業経済調査 A     Ⅰ－１－９    統計データ利活用センターの運営 A     Ⅰ―３―８  
科学技術研究調査 A     Ⅰ－１－10    ４ 研究に関する事項 A     Ⅰ―４  
サービス産業動向調査 B     Ⅰ－１－11    ５ 統計活動に関する国際協力 B     Ⅰ―５  

 家計消費状況調査 A     Ⅰ－１－12    ６ その他 B     Ⅰ―６  
 ２ 受託製表に関する事項 A     Ⅰ－２            
  内閣官房内閣人事局委託業務 B     Ⅰ－２－１－１   Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
  人事院給与局委託業務 B     Ⅰ－２－１－２    １ 業務運営の高度化・効率化に関する事項 B     Ⅱ―１  
  人事院職員福祉局委託業務 B     Ⅰ－２－１－３    ２ 効率的な人員の活用に関する事項 A     Ⅱ―２  
  総務省自治行政局委託業務 A     Ⅰ－２－１－４    ３ 業務・システムの最適化に関する事項 B     Ⅱ―３  
  公害等調整委員会事務局委託業務 B     Ⅰ－２－１－５    ４ 調達等の合理化に関する事項  B     Ⅱ―４  
 財務省委託業務 A     Ⅰ－２－１－６            
 厚生労働省委託業務 A     Ⅰ－２－１－７   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 
  国土交通省自動車局委託業務 A     Ⅰ－２－１－８    予算、収支計画及び資金計画 B     Ⅲ  
  国土交通省総合政策局委託業務 B     Ⅰ－２－１－９            
  都道府県委託業務 B     Ⅰ－２－１－10            
  有償受託製表 B     Ⅰ－２－２   Ⅳ．その他の事項 
  オーダーメード集計 A     Ⅰ―２－３    １ 施設及び設備に関する計画 ‐     Ⅳ―１  
           ２ 人事に関する計画 B     Ⅳ―２  
           ３ 積立金の処分に関する計画 ‐     Ⅳ―３  
           ４ その他業務運営に関する事項        
            内部統制の充実・強化 B     Ⅳ―４－１  
           情報セキュリティ対策の徹底 B     Ⅳ―４－２  
            危機管理の徹底 B     Ⅳ―４－３  
            環境への配慮 B     Ⅳ―４－４  
            職員の安全・健康管理 B     Ⅳ―４－５  
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 セグメント別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

製表基準適応

度 
       

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限        決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 80,952     
 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 年度目標については、以下各統

計調査事業（小項目）ごとに詳細
を記載。 

事業計画については、
以下各統計調査事業（小
項目）ごとに詳細を記
載。 

＜評価の視点＞ 
国勢調査その他国勢の

基本に関する統計調査の
製表に関する事項につい
て、適切に実施されている
か。 
 
 

１ 国勢調査その他国勢の基
本に関する統計調査の製表に
関する事項 

業務実績の状況について
は、以下各統計調査事業（小
項目）ごとに詳細を記載。 

＜評定と根拠＞ 
国勢調査その他国勢の基本

に関する統計調査の製表に関
する事項について、各統計調
査事業（小項目）ごとの評価
結果は、Ａ評価又はＢ評価で
あり、全体として大きく目標
を達成していることから、当
該事項の評価をＡとした。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項について、各

統計調査事業（小項目）の評価結果は、Ａ評価８項目、Ｂ評価４項目であり、全

体として大きく目標を達成していることから、当該事項の評価をＡとした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（国勢調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 5,877     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設

置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号の国勢調
査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）につい
て、社会・経済情勢に対応
した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総
務省が定める基準に基づ
いて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期
限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する
こと。 

その際、調査票の記入不
備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に

総務省設置法（平成11年法律第91号）
第４条第81号に規定する国勢調査その
他国勢の基本に関する統計調査（以下
「国勢調査等」という。）のうち次に掲
げる統計調査（周期調査・経常調査）
について、社会・経済情勢に対応した
統計データを迅速かつ的確に作成する
ため、総務省が定める基準に基づいて
適切に事務を進め、総務省が集計区分
ごとに定める期限までに当該区分の製
表結果を総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、
オンライン調査の導入・拡大等に伴い、
新たな対応を要する業務に適切に取り
組む。 
また、格付支援システム等の情報通

信技術の活用など、業務改善への積極
的な取組により、業務の効率化と品質
の維持・向上を図る。 

＜主な定量的指標＞ 
統計調査の製表に関する業務の実績の自己

評価に当たっては、（１）、（２）の評価を元に、
基準とする評定を出し、さらに、（３）から（８）
までの評価点の合計により、最終的な評価を
行う。 
 

(１)製表基準への適応度＊1による評価 
○ 製表基準に適応 
× 製表基準に不適応 

 
(２)提出期限の遵守による評価 
○ 期限どおり提出 
× 期限超過 
 
・(１)及び(２)の指標について、両方達成
していれば「Ｂ」評価とする。 

・どちらか片方でも守られていなければ
「Ｃ」評価とする。 

・自責による再集計があった場合＊2には、
達成していないこととし「Ｃ」評価とす
る。 

 

＜製表業務の実施状況＞ 

【周期調査】 

（１）国勢調査 

ア  製表基準の適応度 
総務省統計局（以下「統

計局」という。）から提示さ
れた製表基準書に基づき、
事務処理マニュアル（製表
事務手続、操作の手引等。
以下同じ。）を適切に作成
し、製表を行った。 

 
イ  製表結果の提出状況（提

出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

令和２年調査（試験調査） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

【評定根拠】 

(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 

(3)要員 

投入量 
増減率 8% ▲25点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献  50点 

(6)ICT － － 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 

・要員投入量は、計画に対して８％の増加と、

投入量を増やしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 

・業務改善への取組として、次回審査事務への

利活用に向けたデータ整備を行った。 

・この他、第２次試験調査の結果表集計完了後

に、追加分の製表事務を行った。 

                                                  
*1適応度：統計センターが、委託元から提示された基準及び手続に基づいて製表業務を適切に行ったかを判断するもの 
*2自責による再集計：当該年度に自分たちの責任（統計センター側の要因）で再集計が発生した場合 
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適切に取り組むこと。 
 
➀ 国勢調査 
 
また、統計の品質の維

持・向上を前提として、符
号格付業務において格付
支援（調査票の記入内容の
統計分類符号への格付に
係るソフトウェアによる
支援をいう。以下同じ。）
システムを適用し、第２の
１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる
統計調査のほか、国勢調査
等の実施に総務省が必要
と認める調査等について
も総務省が定める基準に
基づいて事務を進めるこ
と。 

 

 
① 周期調査 

国勢調査、経済センサス（基礎調査・
活動調査）、就業構造基本調査、住宅・
土地統計調査及び全国消費実態調査の
製表に当たっては、効率的な業務運営
及び情報管理の徹底を図り、円滑な業
務遂行に万全を期す。 

 

統計
調査
名等 

事務
の範
囲 

予定製
表結果 

業務終了
予定時期 

国 勢

調査 

 

平 成

32 年

調 査

に 関

す る

製 表

事務 

第 ２ 次

試 験 調

査 に 関

す る 集

計 

平 成 30

年９月 

 

(３)効率化（要員投入量）等による評価点 
要員投入量の実績と対計画値との増減率 

 
100点 増減率 ▲20％以上▲25%未満 
75点 増減率 ▲15％以上▲20%未満 
50点 増減率 ▲10％以上▲15%未満 
25点 増減率 ▲５％以上▲10%未満 
0点 増減率 ▲５％未満＋５%未満 

▲ 25点 増減率 ＋５％以上＋10%未満 
▲ 50点 増減率 ＋10％以上＋15%未満 
▲ 75点 増減率 ＋15％以上＋20%未満 
▲100点 増減率 ＋20％以上＋25%未満 
 
※±５％増減幅ごとに±25点とし、上下限な
し  
※増減率については、小数点以下を四捨五入
して算出 
 
(４)満足度＊3アンケートの結果による評価点 

100点 満足度：ａ「満足」  
50点 満足度：ｂ「おおむね満足」 
0点 満足度：ｃ「どちらともいえない」 

▲ 50点 満足度：ｄ「やや不満」 
▲100点 満足度：ｅ「不満」 
 
(５)改善への取組・イノベーションに係る評
価点製表業務に係る改善事例、新規の取組
等について個別に評価する事項 
100点 業務改善に大きく貢献した取組が

あった。 
50点 業務改善に貢献した取組があっ

た。成果は出ていないものの、今
後期待される取組があった。 

0点 取り組んだものの業務改善につな
がらなかった（取組がなかった。）。 

 
(６)格付支援システム等ICTの積極的な活用
について 

25点 格付率の目標を上回った 
25点 精度の目標を上回った 

 
(７)効率化が見込まれる業務の民間委託の積
極的な活用 

50点  納品された成果物について、品質
精度が目標を達成した。 

 
(８)その他(特記事項) 

100点～▲100点 
提出期限より早期に提出、記入不備の増加、

緊急時への対応、オンライン調査の導入・拡
大等及び新たな対応を要する業務への対応な
ど 
 
上記（３）～（８）の評価点を合計し、 
〇評価点が＋200点以上の場合は、評価を一

段階上げることについて考慮する。 
（例）「Ｂ」⇒「Ａ」  
又は 「Ｃ」⇒「Ｂ」 
 
また、評価点が▲２００点以下は、評価を

一段階下げることについて考慮する。 
（例）「Ｂ」⇒「Ｃ」 
又は 「Ｃ」⇒「Ｄ」 
 
なお、「Ｓ」は「Ａ」とした場合で、更に特

筆すべき点があった場合に考慮する。 

 

第 ２ 次

試 験 調

査 に 関

す る 集

計 

30. 9 
30. 

8.23 

 
ウ  要員投入量 

国勢調査に係る実績は
5,877人日（計画5,449人日）
で、対計画428人日（8％）
の増加となった。 

増加の主な要因は、令和
２年本調査の準備事務とし
て行った施設等名簿作成事
務において、当初見込んで
いたより整備対象データ数
が増加（+20,316データ）し
たことなどが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製
表業務に対して、委託元府
省等の満足度を計るアンケ
ートを実施し、結果につい
ては「満足」という状況で
ある。 

 
オ  業務改善への取組 
(ｱ) 次回調査の「製表業務の

改善」に資するためのデータ作成 
統計局から「社会福祉

施設等調査」及び「介護
サービス施設・事業所調
査」調査票情報について
提供を受け、令和２年調
査のデータ審査において
利活用を図るためのデー
タ整備を行った。 

 
カ  特記事項 

(ｱ) 委託者からの追加業務
への対応 
 統計局から第２次試験
調査集計完了後の平成30
年９月５日に、追送調査
票62枚を含めた集計の依
頼があった。これにより、
追送調査票のＯＣＲ入
力、シーケンスチェッ
ク・審査，調査情報・内
容審査情報付与を行い、
第１期集計の個別データ
及び結果分析表を作成
し、統計局に提供した。 

(7)民間委託 － － 

(8)その他 

(特記事項) 

追加業務へ

の対応 
25点 

計 150点 

 
 

以上のことから、当該項目の評 
定をＢとした。 
 

これらを踏まえ、所期の目標を達成している

ことから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 

 
                                                  
*3満足度アンケート:委託元が、統計センターから提出された製表結果について、誤りや期限の遅れなどがなかったかを判断したもの 

6



様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－２ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（経済センサス（基礎調査及び活動調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 5,690     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝×  （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設

置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号の国勢調
査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）につい
て、社会・経済情勢に対応
した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総
務省が定める基準に基づ
いて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期
限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する
こと。 
その際、調査票の記入不

備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に
適切に取り組むこと。 
 
⑤ 経済センサス(基礎調

総務省設置法（平成11年法律第91号）第
４条第81号に規定する国勢調査その他国勢
の基本に関する統計調査（以下「国勢調査
等」という。）のうち次に掲げる統計調査（周
期調査・経常調査）について、社会・経済
情勢に対応した統計データを迅速かつ的確
に作成するため、総務省が定める基準に基
づいて適切に事務を進め、総務省が集計区
分ごとに定める期限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オン
ライン調査の導入・拡大等に伴い、新たな
対応を要する業務に適切に取り組む。 

また、格付支援システム等の情報通信技
術の活用など、業務改善への積極的な取組
により、業務の効率化と品質の維持・向上
を図る。 
 
① 周期調査 

国勢調査、経済センサス（基礎調査・活
動調査）、就業構造基本調査、住宅・土地統
計調査及び全国消費実態調査の製表に当た

＜主な定量的指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の製表に関す
る業務の実績の自己評価) 
 

（２）経済センサス（基礎調査及び活動調査） 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に

基づき、事務処理マニュアルを適切に
作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

平成28年調査（活動調査） 

 確報集計 

  
事業所に関

する集計 
30. 5 30. 5.31 

  
企業等に関

する集計 
30. 5 30. 5.31 

 特別集計 30. 5 30. 5.31 

 追加集計 31. 2 30.11.27 

 
ウ 要員投入量 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲22% 100点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT － － 

(7)民間委託 － － 

(8)その他 

(特記事項) 

新たな業務へ

の対応 
25点 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 

・要員投入量は、計画に対して 22％の削減と、

大きく投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 

・業務改善への取組として、システムの改良に

よる開発コストの削減を行った。 

・この他、ユーザーの利便性を考慮したメタ情

報付き結果表データの作成を行った。 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って達成

していることから、当該項目の評定を「Ａ」と
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査・活動調査) 
 
また、統計の品質の維

持・向上を前提として、符
号格付業務において格付
支援（調査票の記入内容の
統計分類符号への格付に
係るソフトウェアによる
支援をいう。以下同じ。）
システムを適用し、第２の
１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる
統計調査のほか、国勢調査
等の実施に総務省が必要
と認める調査等について
も総務省が定める基準に
基づいて事務を進めるこ
と。 
 

っては、効率的な業務運営及び情報管理の
徹底を図り、円滑な業務遂行に万全を期す。 
 

統計調
査名等 

事務の
範囲 

予定製表結
果 

業務終了
予定時期 

経済セ

ンサス 

( 基 礎

調査・

活動調

査) 

平成28

年調査

に関す

る製表

事 務

（活動

調査） 

確報集計 

事業所に

関する集計

 結果表 

企業等に

関する集計

 結果表 

特別集計 

 

追加集計 

 

平成30

年５月 

 

平成30

年５月 

 

平成30

年５月 

平成31

年２月 
 

経済センサス（基礎調査及び活動調
査）に係る実績は、5,690人日（計画
7,258人日）で、対計画1,568人日（22％）
の減少となった。 

減少の主な要因は、経済センサス‐
基礎調査において、平成26年経済セン
サス‐基礎調査や平成28年経済センサ
ス‐活動調査の問題点を十分に分析す
ることで、準備事務の負担軽減を図っ
たことなどが挙げられる。 
 

エ  満足度アンケートの結果 
統計センターが行った製表業務に対

して、委託元府省等の満足度を計るア
ンケートを実施し、結果については「満
足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

(ｱ) 経済センサス‐基礎調査（令和元
年） 

製表事務に用いるシステム等につ
いて、平成26年経済センサス‐基礎
調査や平成28年経済センサス‐活動
調査で使用したシステムを改良して
使用することで、開発コストの削減
を図った。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 新たな対応を要する業務への対応
（経済センサス‐基礎調査（令和元
年）のメタ情報付結果表データの作
成） 

結果表は従来、Excel による報告書
形式の結果表データを作成していた
が、データベースとの親和性及びユ
ーザの利便性を考慮し、メタ情報＊4

付結果表データとした。（主要結果表
については、従来の報告書形式の
Excel 結果表を併せて作成） 

 

計 275点 

 
 

以上のことから、当該項目の評 
定をＡとした。 
 

した。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

                                                  
＊4メタ情報：あるデータが付随して持つそのデータ自身についての付加的なデータ 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－３ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（就業構造基本調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 802     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条
第81号の国勢調査その他国勢の
基本に関する統計調査（以下「国
勢調査等」という。）について、
社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成す
るため、総務省が定める基準に
基づいて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期限まで
に当該区分の製表結果を総務省
に提出すること。 

その際、調査票の記入不備の
増加、オンライン調査の導入・
拡大等に伴い、新たな対応を要
する業務に適切に取り組むこ
と。 
 
③ 就業構造基本調査 
 
また、統計の品質の維持・向

総務省設置法（平成11年法律第91号）
第４条第81号に規定する国勢調査その
他国勢の基本に関する統計調査（以下
「国勢調査等」という。）のうち次に掲
げる統計調査（周期調査・経常調査）に
ついて、社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成するため、
総務省が定める基準に基づいて適切に
事務を進め、総務省が集計区分ごとに定
める期限までに当該区分の製表結果を
総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オ
ンライン調査の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に適切に取り組
む。 
また、格付支援システム等の情報通信

技術の活用など、業務改善への積極的な
取組により、業務の効率化と品質の維
持・向上を図る。 
 
① 周期調査 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 
 
 

（３）就業構造基本調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づき、

事務処理マニュアルを適切に作成し、製表を行
った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

平成29年調査 

 

全国編集計 30.  6 30. 6.13 

都道府県編集

計 
30.  6 30. 6.13 

地域別主要結

果編集計 
30.  6 30. 6.13 

 
ウ 要員投入量 

就業構造基本調査に係る実績は、802人日（計
画918人日）で、対計画116人日（13％）の減少

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲13% 50点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 
改善に大きく貢

献 
100点 

(6)ICT －  － 

(7)民間委託 －  － 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び製

表結果の提出状況について、いずれも満たし

ている。 

・要員投入量は、計画に対して 13％の削減と、

大きく投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満

足度アンケートでは、「満足」という結果を得

ている。 

・業務改善への取組として、結果表審査事務

の改善取組に伴う業務効率化方策の実現によ

る効果が得られている。  

・この他、API 一括登録システムを開発し、

統計情報データベースへの一括登録等 を行

った。 
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上を前提として、符号格付業務
において格付支援（調査票の記
入内容の統計分類符号への格付
に係るソフトウェアによる支援
をいう。以下同じ。）システム
を適用し、第２の１（６）に記
載する業務の効率化を進めるこ
と。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計
調査のほか、国勢調査等の実施
に総務省が必要と認める調査等
についても総務省が定める基準
に基づいて事務を進めること。 
 

国勢調査、経済センサス（基礎調査・
活動調査）、就業構造基本調査、住宅・
土地統計調査及び全国消費実態調査の
製表に当たっては、効率的な業務運営及
び情報管理の徹底を図り、円滑な業務遂
行に万全を期す。 

 
統計
調査
名等 

事務
の範
囲 

予定製表
結果 

業務終了
予定時期 

就 業

構 造

基 本

調査 

平 成

29 年

調 査

に 関

す る

製 表

事務 

全国編集

計 結果

表 

都道府県

編 集 計 

結果表 

地域別主

要結果編 

結果表 

平 成 3 0

年６月 

 

平 成 3 0

年６月 

 

平 成 3 0

年６月 

 
 

となった。 
減少の主な要因は、直近の周期調査での実施

状況を踏まえた業務効率化方策を適用したこと
で、データベースの活用、データチェック・審
査事務及び結果表審査事務の見直しが、当初の
想定よりも効率的に進められたことなどが挙げ
られる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委
託元府省等の満足度を計るアンケートを実施
し、結果については「満足」という状況である。 

 
オ  業務改善への取組 

業務プロセス改革検討会議で決定された業務
効率化方策に基づき、前年度に引き続きデータ
チェック・審査事務の見直し及び結果表審査事
務の改善に取り組んだ。データチェック・審査
及び結果表審査に係る要員の実績は、前回平成
24年調査と比較して1,449人日（70％）の減少と
なり、業務効率化方策の実現による効果が得ら
れた。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 新たな対応を要する業務への対応（メタ情
報付結果表データの作成） 

  結果表は従来、Excelによる報告書形式の結
果表データを作成していたが、データベース
との親和性及びユーザの利便性を考慮し、メ
タ情報付結果表データとした。 

 
(ｲ) 新たな対応を要する業務への対応（統計情
報データベースの登録） 

従来統計局で行っていた統計情報データベ
ースのデータ作成及び登録業務を統計センタ
ーで行った。登録には政府統計共同利用シス
テムの利用機関ＡＰＩ機能を用いたが、本機
能を用いた登録業務を効率的に行うため、統
計センターにおいて「統計情報データベース 
API 一括登録システム」の開発（請負）を行
った。 

 

(8)その他 

(特記事項) 

新たな対応を要

する業務への対

応 

50点 

計 300点 

 
以上のことから、当該項目の評 

定をＡとした。 
 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って達

成していることから、当該項目の評定を「Ａ」

とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－４ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（住宅・土地統計調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   －     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 8,452     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設

置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号の国勢調
査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）につい
て、社会・経済情勢に対応
した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総
務省が定める基準に基づ
いて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期
限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する
こと。 
その際、調査票の記入不

備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に
適切に取り組むこと。 
 
④ 住宅・土地統計調査 
 

総務省設置法（平成11年法律第91号）第
４条第81号に規定する国勢調査その他国勢
の基本に関する統計調査（以下「国勢調査
等」という。）のうち次に掲げる統計調査（周
期調査・経常調査）について、社会・経済
情勢に対応した統計データを迅速かつ的確
に作成するため、総務省が定める基準に基
づいて適切に事務を進め、総務省が集計区
分ごとに定める期限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オン
ライン調査の導入・拡大等に伴い、新たな
対応を要する業務に適切に取り組む。 

また、格付支援システム等の情報通信技
術の活用など、業務改善への積極的な取組
により、業務の効率化と品質の維持・向上
を図る。 
 
① 周期調査 

国勢調査、経済センサス（基礎調査・活
動調査）、就業構造基本調査、住宅・土地統
計調査及び全国消費実態調査の製表に当た
っては、効率的な業務運営及び情報管理の

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 
 
 

（４）住宅・土地統計調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づき、事務処

理マニュアルを適切に作成し、製表を行った。 
 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

平成30年調査 

 
住宅数概数

集計 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

 

住宅及び 

世帯に関す

る基本集計 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

 

住宅の構造

等に関する

集計 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

 土地集計 
令和元年度に継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

 
ウ 要員投入量 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 － 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲6% 25点 

(4)満足度 満足 100

点 

(5)改善取組 
改善に大きく貢

献 

100

点 

(6)ICT 
格付率目標達成 

正解率目標達成 

25点 

25点 

(7)民間委託 － － 

(8)その他 

(特記事項) 

自然災害に伴う

対応 

25点 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度を満

たしている。 
・要員投入量は、計画に対して６％の削減

と、投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結

果を得ている。 
・業務改善への取組として、結果表審査事

務の改善取組に伴う業務効率化方策の実

現による効果が得られている。  
・ICT の活用として、市区町村コード格付

への格付支援システムの活用を行い、格付

率・正解率ともに目標を達成した。   
・この他、調査スケジュール再調整等への

対応を適切に行った。 
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また、統計の品質の維
持・向上を前提として、符
号格付業務において格付
支援（調査票の記入内容の
統計分類符号への格付に
係るソフトウェアによる
支援をいう。以下同じ。）
システムを適用し、第２の
１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる
統計調査のほか、国勢調査
等の実施に総務省が必要
と認める調査等について
も総務省が定める基準に
基づいて事務を進めるこ
と。 
 

徹底を図り、円滑な業務遂行に万全を期す。 

 
統計
調査
名等 

事務の
範囲 

予定製表
結果 

業務終了予
定時期 

住

宅・

土地

統計

調査 

平 成 30

年 調 査

に 関 す

る 製 表

事務 

住宅数概

数集計 

住宅及び

世帯に関

する基本

集計 

住宅の構

造等に関

する集計 

土地集計 

平成31年

度に継続 

平成31年

度に継続 

 

 

平成31年

度に継続 

平成31年

度に継続 
 

平成30年住宅・土地統計調査に係る実績は、8,452人
日（計画8,981人日）で、対計画529人日（６％）の減
少となった。 
減少の主な要因は、各種製表システムにおいて、他

調査のプログラムを参考にし、効率的な開発業務を行
ったことや、製表事務手続の簡略化など、効率的に業
務を進めたことが挙げられる 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託元府
省等の満足度を計るアンケートを実施し、結果につい
ては「満足」という状況である。 

 
オ  業務改善への取組 

データチェック・審査事務において、業務プロセス
改革検討会で決定された業務効率化方策を適用し、従
来職員により行っていた審査・訂正事務について、「他
のチェック事務の一部との統合」や、「エラーデータの
レンジ幅の見直し（面積関連のチェックは、エラーレ
ンジを全国統一から都道府県別に設定）」、「機械処理に
よるルール補定（条件、定義等による全補定）」などの
事務処理方法の変更により、データの審査・訂正に係
る要員の削減を図った。 
さらに、結果表審査事務においても、業務効率化方

策を適用させ、結果表作成前に主要な結果数値につい
て重点審査を行い、特異値と考えられるデータの審
査・訂正を行うことにより、結果精度を確保しつつ、
審査に係る要員の削減を図った。 
また、調査票イメージデータにおいて、従来の画像

ファイルの管理から、データベースによる管理へ変更
することにより、当該調査の製表システム使用者だけ
がアクセスできる環境を強化し、情報セキュリティの
向上を図った。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 西日本豪雨、北海道胆振東部地震への対応 
平成30年７月の西日本豪雨及び同年９月の北海道

胆振東部地震の自然災害に伴い、調査期間が変更さ
れ、調査書類の提出が最大約２か月後ろ倒しとなっ
たが、統計局と協議の上、被災県の調査書類の提出
日や提出方法の調整、他都府県と処理の順番を再調
整するなどスケジュールの見直しにより対応した。 

 
(ｲ) 集計体系変更への対応 

集計体系の変更により、早期公表となった住宅数
概数集計に対応するため、補定処理を中心とした新
たなデータチェックの企画・開発を行った。 
また、結果表審査事務については、統計局が行う

簡易集計後のリスト審査と並行して行った。 
 

(ｳ) ＩＣＴ（格付支援システム等）の活用 
市区町村コード格付事務には、格付支援システム

を適用し、格付率は83.3％（目標値80％以上）、正解
率は100％（目標値97％以上）と、いずれも目標を上
回っている。 

 

集計体系変更へ

の対応 

25点 

計 
325

点 

 
以上のことから、当該項目の評 

定をＡとした。 
 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って

達成していることから、当該項目の評定を

「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－５ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（全国家計構造調査（全国消費実態調査を全面的に見直し）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 3,367     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条
第81号の国勢調査その他国勢の
基本に関する統計調査（以下「国
勢調査等」という。）について、
社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成す
るため、総務省が定める基準に
基づいて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期限まで
に当該区分の製表結果を総務省
に提出すること。 
その際、調査票の記入不備の

増加、オンライン調査の導入・
拡大等に伴い、新たな対応を要
する業務に適切に取り組むこ
と。 
 
⑤ 全国消費実態調査 
 
また、統計の品質の維持・向

上を前提として、符号格付業務
において格付支援（調査票の記

総務省設置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号に規定する国勢調査
その他国勢の基本に関する統計調査
（以下「国勢調査等」という。）のう
ち次に掲げる統計調査（周期調査・経
常調査）について、社会・経済情勢に
対応した統計データを迅速かつ的確
に作成するため、総務省が定める基準
に基づいて適切に事務を進め、総務省
が集計区分ごとに定める期限までに
当該区分の製表結果を総務省に提出
する。 
その際、調査票の記入不備の増加、

オンライン調査の導入・拡大等に伴
い、新たな対応を要する業務に適切に
取り組む。 
また、格付支援システム等の情報通

信技術の活用など、業務改善への積極
的な取組により、業務の効率化と品質
の維持・向上を図る。 
 
① 周期調査 

国勢調査、経済センサス（基礎調査・

＜主な定量的指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の製表に
関する業務の実績の
自己評価) 

 
 

（５）全国家計構造調査（全国消費実態調査を全

面的に見直し） 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づ

き、事務処理マニュアルを適切に作成し、製
表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

令和元年調査 

 
試験調査に関

する格付 
30. 8 30. 7.27 

 
平成26年調査

遡及集計 

令和元年度

に継続 

（平成31年

度） 

令和元年度

に継続 

（平成31年

度） 

  うち追加分 － 30. 5.15 

 
ウ 要員投入量 

全国家計構造調査に係る実績は、3,367人

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 14% ▲50点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

調査方法等の

変更に伴う対

応 

25点 

 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 
・要員投入量は、計画に対して 14％の増加と、

大きく投入量を増やしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 
・業務改善への取組として、試験調査における

システム開発の効率化を図った。 
・この他、調査実施期間の変更［前回３か月か

ら２か月］の検討をするに当たり、標本誤差に

係る集計等に対応した。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成している

ことから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

13



入内容の統計分類符号への格付
に係るソフトウェアによる支援
をいう。以下同じ。）システム
を適用し、第２の１（６）に記
載する業務の効率化を進めるこ
と。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計
調査のほか、国勢調査等の実施
に総務省が必要と認める調査等
についても総務省が定める基準
に基づいて事務を進めること。 
 

活動調査）、就業構造基本調査、住宅・

土地統計調査及び全国消費実態調査

の製表に当たっては、効率的な業務運

営及び情報管理の徹底を図り、円滑な

業務遂行に万全を期す。 

 
統計
調査
名等 

事務の
範囲 

予定製
表結果 

業務終了
予定時期 

全国

消費

実態

調査 

平成31

年調査

に関す

る製表

事務 

試験調

査に関

する格

付 

平成26

年調査

遡及集

計 

平 成 3 0

年８月 

 

 

平 成 3 1

年 度 に

継続 

 

日（計画2,955人日）で、対計画412人日（14％）
の増加となった。 

増加の主な要因は、調査の方法（調査票及
び調査事項の見直しや、調査期間の短縮、家
計調査世帯の特別調査など）及び集計方法の
変更（調査期間の短縮に伴う遡及集計や年平
均値の推計、単身モニター調査との統合集計
などの公表体系等）に伴い、各種準備事務が
大幅に増加したことが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、
委託元府省等の満足度を計るアンケートを
実施し、結果については「満足」という状況
である。 

 
オ  業務改善への取組 

平成31年全国消費実態調査試験調査（モニ
ター調査）の家計簿符号格付業務について、
類似の既存システム（平成30年に開発を行っ
た家計調査特別集計における「家計調査の文
字入力システム」）を基に開発するなど、シ
ステム開発の効率化を図った。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 調査方法等の変更に伴う対応 
令和元年に実施する調査方法の大幅な

見直し及び集計方法の変更に伴う検討の
ため、試験調査の分類符号格付及び遡及
集計を行った。 
試験調査では、統計局から送付された

家計簿データ及び世帯票データを統合
し、上記オに記述したシステムを用いて
分類符号格付を行い、これらの結果を基
に集計用個別データを作成し統計局に提
供した。 

 
(ｲ) 遡及集計に係る対応 

遡及集計の調査期間を短縮するに当た
り、一部の統計表の平均金額や標本誤差
について、前回調査の期間を短縮した統
計表を作成した。 

 

 

遡及集計に係

る対応 

25点 

計 150点 

 
以上のことから、当該項目の評 

定をＢとした。 
 

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－６ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（労働力調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 4,929     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設

置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号の国勢調
査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）につい
て、社会・経済情勢に対応
した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総
務省が定める基準に基づ
いて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期
限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する
こと。 
その際、調査票の記入不

備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に
適切に取り組むこと。 
 
⑥ 労働力調査 
 

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条
第81号に規定する国勢調査その他国勢の基本
に関する統計調査（以下「国勢調査等」という。）
のうち次に掲げる統計調査（周期調査・経常調
査）について、社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成するため、総務省
が定める基準に基づいて適切に事務を進め、総
務省が集計区分ごとに定める期限までに当該
区分の製表結果を総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オンライ
ン調査の導入・拡大等に伴い、新たな対応を要
する業務に適切に取り組む。 

また、格付支援システム等の情報通信技術の
活用など、業務改善への積極的な取組により、
業務の効率化と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂

行に万全を期す。 

 
 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 
 

【経常調査】 

（６）労働力調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づき、事

務処理マニュアルを適切に作成し、製表を行っ
た。 
 

イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

基本集

計 

毎月 
調査月の翌月下

旬 

調査月の翌月下旬

に終了 

四 半 期

平均 

４､７､10､１月

の下旬 

４､７､10､１月の下

旬に終了 

年平均 
平成31年１月下

旬 
31. 1.31 

年 度 平

均 

平成30年４月下

旬 
30. 4.26 

詳細集

計 

四 半 期

平均 
５､８､11､２月 

５､８､11､２月に終

了 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率  ▲
1％ 

0点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

オンライン

調査導入に

伴う対応 

25点 

 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び製

表結果の提出状況について、いずれも満たし

ている。 
・要員投入量は、計画に対して１％の削減と、

投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した満

足度アンケートでは、「満足」という結果を得

ている。 
・業務改善への取組として、製表システムに

おける処理速度の改善に伴う作業効率の向上

を図った。  
・この他、オンライン調査導入に向けた集計

事務変更等への対応を適切に行った。 
これらを踏まえ、所期の目標を上回って達

成していることから、当該項目の評定を「Ａ」
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また、統計の品質の維
持・向上を前提として、符
号格付業務において格付
支援（調査票の記入内容の
統計分類符号への格付に
係るソフトウェアによる
支援をいう。以下同じ。）
システムを適用し、第２の
１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる
統計調査のほか、国勢調査
等の実施に総務省が必要
と認める調査等について
も総務省が定める基準に
基づいて事務を進めるこ
と。 

 

統計
調査
名等 

事務の範
囲 

予定製表
結果 

業務終了
予定時期 

労 働

力 調

査 

平成 30年

３月から

31年２月

調査に関

する製表

事務 

基本集計 

 毎 月 

結果表 

 

四 半 期

平均 

結果表 

 

 

調査月の

翌月下旬 

 

平成30年

４月、７

月、10月、

31年１月

の下旬 

 平成 30年

１月から

30年 12月

調査に関

する製表

事務 

年 平 均 

結果表 

平成31年

１月下旬 

 平成 29年

４月から

30年３月

調査に関

する製表

事務 

年度平均 

結果表 

 

平成30年

４月下旬 

 平成 30年

１月から

30年 12月

調査に関

する製表

事務 

 

詳細集計 

四 半 期

平均 

結果表 

 

 

年平均 

結果表 

 

平成30年

５月、８

月､11月、

31年２月 

 

平成31年

２月 

 
 

年平均 平成31年２月 31. 2.14 

 
ウ 要員投入量 

労働力調査に係る実績は、4,929人日（計画
4,988人日）で、対計画59人日（1％）の減少とな
った。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託
元府省等の満足度を計るアンケートを実施し、結
果については「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 
(ｱ) 製表システムに係る処理速度の改善 

製表システムによる処理を行う上で待ち時
間がかかるなどの問題があったため、速度を改
善するためのシステム開発を行った。処理速度
が改善されたことで事務がスムーズに行える
ようになった。主な変更の内容については、以
下のとおりである。 
・受付書類の作成（全県分の演算時間 約１時

間30分⇒約14分） 
・訂正画面の初回表示時間（約８秒⇒約４秒） 
・個別テーブルデータの作成（約32分⇒約34

秒） 
(ｲ) 製表システム及びデータチェック要領に係
る改善 

改元に伴う元号変更及びオンライン調査導
入に対応した製表システムへ改修するととも
に、符号格付された産業・職業分類符号が人手
格付、格付支援システムによる格付、前月符号
のいずれかにより符号欄の背景色を変え、検査
の精度を向上させるようにした。 

また、データチェック要領の一部の確認エラ
ーについて、補定処理へ変更し、データチェッ
ク・審査事務に係る効率化を図った。 

 
カ 特記事項 
(ｱ) オンライン調査導入に伴う対応 
  令和元年９月調査からのオンライン調査導
入に伴い、オンライン調査データの受付方法、
製表システム及びサマリーシステムの改修、デ
ータチェック要領の変更に係る準備事務を適
切に行っている。 

  また、オンライン調査データの符号格付事務
に「格付支援システム」を導入するため、労働
力調査へ対応するようシステムの改修を行っ
た。 

(ｲ) 西日本豪雨への対応 
平成30年７月の西日本豪雨及び９月に発生

した台風21号の影響により、調査票回収に影響
があり、被災した各県において８月調査分の調
査票追送が多数発生した。調査票追送につい
て、都道府県との対応に時間がかかり受付作業
が増大したが、期限までに事務を完了した。 

(ｳ) 調査票の変更に伴う対応 
平成30年１月調査からの調査票変更（ILO決

議を踏まえた調査票の変更）に伴い、年報結果
表及び誤差集計システムの改修を行った。 

 

西日本豪雨

への対応 

 

調査票の変

更に伴う対

応 

 

25点 

 

 

25点 

 

計 225点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ａとした。 

とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－７ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（小売物価統計調査（消費者物価指数）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 6,583     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条
第81号の国勢調査その他国勢の
基本に関する統計調査（以下「国
勢調査等」という。）について、
社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成す
るため、総務省が定める基準に
基づいて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期限まで
に当該区分の製表結果を総務省
に提出すること。 
その際、調査票の記入不備の

増加、オンライン調査の導入・
拡大等に伴い、新たな対応を要
する業務に適切に取り組むこ
と。 
 
⑦ 小売物価統計調査 
 
また、統計の品質の維持・向

上を前提として、符号格付業務

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第81
号に規定する国勢調査その他国勢の基本に関する
統計調査（以下「国勢調査等」という。）のうち次
に掲げる統計調査（周期調査・経常調査）について、
社会・経済情勢に対応した統計データを迅速かつ的
確に作成するため、総務省が定める基準に基づいて
適切に事務を進め、総務省が集計区分ごとに定める
期限までに当該区分の製表結果を総務省に提出す
る。 
その際、調査票の記入不備の増加、オンライン調

査の導入・拡大等に伴い、新たな対応を要する業務
に適切に取り組む。 
また、格付支援システム等の情報通信技術の活用

など、業務改善への積極的な取組により、業務の効
率化と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂行に

万全を期す。 

 
 

＜主な定量的指
標＞ 

上記と同様 
（統計調査の製
表に関する業務
の実績の自己評
価) 
 

（７）小売物価統計調査（消費者物価指数） 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書

に基づき、事務処理マニュアルを適切
に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

動 

向 

編 

小売

物価

統計

調査

製表

事務 

東京都

区部 

調査月の

下旬 

調査月の下旬

に終了 

全国 
調査月の

翌月中旬 

調査月の翌月

中旬に終了 

年平均 
平成30年

４月 
30. 4. 6 

消費

者物

価指

数に

東京都

区部 

調査月の

下旬 

調査月の下旬

に終了 

全国 
調査月の

翌月中旬 

調査月の翌月

中旬に終了 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 5％ ▲25点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 新たな業務 25点 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 

・要員投入量は、計画に対して５％の増加

と、投入量を増やしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 

・業務改善への取組として、消費者物価指

数に係る事務におけるトレーニングシステ

ムの活用による事務能率の向上を図った。 

・この他、追送（再送信）に対する製表事

務等への対応を適切に行った 。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成して
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において格付支援（調査票の記
入内容の統計分類符号への格付
に係るソフトウェアによる支援
をいう。以下同じ。）システム
を適用し、第２の１（６）に記
載する業務の効率化を進めるこ
と。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計
調査のほか、国勢調査等の実施
に総務省が必要と認める調査等
についても総務省が定める基準
に基づいて事務を進めること。 

 

 
統計調 
査名等 

事務の範囲 
予定製表
結果 

業務終了予
定時期 

小売物 

価統計 

調査 

(消費 

者物価 

指数) 

動向編 

平成30年３月

から31年３月

調査に関する

製表事務 

動向編 

月次 

東京都

区部 

結果表 

全 国 

結果表 

 

 

調査月の下

旬 

 

調査月の翌

月中旬 

平成29年１月

から29年12月

調査に関する

製表事務 

年 平 均 

結果表 

平成30年４

月 

 平成30年３月

から31年３月

調査により作

成される消費

者物価指数に

関する製表事

務 

月次 

東京都

区部 

結果表 

全 国 

結果表 

 

調査月の下

旬 

 

調査月の翌

月中旬 

 平成30年１月

から30年12月

調査により作

成される消費

者物価指数に

関する製表事

務 

四半期平

均 

結果表 

 

 

年平均 

東京都

区部 

結果表 

全 国 

結果表 

平成30年４

月、７月、10

月、31年１月

の中旬 

 

 

平成30年 12

月下旬 

 

平成31年１

月中旬 

 平成30年４月

から31年３月

調査により作

成される消費

者物価指数に

関する製表事

務 

 

年度平均 

東京都

区部 

結果表 

 

平成31年３

月下旬 

 平成29年４月

から30年３月

調査により作

成される消費

者物価指数に

関する製表事

務 

全 国 

結果表 

平成30年４

月中旬 

 構造編 

平成 30年３

月から 31 年

３月調査に

関する製表

事務 

構造編 

構造編

に関する

集計 

 

調査月の翌

月中旬 

 
 
 

関す

る製

表事

務 

四半期

平均 

４､７､

10､１月 

の中旬 

４､７､10､１

月の 

上旬に終了 

年

平

均 

東 京

都 区

部 

平成30年

12月下旬 
30.12.21 

全国 
平成31年

１月中旬 
31. 1. 8 

年

度

平

均 

東京

都区

部 

平成31年

３月下旬 
31. 3.25 

全国 
平成30年

４月中旬 
30. 4. 9 

構 

造 

編 

小売

物価

統計

調査

製表

事務 

構 造 編

に 関 す

る集計 

調査月の

翌月中旬 

調査月の翌月

中旬に終了 

 
ウ 要員投入量 

小売物価統計調査（消費者物価指
数）に係る実績は、6,583人日（計画
6,293人日）で、対計画290人日（5％）
の増加となった。 

増加の主な要因は、30年度から31
年度にかけて行う家計簿文字情報入
力事務について、31年度業務分を早期
着手したことなどが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に
対して、委託元府省等の満足度を計る
アンケートを実施し、結果については
「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 
(ｱ) システムの保守・管理に係る改善 

サマリー審査システムについて
は、他のシステムと異なるプログラ
ミング言語で作成されていること
から、システムの保守性等を鑑み
て、一元化する必要があった。その
ため、他のシステムと同一のプログ
ラミング言語へ移行し、システムの
保守・管理における改善を図った。 

 
(ｲ) トレーニングシステムの活用 

昨年度までは小売物価統計調査
に係るデータチェック・審査事務の
トレーニングシステムの開発を行
っていたが、今年度は新たに消費者
物価指数に係る比較時価格作成事
務のトレーニングシステムの開発
を行い内容の充実を図った。これら
のトレーニングシステムを活用す
ることにより、小売物価統計調査
（消費者物価指数）に初めて従事す
る職員に指導担当者が分かりやす
く説明することができ、対応時間も
軽減されるなど、事務の効率化が図
られた。 

(特記事項) への対応 

 

不適切事務

に対する対

応 

 

 

25点 

計 175点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ｂとした。 

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 
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また、指導を受けた職員も蓄積さ
れたノウハウの効果的な修得が可
能になり、事務の能率が向上した。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 委託者からの新たな対応を要す
る業務への対応 

統計局から民営借家がなく家賃
が報告されていない調査区につい
て、調査区設定替えが行われた結
果、報告が可能となった場合は、新
たに基準時価格を設定し、指数作成
を開始したいとの依頼があった。新
基準時価格を設定するには、市町村
別平均価格の算出が必要となるた
め、当該価格の自動計算及びExcel
ファイル形式での提供を可能とす
るプログラムを新たに開発し、統計
局からの依頼の期日までに完了し
た。 

 
(ｲ) 統計調査員の不適切事務に対す

る対応 
統計調査員が調査店舗を訪問せ

ずに前月の価格を報告するといっ
た不適切事務の発生に伴い、平成31
年１月分の集計について、統計局か
ら再調査された価格を用いて集計
するよう依頼があった。そのため該
当県から再送信された調査データ
について、データチェック・審査事
務及び比較時価格作成事務の期間
を延長して対応を行った。 
また、データチェック・審査事務

及び比較時価格作成事務の延長期
間を確保するため、演算日及び結果
表審査事務の期間について各担当
と調整を行い、業務終了予定期日ま
でに完了した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－８ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（家計調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 37,106     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条
第81号の国勢調査その他国勢の
基本に関する統計調査（以下「国
勢調査等」という。）について、
社会・経済情勢に対応した統計
データを迅速かつ的確に作成す
るため、総務省が定める基準に
基づいて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期限まで
に当該区分の製表結果を総務省
に提出すること。 
その際、調査票の記入不備の

増加、オンライン調査の導入・
拡大等に伴い、新たな対応を要
する業務に適切に取り組むこ
と。 
 
⑧ 家計調査 
 
また、統計の品質の維持・向

上を前提として、符号格付業務
において格付支援（調査票の記
入内容の統計分類符号への格付

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第
81号に規定する国勢調査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢調査等」という。）の
うち次に掲げる統計調査（周期調査・経常調査）
について、社会・経済情勢に対応した統計データ
を迅速かつ的確に作成するため、総務省が定める
基準に基づいて適切に事務を進め、総務省が集計
区分ごとに定める期限までに当該区分の製表結
果を総務省に提出する。 
その際、調査票の記入不備の増加、オンライン

調査の導入・拡大等に伴い、新たな対応を要する
業務に適切に取り組む。 
また、格付支援システム等の情報通信技術の活

用など、業務改善への積極的な取組により、業務
の効率化と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂行

に万全を期す。 

 
統計
調査
名等 

事務の範
囲 

予定製表
結果 

業務終了予
定時期 

＜主な定量的指標
＞ 
上記と同様 

（統計調査の製表
に関する業務の実
績の自己評価) 
 

（８）家計調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準

書に基づき、事務処理マニュアルを
適切に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

家計収

支編 

二人

以上

の世

帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調 査 月 の

翌々月上旬

に終了 

単身

世帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調 査 月 の

翌々月上旬

に終了 

総世

帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調 査 月 の

翌々月上旬

に終了 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 0% 0点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT 

格付率目標達

成 

正解率目標達

成 

25点 

25点 

(7)民間委託   

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 
・要員投入量は、増減率０％と、計画どおりだ

った。 
・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 
・業務改善への取組として、金額計算における

入力補助機能（アシストツール）の活用による

事務の効率化を図った。 
・ICT の活用として、収支項目格付への格付支

援システムの活用を行い、格付率・正解率とも

に目標を達成した。   
・この他、オンライン調査導入に伴う集計事務
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に係るソフトウェアによる支援
をいう。以下同じ。）システム
を適用し、第２の１（６）に記
載する業務の効率化を進めるこ
と。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計
調査のほか、国勢調査等の実施
に総務省が必要と認める調査等
についても総務省が定める基準
に基づいて事務を進めること。 
 
 

 

家 計

調査 

平成30年

１月から

31年２月

調査に関

する製表

事務 

家計収支

編 

(月分) 

二 人 以

上の世帯 

結果表 

 

単身世帯 

結果表 

 

総世帯 

結果表 

 

( 月 分 以

外) 

四 半 期

平均  

結果表 

 

 

年 平 均 

結果表 

 

 

 

調 査 月 の

翌々月上旬 

 

 

調 査 月 の

翌々月上旬 

 

調 査 月 の

翌々月上旬 

 

 

 

平成30年５

月、８月、

11月、31年

２月の上旬 

 

平成31年２

月上旬 

 平成29年

４月から

30年３月

調査に関

する製表

事務 

年 度 平

均 

結果表 

平成30年５

月上旬 

  

平成29年

10月から

30年 11月

調査に関

する製表

事務 

 

貯蓄・負債

編 

(月分) 

二 人 以

上の世帯 

結果表 

 

 

 

 

 

 

( 月 分 以

外) 

四 半 期

平均 結

果表 

 

 

 

 

 

12、３、６、

９月は調査

月の４か月

後下旬 

上記以外の

月は調査月

の５か月後

上旬 

 

 

 

平成30年５

月中旬、７

月、10月、

31年１月の

下旬 

 

 

 

 

 

平成29年

１月から

29年 12月

調査に関

する製表

事務 

年 平 均 

結果表 

平成30年５

月中旬 

 

 平成30年

１月から

31年２月

の家計調

査結果と

家計消費

合成数値

編 

(月分) 

二人以上

の 世 帯 

結果表 

 

 

 

調 査 月 の

翌々月上旬 

 

四半

期平

均 

５､８､

11､２月

の上旬 

５､８､11､

２月の 

上旬に終了 

年平

均 

平成31

年2月上

旬 

31. 2. 7 

年度

平均 

平成30

年5月上

旬 

30. 5. 7 

貯蓄・

負債編 

二人

以上

の世

帯 

調査月

の４か

月後 

下旬 

調査月の４

か月後の 

下旬に終了 

四半

期平

均 

５月中

旬､ 

７､10､

１月の

下旬 

５､７､10､

１月の 

中～下旬に

終了 

年平

均 

平成30

年5月中

旬 

30. 5.18 

合成数

値編 

二人

以上

の世

帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調査月の

翌々月上旬

に終了 

単身

世帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調査月の

翌々月上旬

に終了 

総世

帯 

調査月

の翌々

月上旬 

調査月の

翌々月上旬

に終了 

四半

期平

均 

５､８､

11､２月

の上旬 

５､８､11､

２月の 

上旬に終了 

年平

均 

平成31

年2月上

旬 

31. 2. 7 

平成29

年調査 

準調査

世帯集

計 

二人

以上

の世

帯 

平成30

年11月

下旬 

30.11.27 

単身

世帯 

平成30

年11月

下旬 

30.11.27 

平成30

年調査 

準調査

世帯集

計 

二人

以上

の世

帯 

令和元

年度に

継続 

（平成

31年度） 

令和元年度

に継続 

（平成31年

度） 

単身

世帯 

令和元

年度に

継続 

（平成

31年度） 

令和元年度

に継続 

（平成31年

度） 

 
ウ 要員投入量 

家計調査に係る実績は、37,106人
日（計画36,957人日）で、対計画149
人日（0％）の増加となった。 

 

(8)その他 

(特記事項) 

追加業務への

対応 

 

調査票等の変

更に伴う対応 

 

調査環境の検

証への対応 

 

家計簿自動化

の対応 

25点 

 

 

25点 

 

 

25点 

 

 

25点 

計 300点 

 
以上のことから、当該項目の評定を

Ａとした。 

変更等への対応を適切に行った。 
これらを踏まえ、所期の目標を上回って達成

していることから、当該項目の評定を「Ａ」と

した。 
 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 
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状況調査

結果を統

合した合

成数値に

関する製

表事務 

単身世帯 

結果表 

総 世 帯 

結果表 

 

( 月 分 以

外) 

四 半 期

平均 結

果表 

 

 

年 平 均 

結果表 

調 査 月 の

翌々月上旬 

調 査 月 の

翌々月上旬 

 

 

 

平成30年５

月、８月、

11月、31年

２月の上旬 

 

平成31年２

月中旬 

 平成29年

調査準調

査世帯集

計に関す

る製表事

務 

二人以上

の 世 帯 

結果表 

単身世帯 

結果表 

平成30年11

月下旬 

 

平成30年11

月下旬 

 平成30年

調査準調

査世帯集

計に関す

る製表事

務 

二人以上

の 世 帯 

結果表 

単身世帯 

結果表 

平成31年度

に継続 

 

平成31年度

に継続 

 
 

エ  満足度アンケートの結果 
統計センターが行った製表業務

に対して、委託元府省等の満足度を
計るアンケートを実施し、結果につ
いては「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 
  製表システムにおける格付の効率

化を図るため、金額計算等を必要と
していた項目について、自動で基準
書の情報を表示、金額計算等を可能
にする入力補助機能を開発した。（ア
シストツール）31年1月調査分より導
入し、格付事務の効率化が図られた。
更なる改良について、来年度も引き
続き行う予定である。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) オンライン回答による家計簿
に伴う追加業務への対応 
調査世帯が取り込むレシート画

像について、機械的に家計簿データ
に取り込む機能を持たせているが、
一部反映できないものがあったた
め、オンライン家計簿の回答におけ
るレシート読み取り機能の運用上
の確認を行った。作業内容について
は、レシート画像からオンライン回
答への反映を確認、重複を削除、欠
落分を補記する対応を行なった。確
認するレシート枚数は進捗に影響
が出ない範囲で調整を行い毎月約
100枚～400枚ほど対応した。 

 
(ｲ) 調査票等の変更に伴う対応 

平成 30 年１月調査分からの世
帯票・家計簿の変更、新旧家計簿
の並行稼動への対応、オンライン
調査の導入に伴う製表システム、
格付支援システム及び周辺シス
テムの改修を前年度より引き続
き行った。また新旧家計簿の並行
稼働については、30 年 12 月分ま
でとなっているため、旧システム
の廃止への対応も行った。 

また、30年１月調査からの調査
票変更及び誤差集計の結果表の
変更に伴い、集計システムの改修
を適切に行った。 

 
(ｳ) 記入者報償金の増額による調

査環境の検証への対応 
  当初依頼のなかった記入者報

償金を増額したことによる効果
検証及び継続的な実査のモニタ
リングのためのデータを提供し
た。 

 
 ・世帯票データ（平成29年4月
分～） 

  ・準調査世帯名簿に記載された
世帯数（平成30年1月分～） 

 
(ｴ) 家計簿自動化の実証実験への

対応 

22



  レシート画像から自動記入を
行う実証実験により得られた入
力データにつ 
いて格付支援を行い、付与率及び
正解率を算出した。また、業者
が付与した 
JICFS分類＊5から収支項目分類符
号がどれだけ格付できるかにつ
いても検証 
し、JICFS分類の付与率及び正解
率を算出した。今後のJICFS分類
の活用につ 
いては、センターでの運用体制を
踏まえて検討する必要がある。 

 
(ｵ) ＩＣＴ（格付支援システム等）

の活用 
収支項目分類符号格付に格付

支援システムを適用し、格付率は
66.9％（目標値40％以上）、正解
率は99.4％（目標値97％以上）と、
いずれも目標を上回った。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

                                                  
＊5JICFS 分類：JAN コード商品情報データベースシステムのことを指し、「一般財団法人流通システム開発センター」が管理しているコード 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－９ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（個人企業経済調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 2,304     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置

法（平成11年法律第91号）第
４条第81号の国勢調査その他
国勢の基本に関する統計調査
（以下「国勢調査等」という。）
について、社会・経済情勢に
対応した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総務
省が定める基準に基づいて事
務を進め、総務省が集計区分
ごとに定める期限までに当該
区分の製表結果を総務省に提
出すること。 
その際、調査票の記入不備

の増加、オンライン調査の導
入・拡大等に伴い、新たな対
応を要する業務に適切に取り
組むこと。 
 
⑨ 個人企業経済調査 
 
また、統計の品質の維持・

向上を前提として、符号格付

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第
81号に規定する国勢調査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢調査等」という。）の
うち次に掲げる統計調査（周期調査・経常調査）
について、社会・経済情勢に対応した統計データ
を迅速かつ的確に作成するため、総務省が定める
基準に基づいて適切に事務を進め、総務省が集計
区分ごとに定める期限までに当該区分の製表結
果を総務省に提出する。 
その際、調査票の記入不備の増加、オンライン

調査の導入・拡大等に伴い、新たな対応を要する
業務に適切に取り組む。 
また、格付支援システム等の情報通信技術の活

用など、業務改善への積極的な取組により、業務
の効率化と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂行

に万全を期す。 

 
統計調査

名等 
事務の範

囲 
予定製表
結果 

業務終了
予定時期 

＜主な定量的指標
＞ 
上記と同様 

（統計調査の製表
に関する業務の実
績の自己評価) 

 
 

（９）個人企業経済調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基

づき、事務処理マニュアルを適切に作成
し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

 区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

動

向

編 

速報集計 
５､８､11､

２月の上旬 

５､８､11､２

月の上旬に終

了 

確報集計 
５､８､11､

２月の下旬 

５､８､11､２

月の中旬に終

了 

平成29年

度集計 

平成30年５

月下旬 
30. 5.18 

構

造

編 

平成29年

集計 

平成30年６

月下旬 
30. 6.15 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 0％ 0点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

調査見直し

に伴う対応 

 

 25点 

 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 
・要員投入量は、増減率０％と、計画どお

りだった。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 
・業務改善への取組として、データ審査画

面の改良に伴う製表事務の効率化等を図っ

た。 
・この他、令和元年調査の見直しに向けた

製表プロセス改善等への対応を適切に行っ

た。 
これらを踏まえ、所期の目標を上回って
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業務において格付支援（調査
票の記入内容の統計分類符号
への格付に係るソフトウェア
による支援をいう。以下同
じ。）システムを適用し、第
２の１（６）に記載する業務
の効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる統
計調査のほか、国勢調査等の
実施に総務省が必要と認める
調査等についても総務省が定
める基準に基づいて事務を進
めること。 

 

 

個人企業

経済調査 

動向調査

票の製表

事 務 ( 平

成30年１

～ ３ 月

期、４～

６月期、

７～９月

期、10～

12月期) 

動向編 

速報集

計  

結果表 

 

 

確報集

計 

結果表 

 

 

平成29

年度集計 

結果表 

 

平成30年

５月、８

月、11月、

31年２月

の上旬 

平成30年

５月、８

月、11月、

31年２月

の下旬 

平成30年

５月下旬 

 構造調査

票の製表

事 務 ( 平

成29年) 

構 造 編 

結果表 

 

平成30年

６月下旬 

 

 

ウ 要員投入量 
個人企業経済調査に係る実績は、2,304

人日（計画2,302人日）で、対計画2人日
（0％）の増加となった。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

(ｱ) 製表システムにおける審査画面の改
善 
データチェック・審査事務に用いるデ

ータ訂正画面において、これまで複数画
面に分けて表示していた審査情報を１
画面に集約して表示させたことにより、
事務の効率化を図った。 

(ｲ) 進捗状況管理の自動化 
製表事務において、従来、人手で行っ

ていた進捗状況管理について、進行管理
機能及び各種リスト作成機能等の一部
機能を追加したことにより、事務の効率
化を図った。 

(ｳ) 演算処理に係る処理速度の改善 
現行の調査では、客体数が少なかった

ためＰＣ内で演算を行っていたが、調査
見直しに伴い客体数が増加したことか
ら、演算処理に時間を要することが想定
された。そのため、大容量に対応できる
サーバでの演算に変更することにより
対応することとした。 

 
 カ 特記事項 

 (ｱ) 調査見直しに伴う対応 
令和元年から実施する調査の大幅な

見直し（年次調査への一本化）による統
計局からの依頼に対応するため、製表の
基本方針及び製表計画の策定、製表シス
テム仕様書及びデータチェック要領の
作成並びに開発、製表事務手続の作成、
メタ情報付結果表データへの変更に伴
う集計及び審査方法の検討等の準備事
務を適切に行った。 

(ｲ) 新たな対応を要する業務への対応（メ
タ情報付結果表データの作成） 

令和元年調査からのメタ情報付結果
表データへの変更に伴い、集計及び審査
方法の検討等の準備事務を適切に行っ
た。 
（結果表は従来、Excelによる報告書形
式の結果表データを作成していたが、デ
ータベースとの親和性及びユーザの利
便性を考慮し、変更することにした。） 

新たな業務

への対応 

 

 25点 

 

 

計 200点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ａとした。 

達成していることから、当該項目の評定を

「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－10 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（科学技術研究調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 2,707     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条第
81号の国勢調査その他国勢の基
本に関する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）について、社
会・経済情勢に対応した統計デー
タを迅速かつ的確に作成するた
め、総務省が定める基準に基づい
て事務を進め、総務省が集計区分
ごとに定める期限までに当該区
分の製表結果を総務省に提出す
ること。 
その際、調査票の記入不備の増

加、オンライン調査の導入・拡大
等に伴い、新たな対応を要する業
務に適切に取り組むこと。 
 
⑩ 科学技術研究調査 

 
また、統計の品質の維持・向上

を前提として、符号格付業務にお
いて格付支援（調査票の記入内容
の統計分類符号への格付に係る

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４
条第81号に規定する国勢調査その他国勢の基
本に関する統計調査（以下「国勢調査等」と
いう。）のうち次に掲げる統計調査（周期調
査・経常調査）について、社会・経済情勢に
対応した統計データを迅速かつ的確に作成す
るため、総務省が定める基準に基づいて適切
に事務を進め、総務省が集計区分ごとに定め
る期限までに当該区分の製表結果を総務省に
提出する。 
その際、調査票の記入不備の増加、オンラ

イン調査の導入・拡大等に伴い、新たな対応
を要する業務に適切に取り組む。 

また、格付支援システム等の情報通信技術
の活用など、業務改善への積極的な取組によ
り、業務の効率化と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂

行に万全を期す。 

 
 

＜主な定量的指
標＞ 

上記と同様 
（統計調査の製
表に関する業務
の実績の自己評
価) 

 
 

（10）科学技術研究調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書

に基づき、事務処理マニュアルを適切
に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

平成30年調

査 

平成30年

12月中旬 
30.11.29 

 
ウ 要員投入量 

科学技術研究調査に係る実績は、
2,707人日（計画2,843人日）で、対計
画136人日（5％）の減少となった。 

減少の主な要因は、データチェッ
ク・審査事務において、当初の予定よ
り事務能率が向上したことなどが挙
げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲5％ 25点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

新たな業務へ

の対応 
25点 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 

・要員投入量は、計画に対して５％の削減と、

投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 

・業務改善への取組として、製表システム改修

による疑義票処理等の効率化を図った。  

・この他、「国際技術交流」欄の符号化に伴う

システム改修等の対応を適切に行った。 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って達成

していることから、当該項目の評定を「Ａ」と

した。 

 

26



ソフトウェアによる支援をいう。
以下同じ。）システムを適用し、
第２の１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計調
査のほか、国勢調査等の実施に総
務省が必要と認める調査等につ
いても総務省が定める基準に基
づいて事務を進めること。 

 

 
統計
調査
名等 

事務の
範囲 

予定製表
結果 

業務終了予
定時期 

科 学

技 術

研 究

調査 

平成30

年調査

に関す

る製表

事務 

結果表 

 

平成30年12

月中旬 

 

 
 

統計センターが行った製表業務に
対して、委託元府省等の満足度を計る
アンケートを実施し、結果については
「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

製表業務の効率化を図ることを目
的とした業務プロセス改革の一環と
して、製表システム及びデータチェッ
ク要領の見直しについて検討を行っ
た。 

その結果、いずれも大規模な見直し
となること、委託先との調整を含め十
分な分析期間を要することから、２年
に分けて進めることとした。 

平成30年度については、製表システ
ムに進行管理機能及び疑義票作成機
能を追加した。 

これにより、これまで各工程別に行
っていた製表事務の進捗管理が一元
化された。疑義の一元管理及び疑義票
作成の支援機能が強化されたことで、
事務の負担軽減が図られた。 

来年度については、調査票の審査時
間短縮等を目的としたデータチェッ
ク要領の見直しを予定している。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 委託者からの新たな対応を要す
る業務への対応  

令和元年調査に向けて、統計局か
ら調査票の「国際技術交流」欄に記
載された国籍にそれぞれ固有の符
号を付与する依頼を受けた。 

これに対応するため、スケジュー
ル、要員等の調整及びシステム開発
などの準備事務を適切に行った。 
 
 

計 200点 

 
  

以上のことから、当該項目の評定をＡ
とした。 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

 
 ４．その他参考情報 

特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－11 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（サービス産業動向調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 3,038     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設

置法（平成11年法律第91
号）第４条第81号の国勢調
査その他国勢の基本に関
する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）につい
て、社会・経済情勢に対応
した統計データを迅速か
つ的確に作成するため、総
務省が定める基準に基づ
いて事務を進め、総務省が
集計区分ごとに定める期
限までに当該区分の製表
結果を総務省に提出する
こと。 
その際、調査票の記入不

備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に
適切に取り組むこと。 
 
⑪ サービス産業動向調
査 
 
また、統計の品質の維

総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第81
号に規定する国勢調査その他国勢の基本に関する統
計調査（以下「国勢調査等」という。）のうち次に掲
げる統計調査（周期調査・経常調査）について、社会・
経済情勢に対応した統計データを迅速かつ的確に作
成するため、総務省が定める基準に基づいて適切に事
務を進め、総務省が集計区分ごとに定める期限までに
当該区分の製表結果を総務省に提出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オンライン調査
の導入・拡大等に伴い、新たな対応を要する業務に適
切に取り組む。 

また、格付支援システム等の情報通信技術の活用な
ど、業務改善への積極的な取組により、業務の効率化
と品質の維持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業務遂行に万

全を期す。 

 
 
 
統計調
査名等 

事務の範囲 
予定製表結

果 
業務終了
予定時期 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 
（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 
 

（11）サービス産業動向調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づき、事

務処理マニュアルを適切に作成し、製表を行った。 
 

イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

月次 

速報

集計 

調査月の翌々

月下旬 

調査月の翌々月下

旬に終了 

確報

集計 

調査月の５か

月後下旬 

調査月の５か月後

下旬に終了 

四半

期 

速報

集計 

５､８､11､２月

の下旬 

５､８､11､２月の

下旬に終了 

確報

集計 

５､８､11､２月

の下旬 

５､８､11､２月の

下旬に終了 

年 

速報

集計 

平成31年２月

下旬 
31. 2.27 

確報

集計 

平成30年５月

下旬 
30. 5.30 

年度 
速報

集計 

平成30年５月

下旬 
30. 5.30 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲5％ 25点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 －  － 

6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

新たな業務へ

の対応 

 

調査票データ

25点 

 

 

25点 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度

及び製表結果の提出状況について、い

ずれも満たしている。 
・要員投入量は、計画に対して５％の

削減と、投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に対して実施

した満足度アンケートでは、「満足」

という結果を得ている。 
・この他、平成 31 年 1 月に実施した

標本交替への対応を適切に行った 。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成

していることから、当該項目の評定を

「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
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持・向上を前提として、符
号格付業務において格付
支援（調査票の記入内容の
統計分類符号への格付に
係るソフトウェアによる
支援をいう。以下同じ。）
システムを適用し、第２の
１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる
統計調査のほか、国勢調査
等の実施に総務省が必要
と認める調査等について
も総務省が定める基準に
基づいて事務を進めるこ
と。 
 
 

 

サ ー ビ

ス 産 業

動 向 調

査 

平成30年２

月から31年

１月調査に

関する製表

事務 

月次調査 

速報集計 

結果表 

月次 

 

調査月の

翌々月下

旬 

 平成30年１

月から30年

12月調査に

関する製表

事務 

四半期 

 

 

 

 

 年 

平成30年

５月、８

月、11月、

31年２月

の下旬 

平成31年

２月下旬 

 

 

 

 

平成29年４

月から30年

３月調査に

関する製表

事務 

年度 平成30年

５月下旬 

 平成29年11

月から30年

10月調査に

関する製表

事務 

確報集計 

結果表 

月次 

調査月の

５か月後

下旬 

 平成29年10

月から30年

９月調査に

関する製表

事務 

四半期 平成30年

５月、８

月、11月、

31年２月

の下旬 

 平成29年１

月から29年

12月調査に

関する製表

事務 

平成29年４

月から30年

３月調査に

関する製表

事務 

 年 

 

 

 

 

年度 

平成30年

５月下旬 

 

 

 

平成30年

８月下旬 

 平成29年調

査に関する

製表事務 

拡大調査 

速報集計 

結果表 

 

確報集計 

結果表 

 

平成30年

７月 

 

平成31年

３月 

 平成30年調

査に関する

製表事務 

速報集計 

結果表 

平成31年

度に継続 

 
 

確報

集計 

平成30年８月

下旬 
30. 8.30 

平成

29年

拡大 

速報

集計 

   平成30年

７月 
30. 7.17 

平成

29年

拡大 

確報

集計 

   平成31年

３月 
31. 3.13 

平成

30年

拡大 

速報

集計 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度）  

 
ウ 要員投入量 

サービス産業動向調査に係る実績は、3,038人日
（計画3,182人日）で、対計画144人日（5％）の減
少となった。 

減少の主な要因は、受理したデータ登録時にお
けるチェック機能を強化したことにより、データ
チェック・審査事務における審査対象数が減少し
たことや、これまでの疑義回答を分析し、審査の
方法を見直したことによりデータチェック・審査
事務を効率的に行ったことなどが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託
元府省等の満足度を計るアンケートを実施し、結
果については「満足」という状況である。  

オ 業務改善への取組 
対象事項なし 
 

カ 特記事項 
(ｱ) 委託者から新たな対応を要する業務への対応 

① データ修正への対応 
  調査対象名簿に収録されたプレプリント番

号の一部に誤りがあったため、統計局から修
正依頼があった。 

これにより、審査が完了しているデータに
ついても再審査が必要となったことから、ス
ケジュール等を調整し、依頼された期日まで
に完了した。 

② 結果表様式変更への対応 
  時系列表の様式について、統計局から修正

依頼に対し、適切に対応するため、スケジュ
ール及び要員等の調整を行い、依頼された期
日までに完了した。 

③ 標本交替に係る対応 
 平成31年１月に実施される標本交替に向け
て、統計局からの依頼によりリンク係数の作
成等の依頼があった。これに対応するため、
スケジュール等を調整し、製表事務の実施に
向けた検討・準備を依頼された期日までに完
了した。 

 (ｲ) 調査票データへの対応 
 統計局から受理した調査票データ及びコン
スタントデータ（調査対象名簿データや管理情
報データ等）を製表システムに登録する前に、
以下の機能を追加した。 
・記入内容の簡易チェック機能 
・登録済データとの整合性チェック機能 

への対応  

計 175点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ｂとした。 

特になし。 
 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－12 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項（家計消費状況調査） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 4,868,486     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 4,853,334     
        経常費用（千円） 4,900,973     
        経常利益（千円） 16,279     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
4,893,753     

        従事人員数（人日） 97     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる総務省設置法

（平成11年法律第91号）第４条第
81号の国勢調査その他国勢の基
本に関する統計調査（以下「国勢
調査等」という。）について、社
会・経済情勢に対応した統計デー
タを迅速かつ的確に作成するた
め、総務省が定める基準に基づい
て事務を進め、総務省が集計区分
ごとに定める期限までに当該区
分の製表結果を総務省に提出す
ること。 
その際、調査票の記入不備の増

加、オンライン調査の導入・拡大
等に伴い、新たな対応を要する業
務に適切に取り組むこと。 
 
⑫ 家計消費状況調査 
 
また、統計の品質の維持・向上

を前提として、符号格付業務にお
いて格付支援（調査票の記入内容
の統計分類符号への格付に係る

総務省設置法（平成11年法律第91号）
第４条第81号に規定する国勢調査その他
国勢の基本に関する統計調査（以下「国
勢調査等」という。）のうち次に掲げる統
計調査（周期調査・経常調査）について、
社会・経済情勢に対応した統計データを
迅速かつ的確に作成するため、総務省が
定める基準に基づいて適切に事務を進
め、総務省が集計区分ごとに定める期限
までに当該区分の製表結果を総務省に提
出する。 

その際、調査票の記入不備の増加、オ
ンライン調査の導入・拡大等に伴い、新
たな対応を要する業務に適切に取り組
む。 
また、格付支援システム等の情報通信

技術の活用など、業務改善への積極的な
取組により、業務の効率化と品質の維
持・向上を図る。 
 

② 経常調査 
経常調査の製表に当たっては円滑な業

務遂行に万全を期す。 

＜主な定量的指
標＞ 

上記と同様 
（統計調査の製
表に関する業務
の実績の自己評
価) 

 
 

（12）家計消費状況調査 

ア  製表基準の適応度 
統計局から提示された製表基準書に基づ

き、事務処理マニュアルを適切に作成し、製
表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

月次 
調査月の

翌々月上旬 

調査月の翌々月

上旬に終了 

四半期平均 
５､８､11､２

月の上旬 

５､８､11､２月

の上旬に終了 

年平均 
平成31年２

月上旬 
31. 2. 7 

年度平均 
平成30年５

月上旬 
30. 5. 7 

 
ウ 要員投入量 

家計消費状況調査に係る実績は、97人日
（計画151人日）で、対計画54人日（36％）

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率▲36％ 175点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
－ － 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び製表

結果の提出状況について、いずれも満たしてい

る。 

・要員投入量は、計画に対して 36％の削減と、

大幅に投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満足

度アンケートでは、「満足」という結果を得て

いる。 

・業務改善への取組として、調査票の変更に伴

う製表システムの改修を行った。 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って達成

していることから、当該項目の評定を「Ａ」と

した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 
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ソフトウェアによる支援をいう。
以下同じ。）システムを適用し、
第２の１（６）に記載する業務の
効率化を進めること。 
 
（２）上記（１）に掲げる統計調
査のほか、国勢調査等の実施に総
務省が必要と認める調査等につ
いても総務省が定める基準に基
づいて事務を進めること。 

 

 
統計調
査名等 

事務の
範囲 

予定製
表結果 

業務終
了予定
時期 

家計消

費状況

調査 

 

平成30

年１月

から31

年２月

調査に

関する

製表事

務 

月次 

結果

表 

 

 

四半期

平均 

結果

表 

 

 

 

 

 

年平均 

結果

表 

調査月

の翌々

月上旬 

 

平成30

年５

月、８

月、11

月、31

年２月

の上旬 

 

 

平成31

年２月

上旬 

 平成29

年４月

から30

年３月

調査に

関する

製表事

務 

年度平

均 

結果

表 

平成30

年５月

上旬 

 
 

の減少となった。 
減少の主な要因は、調査票の変更に伴い、

調査票の変更に対応するための製表システ
ムについて、既存のシステムを活用すること
により、効率的に製表システムの開発を行っ
たことなどが挙げられる。 
 

エ  満足度アンケートの結果 
統計センターが行った製表業務に対して、

委託元府省等の満足度を計るアンケートを
実施し、結果については「満足」という状況
である。 

 
オ 業務改善への取組 

調査票の変更に伴い、調査票の変更に対応
するための製表システムについて、これまで
に開発したシステムを活用することにより、
効率的に製表システムの開発を行った。 
 

カ 特記事項 
   対象事項なし 
 
 

計 325点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ａとした。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 セグメント別評定調書（１ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ 受託製表に関する事項 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

製表基準適応

度 
       

予算額（千円） 644,718     

提出期限        決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 7,724     
 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 年度目標については、以下各受

託製表事業（小項目）ごとに詳細
を記載。 

事業計画については、
以下各受託製表事業（小
項目）ごとに詳細を記
載。 

＜評価の視点＞ 
受託製表に関する事項

について適切に実施され
ているか。 
 
 
 

２ 受託製表に関する事項 
業務実績の状況について

は、以下各受託製表事業（小
項目）ごとに詳細を記載。 

＜評定と根拠＞ 
受託製表に関する評価につ

いて、各受託製表事業（小項
目）ごとの評価結果は、Ａ評
価又はＢ評価であり、全体と
して大きく目標を達成してい
ることから、当該事項の評価
をＡとした。 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

受託製表に関する評価について、各受託製表事業（小項目）評価結果は、Ａ評価

又はＢ評価であり、特に重要である基幹統計調査に係る項目に A 評価が多いこと

から、当該事項の評価をＡとした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－１ 受託製表に関する事項（内閣官房内閣人事局委託業務（国家公務員退職手当実態調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 353     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 
 
① 国家公務員退職手当実態

調査 
（内閣官房） 

 

 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 
 

統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

国家公務

員退職手

当実態調

査 ( 内 閣

官房) 

平成30年

調査に関

する製表

事務 

結果表 

 

平成30年

11月 

 

 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 

 
 

【年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表】 

（１）内閣官房内閣人事局委託業務（国家公務

員退職手当実態調査） 

ア  製表基準の適応度 
内閣官房内閣人事局から提示された製

表基準書に基づき、事務処理マニュアルを
適切に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

国家公務

員退職手

当実態調

査 

平成30 

年調査 
30.11 30.11. 9 

 
ウ 要員投入量 

内閣官房内閣人事局委託業務に係る実
績は、353人日（計画435人日）で、対計画

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲19％ 75点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
－ － 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 
・要員投入量は、計画に対して 19％の削減

と、大きく投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成して

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
特になし。 
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82人日（19％）の減少となった。 
減少の主な要因は、データチェック・審

査事務において、疑義票に係る事務の効率
化を図ったことなどが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

対象事項なし 
 

カ 特記事項 
対象事項なし 

 
 

計 175点 

 
以上のことから、当該項目の評価を

Ｂとした。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

34



様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－２ 受託製表に関する事項（人事院給与局委託業務（国家公務員給与等実態調査、職種別民間給与実態調査、家計調査特別集計（標準生計費・各分位関係）、

全国消費実態調査特別集計）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 826     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 
 
② 国家公務員給与等実態調

査 
（人事院） 
③ 職種別民間給与実態調査 
（人事院） 

 

 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 
次に掲げる統計調査等について、国の行政機関

及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

国家公務

員給与等

実態調査

(人事院) 

平成30年

調査に関

する製表

事務 

平成31年

調査に関

する製表

事務 

結果表 

 

 

 

結果表 

 

平成30年

８月 

 

 

平成31年

度に継続 

職種別民

間給与実

態 調 査

(人事院) 

平成30年

調査に関

する製表

事務 

結果表 

 

平成30年

７月 

 

家計調査

特別集計

平成29年

調査の特

結果表 

 

平成30年

４月 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 
 
 

（２）人事院給与局委託業務（国家公務員給与
等実態調査、職種別民間給与実態調査、
家計調査特別集計（標準生計費・各分位）、
全国消費実態調査特別集計） 

ア  製表基準の適応度 
人事院給与局から提示された製表基準

書に基づき、事務処理マニュアルを適切に
作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

国家公務員

給与等実態

調査 

平成30

年調査 
30. 8 30. 8.10 

平成31

年調査 

令和元年

度に継続 

（平成31

年度） 

令和元年

度に継続

（平成31

年度） 

職種別民間

給与実態調

査 

平成30

年調査 
30. 7 30. 7.12 

家計調査特

別集計 

平成29

年調査 
30. 4 30. 3.26 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ   
 

【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 17％ ▲75点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組    － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
   － － 

計 25点 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 
・要員投入量は、計画に対して 17％の増加

と、大きく投入量を増やしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成して

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 35



( 標 準 生

計費・各

分位)(人

事院) 

 

別集計に

関する製

表事務 

平成30年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

 

 

 

結果表 

 

 

 

 

平成31年

度に継続 

 

全国消費

実態調査

特別集計

(人事院) 

平成26年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

結果表 

 

結果表 

平成30年

５月 

平成31年

度に継続 

 

（標準生計

費・各分位） 平成30

年調査 

令和元年

度に継続 

（平成31

年度） 

令和元年

度に継続 

（平成31

年度） 

全国消費実

態調査特別

集計 

平成26

年調査 

30. 5 30. 4.13 

令和元年

に継続 

（平成31

年度） 

－※ 

※全国消費実態調査特別集計について、所管
省庁（人事院）の都合により平成30年度は業
務委託を行わないこととなった。 
 
ウ 要員投入量 

人事院給与局委託業務に係る実績は、
826人日（計画708人日）で、対計画118人
日（17％）の増加となった。 

増加の主な要因は、平成31年国家公務員
給与等実態調査における結果表審査の準
備事務に時間を要したことなどが挙げら
れる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

対象事項なし 
 
カ 特記事項 
  対象事項なし 

 

 
以上のことから、当該項目の評定をＢ

とした。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－３ 受託製表に関する事項（人事院職員福祉局委託業務（民間企業の勤務条件制度等調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 397     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 

 
④ 民間企業の勤務条件制度
等調査（人事院） 

 

 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

民間企業

の勤務条

件制度等

調 査 ( 人

事院) 

平成29年

調査に関

する製表

事務 

平成30年

調査に関

する製表

事務 

結果表 

 

 

 

結果表 

 

平成30年

４月 

 

 

平成31年

度に継続 

 

 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 
 

（３）人事院職員福祉局委託業務（民間企業の

勤務条件制度等調査） 

ア  製表基準の適応度 
人事院職員福祉局から提示された製表

基準書に基づき、事務処理マニュアルを適
切に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

民間企業の

勤務条件制

度等調査 

平成

29年

調査 

30. 4 30. 2.19 

平成

30年

調査 

令和元年

度に継続 

（平成31

年度） 

令和元年

度に継続 

（平成31

年度） 

 
ウ 要員投入量 

人事院職員福祉局委託業務に係る実績
は、397人日（計画474人日）で、対計画77
人日（16％）の減少となった。 

減少の主な要因は、これまで開発したシ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲16％ 75点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
－ － 

計 175点 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び製

表結果の提出状況について、いずれも満たし

ている。 

・要員投入量は、計画に対して 16％の削減と、

大きく投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した満

足度アンケートでは、「満足」という結果を得

ている。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成してい

ることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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ステムを活用することにより、効率的に製
表システムの開発を行ったことなどが挙
げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 
 

オ 業務改善への取組 
対象事項なし 

 
カ 特記事項 

対象事項なし 
 
 

 
以上のことから、当該項目の評定を

Ｂとした。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－４ 受託製表に関する事項（総務省自治行政局委託業務（地方公務員給与実態調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 208     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。   
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 
 
⑤ 地方公務員給与実態調査（総
務省） 
 

 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

地方公務

員給与実

態 調 査

（ 総 務

省） 

平成30年

度調査に

関する製

表業務 

結果表 平成31年

１月 

 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

（４）総務省自治行政局委託業務（地方公務

員給与実態調査） 

ア  製表基準の適応度 
総務省自治行政局から提示された製表

基準書に基づき、事務処理マニュアルを
適切に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

地方公務員

給与実態調

査 

平成

30年

調査 

31. 1 31. 1.25 

 
ウ 要員投入量 

総務省自治行政局委託業務に係る実績
は、208人日（計画331人日）で、対計画
123人日（37％）の減少となった。 

減少の主な要因は、表側が可変の結果
表にも対応できる監督数を作成し、自動

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲37％ 175点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 業務改善に貢献 50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

業務遅延に関す

る対応 

25点 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 
・要員投入量は、計画に対して 37％の削減

と、大幅に投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 
・業務改善への取組として、結果表審査事

務において、自動審査での結果表との表間

照合を強化し、結果表数値における異常値

等の発見のための結果表審査の充実を図っ

た。 
・この他、委託者から持ち込まれたデータ
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審査の効率が大幅に向上したことなどが
挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケ
ートを実施し、結果については「満足」
という状況である。 
 

オ 業務改善への取組 
結果表審査事務において、監督数を追

加作成し、自動審査での結果表との表間
照合を強化した。これにより、結果表数
値における異常値等の発見のための結果
表審査が充実された。 

 
カ 特記事項 
(ｱ) 委託者の業務遅延に関する対応 

自治行政局からの本集計のデータ持
込に遅れがあったが、スケジュール等
の調整を行い、当初予定の期限までに
集計を完了した。 

 
(ｲ) 委託者からの追加業務への対応 

当初予定のなかった納品データの内
容確認の要請があり、これに対応する
ため、スケジュール等の調整を行い、
依頼の期日までに完了した。 

 

追加業務への対

応 

25点 

計 375点 

 
以上のことから、当該項目の評定をＡと

した。 

の精度保証に関する事務を適切に実施し

た。 
これらを踏まえ、所期の目標を上回って

達成していることから、当該項目の評定を

「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－５ 受託製表に関する事項（公害等調整委員会事務局委託業務（公害苦情調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 390     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。   
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 
 
⑥ 公害苦情調査（総務省） 

 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

公害苦情

調 査 ( 総

務省) 

平成29年

度調査に

関する製

表事務 

結果表 平成30年

10月 

 

 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

（５）公害等調整委員会事務局委託業務（公害苦

情調査） 

ア  製表基準の適応度 
公害等調整委員会事務局から提示された

製表基準書に基づき、事務処理マニュアルを
適切に作成し、製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

 区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

公害苦情調査 
平成29年

度調査 
30.10 30.10. 9 

 
ウ 要員投入量 

公害等調整委員会事務局委託業務に係る
実績は、390人日（計画375人日）で、対計画
15人日（4％）の増加となった。 

増加の主な要因は、平成31年調査から変更
されるExcel調査票移行のための準備を前倒
しで行ったことなどが挙げられる。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 4％ 0点 

(4)満足度 おおむね満足 50点 

(5)改善取組    － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 新たな業務への 25点 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 
・要員投入量は、計画に対して４％の増加

と、投入量を増やしている。 
・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「おおむね満足」と

いう結果を得ている。 
・この他、次回調査に向けた委託者からの

依頼（調査票の見直し等）に適切に対応し

た。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成して

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 
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エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、
委託元府省等の満足度を計るアンケートを
実施し、結果については「おおむね満足」と
いう状況である。 
 

オ 業務改善への取組 
  対象事項なし 
 
カ 特記事項 

(ｱ) 委託者からの新たな対応を要する業務
への対応 

令和元年調査から実施する調査票の見
直し（Excel調査票移行）の依頼に対応す
るため、製表システム開発の前倒しや委
託府省担当者との調整などの事務を適切
に行った。 

 

(特記事項) 対応 

計 75点 

 
以上のことから、当該項目の評価を

Ｂとした。 
 
 

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－６ 受託製表に関する事項（財務省委託業務（家計調査特別集計（用途分類・品目分類・特定品目））） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 583     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる

統計調査等につい
て、国の行政機関
からの委託を受け
て製表業務を迅速
かつ的確に行うほ
か、総務省が国勢
調査等の集計の一
環として指定する
地方別集計、人事
院及び財務省によ
る家計調査の特別
集計、人事院によ
る全国消費実態調
査の特別集計につ
いて、地方公共団
体並びに人事院及
び財務省の委託を
受けてこれらに係
る製表業務を迅速
かつ的確に行うこ
と。受託製表を行

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

家計調査

特別集計

( 用 途 分

類・品目

分類・特

定 品

目)(財務

省) 

平成29年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

平成30年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

結果表 

 

 

 

 

結果表 

 

平成30年

11月 

 

 

 

平成31年

度に継続 

 

 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 

 
 

（６）財務省委託業務（家計調査特別集計（用途分類・品目分類・特定品

目）） 

ア  製表基準の適応度 
財務省から提示された製表基準書に基づき、事務処理マニュアルを

適切に作成し、製表を行った。 
 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

家計調査特別集計 

（用途分類・品目

分類・特定品目） 

平成29年調査 30.11 30.10.18 

平成30年調査 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

 
ウ 要員投入量 

財務省委託業務に係る実績は、583人日（計画829人日）で、対計画
246人日（30％）の減少となった。 
減少の主な要因は、特定品目符号格付入力事務において、当初の予

定より事務能率が向上したことなどが挙げられる。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲30％ 150点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 
業務改善に貢

献 
50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 － － 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適

応度及び製表結果の提出状況に

ついて、いずれも満たしている。 

・要員投入量は、計画に対して

30％の削減と、大幅に投入量を減

らしている。 

・統計センターが委託元に対して

実施した満足度アンケートでは、

「満足」という結果を得ている。 

・業務改善への取組として、製表

システム（審査事務）を改修し、

同システムの保守性等の向上を

図った。  

これらを踏まえ、所期の目標を

上回って達成していることから、

当該項目の評定を「Ａ」とした。 
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うに当たっては、
上記１の国勢調査
等の製表業務を圧
迫しないようにす
るとともに、コス
ト管理を徹底する
こと。 

 

エ  満足度アンケートの結果 
統計センターが行った製表業務に対して、委託元府省等の満足度を

計るアンケートを実施し、結果については「満足」という状況である。 
 

オ 業務改善への取組 
独自に開発したExcelマクロを使用して審査していた業務につい

て、汎用システムを用いた審査方法に変更した。これにより、今後の
業務運用において、システムの保守性等の向上が図られた。 

 
カ 特記事項 

対象事項なし 
 
 

(特記事項) 

計 300点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ａとした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－７ 受託製表に関する事項（厚生労働省委託業務（雇用動向調査、賃金構造基本統計調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 961     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等

について、国の行政機関から
の委託を受けて製表業務を迅
速かつ的確に行うほか、総務
省が国勢調査等の集計の一環
として指定する地方別集計、
人事院及び財務省による家計
調査の特別集計、人事院によ
る全国消費実態調査の特別集
計について、地方公共団体並
びに人事院及び財務省の委託
を受けてこれらに係る製表業
務を迅速かつ的確に行うこ
と。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の
製表業務を圧迫しないように
するとともに、コスト管理を
徹底すること。 

 
⑦ 雇用動向調査 
（厚生労働省） 
⑧ 賃金構造基本統計調査 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 

次に掲げる統計調査等について、国の行政機関
及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

雇用動向

調 査 ( 厚

生 労 働

省) 

平成29年

調査に関

する製表

事務 

下半期調

査  

結果表 

年計  

結果表 

精度計算 

下半期 

結果表 

年 計 

結果表 

平成30年

５月 

 

平成30年

５月 

 

平成30年

５月 

平成30年

５月 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

（７）厚生労働省委託業務（雇用動向調査、賃金構造基

本統計調査） 

ア  製表基準の適応度 
厚生労働省から提示された製表基準書に基づき、

事務処理マニュアルを適切に作成し、製表を行った。 
 

イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

雇用動向

調査 

平成

29年

調査 

下半期 
30. 5 

(30. 6) 
30. 6. 8 

年計 
30. 5 

(30. 6) 
30. 6. 8 

精度

計算 

下半期 
30. 5 

(30. 6) 
30. 6. 8 

年計 
30. 5 

(30. 6) 
30. 6. 8 

平成

30年

上半期 30.11 30.11.16 

精度計算 30.11 30.11.16 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲25％ 125点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 
業務改善に貢

献 
50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 基準書の作成 25点 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度

及び製表結果の提出状況について、い

ずれも満たしている。 
・要員投入量は、計画に対して 25％
の削減と、大幅に投入量を減らしてい

る。 
・統計センターが委託元に対して実施

した満足度アンケートでは、「満足」

という結果を得ている。 
・業務改善への取組として、データチ

ェック審査及び訂正事務における事

務手順を改善し、事務の効率化を図っ

た。 
・この他、委託者からの依頼に基づく
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（厚生労働省） 
 

 

 平成30年

調査に関

する製表

事務 

上半期調

査  

結果表 

精度計算 

上半期 

結果表 

 

下半期調

査 

結果表 

年計  

結果表 

精度計算 

下半期 

結果表 

年 計 

結果表 

平成30年

11月 

 

 

平成30年

11月 

 

平成31年

度に継続 

 

平成31年

度に継続 

 

平成31年

度に継続 

平成31年

度に継続 

賃金構造

基本統計

調 査 ( 厚

生 労 働

省) 

平成30年

調査に関

する製表

事務 

事業所票 

結果表 

個 人 票 

結果表 

平成30年

10月 

平成31年

１月 

 

調査 (上半期) 

下半期 令和元年

に継続 

（平成31

年度） 

令和元年

に継続 

（平成31

年度） 

年計 

精度

計算 

下半期 

年計 

賃金構造

基本統計

調査 

平成

30年

調査 

事業所票 30.10 30.10.31 

個人票 31. 1 31. 1.18 

注）「予定」欄の（ ）内表示は、委託元の事情等によ
り年度途中で見直された変更後の業務終了予定時
期。以下の表も同じ。 

 
ウ 要員投入量 

厚生労働省委託業務に係る実績は、961人日（計画
1,273人日）で、対計画312人日（25％）の減少とな
った。 

減少の主な要因は、賃金構造基本統計調査におい
て、紙のチェックリストを廃止し、直接ＰＣ上で審
査・訂正を行ったことにより、事務の効率化が図ら
れたことなどが挙げられる。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託元
府省等の満足度を計るアンケートを実施し、結果に
ついては「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

   賃金構造基本統計調査のデータチェック・審査事
務において、これまでデータチェックリストの紙出
力を行い、手書きで審査・訂正を行ってからデータ
に訂正内容を反映していたが、紙出力を廃止し、PC
画面上で審査・訂正を行った。これにより、事務の
効率化が図られた。 

    
カ 特記事項 
(ｱ) 製表基準書（チェック要領）の作成支援 

雇用動向調査のデータチェック要領の見直し
を行い、新規データチェックの追加及び変更案を
提案し、厚生労働省の担当者の要望等について、
密に調整を図りながら、システムの修正を行っ
た。 

 
(ｲ) 委託者からの追加業務等に伴う対応 

雇用動向調査において、厚生労働省が所管する
毎月勤労統計調査の問題の影響（毎月勤労統計調
査の常用雇用者数をベンチマークとして推計し
ているため、毎月勤労統計調査の結果が変更にな
ることにより乗率が変わる。）により、平成24年
～30年上半期について再集計を行った。これに対
応するため、スケジュール等を調整し、依頼の期
日までに完了した。 

(特記事項) 支援 

追加業務への

対応 

25点 

計 325点 

 
 

以上のことから、当該項目の評定を
Ａとした。 

追加業務（再集計）等の対応を適切に

行った。 
これらを踏まえ、所期の目標を上回

って達成していることから、当該項目

の評定を「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－８ 受託製表に関する事項（国土交通省自動車局委託業務（貨物自動車運送事業輸送実績調査）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 237     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統

計調査等について、
国の行政機関から
の委託を受けて製
表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総
務省が国勢調査等
の集計の一環とし
て指定する地方別
集計、人事院及び財
務省による家計調
査の特別集計、人事
院による全国消費
実態調査の特別集
計について、地方公
共団体並びに人事
院及び財務省の委
託を受けてこれら
に係る製表業務を
迅速かつ的確に行
うこと。受託製表を
行うに当たっては、

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 
次に掲げる統計調査等について、国の行政機関

及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

貨物自動

車運送事

業輸送実

績 調 査

( 国 土 交

通省) 

平成28年

度調査に

関する製

表事務 

平成29年

度調査に

関する製

表事務 

 

結果表 

 

 

 

結果表 

 

 

平成30年

５月 

 

 

平成31年

度に継続 

 

＜主な定量的
指標＞ 
上記と同様 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価) 

 
 

（８）国土交通省自動車局委託業務（貨物自動車運送事業輸送実績調査） 

ア  製表基準の適応度 
国土交通省自動車局から提示された製表基準書に基づき、事務処理マ

ニュアルを適切に作成し、製表を行った。 
 

イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

貨物自動車運送事

業輸送実績調査 

平成28年

度調査 
30. 5 30. 4.27 

平成29年

度調査 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

令和元年度に継続 

（平成31年度） 

 
ウ 要員投入量 

国土交通省自動車局委託業務に係る実績は、237人日（計画401人日）
で、対計画164人日（41％）の減少となった。 
減少の主な要因は、疑義照会の事務において、調査票イメージデータ

を印刷した紙面を用いた方法から、調査票受理時にスキャナ機で一連番
号を付与してイメージを取得することで、紙調査票とイメージデータの
紐付けを可能としたことにより、疑義照会に係る事務の効率化が図られ
たことなどが挙げられる。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ  
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲41％   200点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 －  － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
－ － 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基

準の適応度及び製表結果

の提出状況について、いず

れも満たしている。 
・要員投入量は、計画に対

して 41％の削減と、大幅

に投入量を減らしている。 
・統計センターが委託元に

対して実施した満足度ア

ンケートでは、「満足」と

いう結果を得ている。  
これらを踏まえ、所期の

目標を上回って達成して

いることから、当該項目の
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上記１の国勢調査
等の製表業務を圧
迫しないようにす
るとともに、コスト
管理を徹底するこ
と。 
 
⑨ 貨物自動車

運送事業輸送実績
調査 
（国土交通省） 

 

さらに、調査票を何回も取り出しイメージを取る必要がなくなったこ
とから、セキュリティの向上も図られた。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託元府省等の満足度を計
るアンケートを実施し、結果については「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

対象事項なし 
 
カ 特記事項 

対象事項なし 
 

計 300点 

 
以上のことから、当該項目の評定をＡ

とした。 

評定を「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の

課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

48



様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－９ 受託製表に関する事項（国土交通省総合政策局委託業務（内航船舶輸送統計調査、船員労働統計調査、建設工事統計調査、建築着工統計調査、建築物

滅失統計調査、建設総合統計）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 2,477     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等

について、国の行政機関から
の委託を受けて製表業務を
迅速かつ的確に行うほか、総
務省が国勢調査等の集計の
一環として指定する地方別
集計、人事院及び財務省によ
る家計調査の特別集計、人事
院による全国消費実態調査
の特別集計について、地方公
共団体並びに人事院及び財
務省の委託を受けてこれら
に係る製表業務を迅速かつ
的確に行うこと。受託製表を
行うに当たっては、上記１の
国勢調査等の製表業務を圧
迫しないようにするととも
に、コスト管理を徹底するこ
と。 

 
⑩ 内航船舶輸送統計調

査 

（１）年度目標において受託が指示されている統

計調査の受託製表 
次に掲げる統計調査等について、国の行政機関

及び地方公共団体からの委託を受けて、委託者が
明示する基準に基づき製表業務を迅速かつ的確
に行う。 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

内航船舶

輸送統計

調 査 ( 国

土 交 通

省) 

平成29年

度調査に

関する製

表事務 

自家用船

舶輸送実

績 調 査 

結果表 

 

 

平成30年

６月 

 

 平成30年

１月から

30年12月

調査に関

する製表

事務 

内航船舶

輸送実績

調査  

月次  

結果表 

 

精度計算 

 

 

 

毎月10日

前後 

 

毎月10日

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

（９）国土交通省総合政策局委託業務（内航船舶輸送統計
調査、船員労働統計調査、建設工事統計調査、建築
着工統計調査、建築物滅失統計調査、建設総合統計） 

ア  製表基準の適応度 
国土交通省総合政策局から提示された製表基準書

に基づき、事務処理マニュアルを適切に作成し、製表
を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

内航

船舶

輸送

統計

調査 

自家用船

舶輸送実

績調査 

平成29年

度調査 
30. 6 30. 6.26 

内航船舶

輸送実績

調査 

月次 
毎月10日

前後 

毎月10日前後

に終了 

平成29年

度計 
30. 6 30. 6.18 

精度計算 
毎月10日

前後 
毎月10日前後 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ   
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 16％ ▲75点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 
業務改善に貢

献 
50点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 

再集計（他責）

 

25点 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及

び製表結果の提出状況について、いずれ

も満たしている。 

・要員投入量は、計画に対して 16％の増

加と、大きく投入量を増やしている。 

・統計センターが委託元に対して実施し

た満足度アンケートでは、「満足」とい

う結果を得ている。 

・業務改善への取組として、製表事務（審

査事務）の効率化や製表システムの改修

による保守性の向上を図った。 

・この他、委託者からの依頼による再集

計に適切に対応した。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成し

ていることから、当該項目の評定を「Ｂ」
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（国土交通省） 
⑪ 船員労働統計調査 
（国土交通省） 
⑫ 建設工事統計調査 
（国土交通省） 
⑬ 建築着工統計調査 
（国土交通省） 
⑭ 建築物滅失統計調査 
（国土交通省） 
⑮ 建設総合統計 
（国土交通省） 

 

 

 

平成29年

度計 結

果表 

 

前後 

 

平成30年

６月 

船員労働

統計調査

( 国 土 交

通省) 

平成29年

調査に関

する製表

事務 

第二号調

査(漁船) 

結果表 

平成30年

６月 

 

 平成30年

調査に関

する製表

事務 

 

 

第一号調

査 ( 一 般

船舶)  

結果表 

 

精度計

算 結果

表 

 

第三号調

査 ( 特 殊

船 )  結

果表 

 

 

平成30年

12月 

 

 

 

平成30年

12月 

 

 

平成30年

12月 

建設工事

統計調査

( 国 土 交

通省)  

平成30年

度調査に

関する製

表事務 

建設工事

施工統計

調査 結

果表 

平成31年

２月 

 

 平成30年

３月から

31年２月

調査に関

する製表

事務 

建設工事

受注動態

統計調査 

月次  

結果表 

 

平成29年

度計 結

果表 

 

平成29年

度報 結

果表 

 

平成30年

計 結果

表 

データ持

込後３日

以内 

 

 

 

平成30年

５月 

 

 

平成30年

５月 

 

 

平成31年

２月 

建築着工

統計調査

( 国 土 交

通省) 

平成30年

３月から

31年２月

調査に関

する製表

事務 

月次  

結果表 

 

 

平成29年

度計 結

果表 

 

平成29年

度 計 ( 年

報) 

結果表 

 

データ持

込後３日

以内 

 

平成30年

４月 

 

 

平成30年

５月 

 

 

 

船員

労働

統計

調査 

第二号

調査 

(漁船) 

平成29年

調査 
30. 6 30. 6.25 

第一号

調査 

(一般船

舶) 

平成30年

調査 
30.12 30.12.11  

精度計算 30.12 30.12.11 

第 三 号

調査 

( 特 殊

船) 

平成30年

調査 
30.12 30.12. 5 

建設

工事

統計

調査 

建設工

事施工

統計調

査 

平成30年

度調査 

31. 2 

(31. 3) 
31. 3. 7 

建設工

事受注

動態統

計調査 

月次 

データ持

込後 

３日以内 

データ持込後 

３日以内に終

了 

平成29年

度計 
30. 5 30. 5.10 

平成29年

度報 
30. 5 30. 5.14 

平成30年

計 
31. 2 31. 2.12 

建築着工統計

調査 

月次 

データ持

込後 

３日以内 

データ持込後 

３日以内に終

了 

平成29年

度計 
30. 4 30. 4.20 

平成29年

度計(年

報) 

30. 5 30. 5. 2 

平成30年

計 
31. 1 31. 1.24 

平成30年

計(年報) 
31. 2 31. 2. 5 

建築物滅失統

計調査 

月次 

調査票持

込から１

か月以内 

調査票持込か

ら１か月以内

に終了 

平成29年

度計 
30. 6 30. 5.29 

平成30年

計 
31. 3 31. 2.26 

建設総合統計 

月次 
毎月10日

頃 

毎月10日頃に

終了 

平成29年

度計 
30. 5 30. 5.18 

平成30年

計 
31. 2 31. 2.18 

 
ウ 要員投入量 

国土交通省総合政策局委託業務に係る実績は、
2,477人日（計画2,137人日）で、対計画340人日（16％）
の増加となった。 

増加の主な要因は、内航船舶輸送実績調査の製表シ
ステムの改修において、当初の予定より改修規模が拡
大したことや建設総合統計において、集計関係資料の
整備に時間がかかったことなどが挙げられる。 

 

業務内容変更

に伴う対応 

25点 

計 125点 

 
以上のことから、当該項目の評定を

Ｂとした。 

とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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平成30年

計 結果

表 

 

平成30年

計(年報) 

結果表 

平成31年

１月 

 

 

平成31年

２月 

建築物滅

失統計調

査 ( 国 土

交通省) 

 

平成30年

２月から

31年１月

調査に関

する製表

事務 

 

月次  

結果表 

 

 

平成29年

度計 結

果表 

 

平成30年

計 結果

表 

調査票持

込から１

か月以内 

 

平成30年

６月 

 

 

平成31年

３月 

建設総合

統 計 ( 国

土 交 通

省) 

 

平成30年

２月から

31年１月

調査に関

する製表

事務 

月次  

結果表 

 

平成29年

度計 結

果表 

 

平成30年

計 結果

表 

毎月10日

頃 

 

平成30年

５月 

 

 

平成31年

２月 

 
 

エ  満足度アンケートの結果 
統計センターが行った製表業務に対して、委託元府

省等の満足度を計るアンケートを実施し、結果につい
ては「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

(ｱ) 自家用船舶輸送実績調査における結果表審査事
務の効率化 

自家用船舶輸送実績調査の結果票審査事務にお
いて、監督数を追加作成し、自動審査での結果との
表間照合を強化した。これにより、結果表数値にお
ける異常値等の発見のための結果表審査が充実さ
れた。 
 

(ｲ) 内航船舶輸送実績調査におけるシステムの保
守・管理に係る改善 

内航船舶輸送実績調査において、Accessから
VB.Netへ製表システムの改修を行い、システムの保
守・管理の改善を図った。 

 
(ｳ) 内航船舶輸送実績調査におけるデータチェッ

ク・審査事務の改善 
内航船舶輸送実績調査のデータチェック・審査事

務において、コンスタントの整備を行い、輸送距離
エラーを大幅に削減し、業務の効率化を図った。 

 
カ 特記事項 
(ｱ) 再集計（他責）等の対応 

建築着工統計調査において、7月分結果公表後、
国土交通省からの持込みデータに誤り（市区町村コ
ード）が判明し、再集計（他責）の依頼があった。
これに対応するため、スケジュール等の調整を行
い、再集計を依頼の期日までに完了した。また、8
月分についても、国土交通省からの持込みデータ項
目（住宅の利用関係）の記入誤りが判明したため、
再演算に対応した。 

 
(ｲ) 委託者からの業務内容変更等に伴う対応 

船員労働統計調査 第二号調査（漁船）において、
国土交通省から集計完了日を1ゕ月前倒ししたいと
の依頼があった。これに対応するため、スケジュー
ルの調整を行い、依頼の期日までに完了した。また、
「船舶識別番号」の追加入力依頼に伴い、「船舶識
別番号」及び「船舶名」をコンスタントとしてＤＢ
に格納し、照合チェック機能により調査票の記入ミ
スを防止可能とした。なお、第三号調査（特殊船）
においても、「事業所番号」の追加入力の依頼につ
いて、同様の対応を行った。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－10 受託製表に関する事項（都道府県委託業務（労働力調査都道府県別集計(36 都道府県)）） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0156 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度  ２５年度 ２６年度 ２７年度 
(※３) 

２８年度 
(※３) 

２９年度 
(※３) 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数 －     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。   
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）次に掲げる統計調査等に

ついて、国の行政機関からの委
託を受けて製表業務を迅速かつ
的確に行うほか、総務省が国勢
調査等の集計の一環として指定
する地方別集計、人事院及び財
務省による家計調査の特別集
計、人事院による全国消費実態
調査の特別集計について、地方
公共団体並びに人事院及び財務
省の委託を受けてこれらに係る
製表業務を迅速かつ的確に行う
こと。受託製表を行うに当たっ
ては、上記１の国勢調査等の製
表業務を圧迫しないようにする
とともに、コスト管理を徹底す
ること。 

 

 
統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

労働力調

査都道府

県別集計

( 都 道 府

県) 

平成30年

度調査に

関する製

表事務 

 

四半期平

均 結果

表 

 

年 平 均 

結果表 

四半期末

月の翌月

下旬 

 

平成31年

１月 
 

＜主な定量
的指標＞ 
上 記 と 同

様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

（10）都道府県委託業務（労働力調査都道府県

別集計(36都道府県)） 

ア  製表基準の適応度 

都道府県から提示された製表基準書に

基づき、事務処理マニュアルを適切に作成

し、製表を行った。 
 

イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

労働力

調査 

都道府

県別集

計 

(36都

道府

県) 

平成

30年

度 

調査 

四半

期平

均 

四半期末

月の翌月 

下旬 

四半期

末月の

翌月 

下旬に

終了 

年平

均 
31. 1 31. 1.20 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
－ － 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
－ － 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・評価の基準となる製表基準の適応度及び製

表結果の提出状況について、いずれも満たし

ている。 
・統計センターが委託元に対して実施した満

足度アンケートでは、「満足」という結果を得

ている。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成してい

ることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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ウ 要員投入量 
都道府県委託業務に係る業務について

は、ほとんどが機械処理のみの運用となっ
ているため、投入されている要員は表章単
位未満である。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

対象事項なし 
 

カ 特記事項 
対象事項なし 
 

 

計 100点 

 
以上のことから、当該項目の評定を

Ｂとした。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 独立行政法人統計センター 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－２ 受託製表に関する事項（有償受託製表） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適応

度(※１) 
  ○     

予算額（千円） 644,718     

提出期限(※２)   ○     決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
     

   
行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数（人日） 1,292     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上。  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）上記（１）の受託製表の

ほか、国の行政機関及び地方公
共団体の行う公的統計の整備を
支援するため、上記１の国勢調
査等の製表業務を圧迫しない範
囲内で、国の行政機関又は地方
公共団体から委託を受けて製表
業務を迅速かつ的確に行うこ
と。 
また、中期的な観点から参考

となるべき事項として、平成 30
年度から34年度までにおける受
託件数については、25 年度から
29 年度までの実績以上を目指す
こととし、受託件数の増加に向
けて、引き続き取り組むこと。 
平成30年度における受託件数

については、調査の周期等に留
意しつつ、25 年度の実績以上を
目指すこと。 
なお、これらの製表業務の受

託に当たっては、実費に相当す

（２）年度目標において受託が指示されている統
計調査以外の受託製表 

上記（１）の受託製表のほか、国の行政機関及
び地方公共団体の行う公的統計の整備を支援す
るため、上記１の国勢調査等の製表業務を圧迫し
ない範囲で、国の行政機関又は地方公共団体から
委託を受けて製表業務を迅速かつ的確に行う。な
お、これらの製表業務の受託に当たっては、実費
に相当する費用の徴収を原則とし、コスト管理を
徹底する。 

平成30年度においては、次に掲げる統計調査の
製表について受託することを予定している。 

また、中期的な観点から参考となるべき事項と

して、平成30年度から34年度までにおける受託件

数については、25年度から29年度までの実績以上

を目指すこととし、受託件数の増加に向けて、引

き続き取り組む。 
平成30年度における受託件数については、調査

の周期等に留意しつつ、25年度の実績以上を目指
す。 

 

＜主な定量
的指標＞ 

上 記 と 同
様 
（統計調査
の製表に関
する業務の
実績の自己
評価) 

 
 

【年度目標において受託が指示されている統計

調査以外の受託製表】 

（１）有償受託製表 

ア  製表基準の適応度 
東京都等から提示された製表基準書に基

づき、事務処理マニュアルを適切に作成し、
製表を行った。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
委託

元 

提 出 状 況 

予 定 実 績 

東京都生

計分析調

査 

月次 
東京

都 

調査票

持込の 

翌月中

旬 

調査票持込

の 

翌月中旬に

終了 

年 平

均 
31. 2 31. 2.20 

平成28年

経済セン

秘 匿

処 理

東京

都 
31. 1 30.12.18 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 ○ 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 ▲6％  25点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組    － － 

(6)ICT   

(7)民間委託   

(8)その他 

(特記事項) 
  － － 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・評価の基準となる製表基準の適応度及び

製表結果の提出状況について、いずれも満

たしている。 

・要員投入量は、計画に対して６％の削減

と、投入量を減らしている。 

・統計センターが委託元に対して実施した

満足度アンケートでは、「満足」という結果

を得ている。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成して

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
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る費用の徴収を原則とし、コス
ト管理を徹底すること。 

 

統計調査

名等 

事務の範

囲 

予定製表

結果 

業務終了

予定時期 

東京都生

計分析調

査（東京

都） 

平成 30年

２月から

31年１月

調査に関

する製表

事務 

月次  

結果表 

 

年 平 均 

結果表 

調査票持

込の翌月

中旬 

平成 31年

２月 

経済セン

サス‐活

動調査特

別集計 

（東京都） 

平成 28年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

結果表 平成 31年

１月 

就業構造

基本調査

特別集計 

（東京都） 

平成 29年

調査の特

別集計に

関する製

表事務 

結果表 平成 30年

９月 

 

サス‐活

動調査特

別集計 

等 集

計 

平成29年

就業構造

基本調査

特別集計 

特 別

集計 

東京

都 
30. 9 30. 9.25 

 
ウ 要員投入量 

有償受託製表（東京都生計分析調査等）
に係る要員投入量は、1,292人日（計画1,380
人日）で、対計画88人日（6.4％）の減少と
なった。 

減少の主な原因は、東京都生計分析調査
の符号格付事務において、当初の予定より
事務能率が向上したことなどが挙げられ
る。 

 
エ  満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対し
て、委託元府省等の満足度を計るアンケー
トを実施し、結果については「満足」とい
う状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

   対象事項なし 
 

カ 特記事項 
対象事項なし 
 
年度目標において受託が指示されている

統計調査以外の受託製表について、徴収し
た費用（実費相当）は、以下のとおり。 

 
単位：千円 

調査名 
徴収費用（実費

相当） 
東京都生計分析調
査 

23,615 

平成28年経済セン
サス‐活動調査特
別集計 

4,520 

平成29年就業構造
基本調査 

176 

計 28,311 

 
 

計 125点 

 
以上のことから、当該項目の評定を

Ｂとした。 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－３ 一般からの委託に応じた統計の作成等（オーダーメード集計） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※２) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

収入総額(※１) － － 1,073 万円     予算額（千円） 644,718     
        決算額（千円） 635,680     
        経常費用（千円） 638,866     
        経常利益（千円） 9,137     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
614,893     

        従事人員数 －     
（※１）匿名データの作成・提供による収入との合計額  （※２）セグメント単位の額を計上。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）統計法（平成19年法律

第53号）第37条の規定に基づ
き国の行政機関から委託を
受ける同法第34条に規定す
る一般からの委託に応じた
統計の作成（以下「オーダー
メード集計」という。）等に
ついては、各府省から事務を
受託し実施していることを
考慮した上で、履行期限まで
に統計を提供するとともに、
受益者負担の原則の下、適切
に行うこと。 

これを踏まえ、中期的な観
点から参考となるべき事項
として、平成30年度から34 
年度までにおけるオーダー
メード集計の提供による収
入総額については、25 年度
から29年度までの収入総額
より20％の増加を目指すこ
ととし、収入総額の増加に向

（３）一般からの委託に応じた統計の作成等（オ
ーダーメード集計） 

統計法（平成19年法律第53号）第37条の規定に
基づき国の行政機関から事務の委託を受けた同法
第34条に規定する一般からの委託に応じた統計の
作成等に係る相談、申出書類の審査、統計の作成・
審査、提供等の一連の事務を適切に行い、提供に
係る審査結果を申出者に通知するとともに、履行
期限までに統計を申出者に提供する。 

平成30年度においては、次に掲げる統計調査の
オーダーメード集計を行うことを予定している。 

中期的な観点から参考となるべき事項として、
平成30年度から34年度までにおけるオーダーメー
ド集計の提供による収入総額については、25年度
から29年度までの収入総額より20％の増加を目指
し、収入総額の増加に向けて、引き続き利用相談
等を通じたニーズ把握や広報活動による周知・普
及促進などの取組を行う。 

平成30年度におけるオーダーメード集計の提供

による収入額については、25年度から29年度まで

の平均実績額以上を目指し、上記の取組を行う。 

 

＜評価の視点＞ 
 
・オーダーメー
ド集計の実施に
関する事務は、
以下の【基本評
価指標】に基づ
き適切に行われ
ているか。 
■基本評価指標 
（１）利用相談 
（２）委託申出
の承諾 
（３）統計成果
物の提供 
・上記（１）、
（２）及び（３）
の【基本評価指
標】に基づき、
適切に事務が実
施されていれば
「Ｂ」評価とし、

【一般からの委託に応じた統計の作成等（オーダーメード集計）】 

（１）オーダーメード集計 

＜業務の実施状況＞ 

統計センターでは、利用者の要望に応じた様式により集計表を作
成するオーダーメード集計サービスを、国の行政機関等からの委託
を受けて、平成21年４月から提供している。提供にあたっては、統
計の作成等に係る利用相談、申出書類の審査など、統計の作成・審
査、提供等の一連の事務を適切に行った。また、契約書又は請書に
記載された履行期限までに統計成果物を申出者に提供した。 

広報活動による周知・普及促進の取組などを行うことにより、サ
ービス提供の拡大を目指した結果、平成30年度は、提供件数は18件、
手数料収入は1,073万円、質問・相談件数は347件となった。（前年
度提供件数は23件、手数料収入は802万円、質問・相談件数は354件） 
平成30年度におけるオーダーメード集計の提供による手数料収

入については、25年度から29年度までの平均額（516万円）以上を
目指すとしたところであり、557万円の増加となる1,073万円（対年
度目標：208％）の成果となった。 
なお、昨年度より大幅に増加となった主な理由として、利用者に

ニーズの高い平成27年国勢調査のオーダーメード集計を新たに追
加したことや平成29年度から開始された利用要件の緩和が定着し、
民間の研究機関からの委託が増加したことなどが挙げられる。ま

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 

統計の作成等に係る利用相
談、申出書類の審査、統計の作
成・審査、提供等の一連の事務
を適切に行っており、契約書又
は請書に記載された履行期限ま
でに統計成果物を申出者に提供
している。 

平成30年度におけるオーダー
メード集計の提供による手数料
収入については、25年度から29
年度までの平均額（516万円）以
上を目指すとしたところであ
り、557万円（108％）の増加と
なる1,073万円（対年度目標額で
は208%の成果）であった。 

また、①サテライト機関と「官
民オープンデータ利活用の動向

評

定 
Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・一般からの委託に応じた統計

の作成等に係る一連の事務（①

利用相談②委託申出の承諾③統

計成果物の提供）を適切に実施 

・平成 30 年度における手数料の

収入額実績は、目標額 516 万円

に対し 1,073 万円（対年度目標

額では 208％の成果）と大きく上

回った。 

・さらに、広報活動による周知・

普及促進の取組などを実施 

これらを踏まえ、所期の目標

を上回って達成していることか

ら、当該項目の評定を「Ａ」と
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けて、引き続き利用相談等を
通じたニーズ把握や広報活
動による周知・普及促進など
の取組を行うこと。 
平成30年度におけるオー

ダーメード集計の提供によ
る収入額については、25年度
から29年度までの平均実績
額以上を目指し、上記の取組
を行うこと。 

 

統計調査名及び対象

範囲 
対象年次 

国勢調査（総務省） 

 

昭和55年、60年 

平成２年、７年、12年、

17年、22年、27年 

学校基本調査 

（文部科学省） 

大学、大学院、短

期大学 

 小学校、中学校 

 

 

平成20～26年度 

 

平成20～22年度 

賃金構造基本統計調

査（厚生労働省） 

個人票に係る集計 

平成18年～29年 

建築着工統計調査

（国土交通省） 

平成21年４月～30年３月 

全国消費実態調査

（総務省） 

平成６年、11年、16年、

21年、26年 

社会生活基本調査

（総務省） 

昭和56年、61年、平成３

年、８年 

 調査票Ａ 

平成13年、18年、23年、

28年 

就業構造基本調査

（総務省） 

 

昭和54年、57年、62年 

平成４年、９年、14年、

19年、24年、29年 

住宅・土地統計調査

（総務省） 

 

昭和53年、58年、63年 

平成５年、10年、15年、

20年、25年 

 

労働力調査（総務省） 

 基礎調査票 

 

  

特定調査票 

 

昭和55年１月～63年12月 

平成元年１月～29年12月 

 

平成14年１月～29年12月 

家計調査（総務省） 

 

昭和56年１月～63年12月 

平成元年１月～29年12月 

家計消費状況調査

（総務省） 

平成14年１月～29年12月 

消費動向調査（内閣

府） 

平成16年４月～30年３月 

企業行動に関するア

ンケート調査（内閣

府） 

平成18～29年度 

経済センサス（基礎

調査）（総務省） 

平成26年 

家庭からの二酸化炭

素排出量の推計に係

る実態調査全国試験

調査（環境省） 

平成26～27年 

 

実施されていな
ければ「Ｃ」評
価とする。 
・その他、【参
考指標】として、 
（１）収入額、 
（２）ニーズの
把握及び 
（３）広報活動
による周知・普
及等を用いて、
適宜評価に反映
する。 

た、30年11月より、一橋大学でオーダーメード集計の補助プロジェ
クトが開始したため、収入額の増加につながった。 

サービス提供の拡大に当たっては、各府省の統計所管部局に対し
て、オーダーメード集計の実施に係る委託要望の照会を行い、10統
計調査において、新たに対象年次の追加を行い、提供業務を実施し
た。 
広報活動による周知・普及促進の取組については、Ⅰの３の（５）

のウ 公的統計の二次的利用の広報等を参照。 
また、オーダーメード集計サービスの利用者に対して、ニーズ把

握のアンケートを行い、作成した統計成果物について満足との回答
を得ている。 

 
平成30
年度の
提供実
績は次
のとお
りであ
る。
（下線
は新た
に提供
を開始
した調
査の年
次。）
所管 
府省 

統計調査
名 

提供対象年次 
サービス 
開始日 

質
問･
相談
件数 

申出 
件数

*2 

提供 
件数*2 

(表数) 

内閣府 

消 費 動 向
調査 

平成16年４月
～19年３月 

27. 1.23 

２ ０ ０(０) 

平成19年４月
～22年３月 

22.10.12 

平成22年４月
～23年３月 

23. 9. 2 

平成23年４月
～24年３月 

24. 7.20 

平成24年４月
～25年３月 

25. 7.31 

平成25年４月
～26年３月 

26. 8.18 

平成26年４月
～27年３月 

27. 7.31 

平成27年４月
～28年３月 

28. 6.17 

平成27年４月
～28年３月 

28. 6.17 

平成28年４月
～29年３月 

29. 6.30 

平成29年４月
～30年３月 

30. 7.31 

企 業 行 動
に 関 す る
ア ン ケ ー
ト調査 

平成18年度～
20年度 

22.12.27 

０ ０ ０(０) 

平成21年度、
22年度 

23. 9.28 

平成23年度 24. 9. 3 

平成24年度 25. 9. 2 

平成25年度 26. 8.11 

平成26年度 27. 6.25 

平成27年度 28. 6.17 

平成28年度 29. 5.31 

平成29年度 30. 5.31 

総務省 国勢調査 
昭和55年 25. 8.30 

106 ９ ９(46) 
昭和60年 25. 6.28 

及び人材育成の取組」を共催し、
二次的利用による有用な研究成
果の紹介、②学会等の大会や大
学で開催されたワークショップ
において、二次的利用における
統計センターの取組についての
講演、二次的利用について解説
したパンフレットなどの積極的
な広報活動を行った。 

さらに、オーダーメード集計
サービスの利用者に対して、ニ
ーズ把握のアンケートを行い、
作成した統計成果物について満
足との回答を得た。 

 
このように、一般からの委託

に応じた統計の作成等に係る一
連の事務（利用相談、委託申出
の承諾、統計成果物の提供等）
を適切に実施している。 

さらに、広報活動による周
知・普及促進の取組、各府省に
対するオーダーメード集計の実
施に係る委託要望の照会、オー
ダーメード集計サービスの利用
者に対するニーズ把握などによ
り、着実にオーダーメードの提
供対象の拡大が図られ、収入額
も目標を大幅に上回って達成し
た。 

 
以上のことから、当該項目の

評定をＡとした。 

した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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平成２年、７
年、12年、17
年 

21. 4. 1 

平成22年 26. 9.30 

平成27年（人
口 等 基 本 集
計） 

29. 8.10 

平成27年（就
業状態等基本
集計） 

29.11.30 

平成27年（世
帯構造等基本
集計） 

30. 5.11 

平成27年（抽
出詳細集計） 

30. 5.31 

経 済 セ ン
サス（基礎
調査） 

平成26年 29.11.30 ５ ０ ０(０) 

全 国 消 費
実態調査 

平成６年 31. 3. 8 

38 ２ ２(13) 

平成11年 27.12.18 

平成16年(家
計収支編) 

23. 2.28 

平成16年(品
目編) 

23. 7.29 

平成16年(家
計収支編曜日
別､品目編購
入先別､家計
資産編) 

24. 3.28 

平成21年(家
計収支編、品
目編） 

24. 8.31 

平成21年(家
計収支編曜日
別､品目編購
入先・購入地
域別､家計資
産編) 

25. 3.29 

平成26年(家
計収支編、品
目編） 

28.12.22 

平成26年(家
計収支編曜日
別､品目編購
入先・購入地
域別､家計資
産編） 

29. 3.31 

社会
生活
基本
調査 

生活 
行動
編 

昭和56年 25.12.13 

29 ２ ２(４) 

昭和61年 25. 5.21 

平成３年、８
年 

23. 8.29 

平成13年 23. 7.29 

平成18年 22.12.27 

平成23年 25. 5.21 

平成28年 30. 3.22 

生活 
時間
編 

昭和56年、61
年 

26. 5.28 

平成３年、８
年、13年 

23.12.27 

平成18年 23. 2.28 

平成23年 25. 6.28 

平成28年 30. 3.22 
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就 業 構 造
基本調査 

昭和54年 27. 3.23 

55 ３ ３(15) 

昭和57年 25.12.13 

昭和62年 25. 8.30 

平成４年 23. 7.29 

平成９年 23. 6.30 

平成14年 23. 2.28 

平成19年 22.12.27 

平成24年 26.12.19 

平成29年 31. 3. 8 

住宅・土地
統計調査 

昭和53年*1 26. 7.25 

32 ２ ２(７) 

昭和58年*1 26.11.28 

昭和63年*1 25. 6.28 

平成５年*1、10
年 

23. 8.29 

平成15年、20
年 

22.12.27 

平成25年 27.11.30 

労働
力調
査 

基礎
調査
票 

昭和55年１月
～63年12月 

25. 5.21 

11 ０ ０(０) 

平成元年１月
～20年12月 

22.10.25 

平成21年１月
～22年12月 

23. 7.29 

平成23年１月
～12月 

24.10.30 

平成24年１月
～12月 

25. 9.27 

平成25年１月
～12月 

27. 1.23 

平成26年１月
～12月 

27. 6.25 

平成27年１月
～12月 

28. 7.29 

平成28年１月
～12月 

29. 5.31 

平成29年１月
～12月 

30. 5.31 

特定
調査
票 

平成14年１月
～22年12月 

23.12.27 

平成23年１月
～12月 

24.10.30 

平成24年１月
～12月 

25. 9.27 

平成25年１月
～12月 

27. 1.23 

平成26年１月
～12月 

27. 6.25 

平成27年１月
～12月 

28. 7.29 

平成28年１月
～12月 

29. 5.31 

平成29年１月
～12月 

30. 5.31 

家計調査 

昭和56年１月
～63年12月 

26. 4.15 

41 １ １(８) 

平成元年１月
～16年12月 

24. 8.31 

平成17年１月
～ 20 年 12 月
（家計収支編
及び貯蓄・負
債編のうち用

23. 3.29 
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途分類） 

平成17年１月
～ 20 年 12 月
（家計収支編
のうち品目分
類） 

23. 6.30 

平成21年１月
～23年12月 

25. 1.31 

平成24年１月
～12月 

25. 7.31 

平成25年１月
～12月 

26. 9.30 

平成26年１月
～12月 

27.11.30 

平成27年１月
～12月 

28. 8.31 

平成28年１月
～12月 

29. 6.30 

平成29年１月
～12月 

30. 6.29 

家 計 消 費
状況調査 

平成14年１月
～18年12月 

24. 3.28 

０ ０ ０(０) 

平成19年１月
～20年12月 

22.10.25 

平成21年１月
～22年12月 

24. 3.28 

平成23年１月
～12月 

24.10.30 

平成24年１月
～12月 

25. 7.31 

平成25年１月
～12月 

26. 9.30 

平成26年１月
～12月 

27. 7.31 

平成27年１月
～12月 

28. 8.31 

平成28年１月
～12月 

29. 5.31 

平成29年１月
～12月 

30. 5.31 

文部科
学省 

学
校
基
本
調
査 

大
学・
大学
院・
短期
大学 

平成20年度 22. 2. 1 

1 ０ ０(０) 

平成21年度 22.12. 2 

平成22年度 23.11.30 

平成23年度 24.11.26 

平成24年度 25.11.15 

平成25年度 26.10.24 

平成26年度 28. 2. 1 

小学
校・
中学
校 

平成20年度 22. 6.17 

平成21年度 22.10.12 

平成22年度 23.10. 3 

厚生労
働省 

賃金構造
基本統計
調査 

平成18年 22. 2. 1 

20 １ １(３) 

平成19年 23. 2. 1 

平成20年 24. 2. 1 

平成21年～23
年 

24. 9. 3 

平成24年 25. 9. 2 

平成25年 26. 9. 1 

平成26年 27. 9. 1 

平成27年 28. 8.31 

平成28年 29. 9. 1 

平成29年 30. 9. 3 
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国土交
通省 

建築着工
統計調査 

平成21年４月
～22年３月 

22. 5.13 

14 １ １(３) 

平成22年４月
～23年３月 

23. 8.16 

平成23年４月
～24年３月 

24. 7.20 

平成24年４月
～25年３月 

25. 6.28 

平成25年４月
～26年３月 

26. 7.25 

平成26年４月
～27年３月 

27. 7.31 

平成27年４月
～28年３月 

28. 9.30 

平成28年４月
～29年３月 

29.11.30 

平成29年４月
～30年３月 

30. 7.31 

環境省 

家庭から
の二酸化
炭素排出
量の推計
に係る実
態調査 
全国試験
調査 

平成26年～27
年 

30. 1.19 ０ ０ ０(０) 

計 354  18 18(105) 

 
＊1) 旧住宅統計調査 
＊2) 複数調査をまとめて提供する場合があるため、提供件数の計
は調査別の合計と必ずしも一致しない。 
 
また、各府省の統計所管部局に対して、令和元年度（平成31年度）

におけるオーダーメード集計の実施に係る委託要望の照会を行っ
た。その結果、次に掲げる統計調査のオーダーメード集計につい
て、新たに実施業務を予定し、その準備を行っている。 

所管府省 統計調査名 提供対象年次 

内閣府 
消費動向調査 

平成30年４月～31年３
月 

企業行動に関するアン
ケート調査 

平成30年度 

総務省 

経済センサス（活動調
査） 

平成24年、28年 

労働力調査 平成30年１月～12月 

家計調査 平成30年１月～12月 

家計消費状況調査 平成30年１月～12月 

厚生労働
省 

賃金構造基本統計調査 平成30年 

国土交通
省 

建築着工統計調査 
平成30年４月～31年３
月 

環境省 
家庭部門のCO2排出実態
統計調査 

平成29年 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 セグメント別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０

年度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

        予算額（千円） 3,312,452     
        決算額（千円） 3,316,439     
        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 年度目標については、以下各統

計情報提供等事業（小項目）ごと
に詳細を記載。 

事業計画については、
以下各統計情報提供等
事業（小項目）ごとに詳
細を記載。 

＜評価の視点＞ 
統計の作成及び利用に

必要な情報の蓄積、加工そ
の他の処理に関する事項
について、適切に業務が実
施されているか。 

３ 統計の作成及び利用に必
要な情報の蓄積、加工その他
の処理に関する事項 

業務実績の状況について
は、以下各統計情報提供等事
業（小項目）ごとに詳細を記
載。 

＜単位評定と根拠＞ 
統計の作成及び利用に必要

な情報の蓄積、加工その他の
処理に関する事項について、
各統計情報提供等事業（小項
目）ごとの評価結果は、Ａ評
価又はＢ評価であり、全体と
して目標を達成していると評
価できることから、当該事項
の評価をＢとした。 

 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項につ

いて、各統計情報提供等事業（小項目）評価結果は、Ａ評価２項目、Ｂ評価６項

目であり、全体として目標を達成していると評価できることから、当該事項の評

価をＢとした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―１ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（政府統計共同利用システムの運用管理） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

システム稼

働率 
国民向け 
サービス：
99.75％以上 
行政向け 
サービス： 
99.5％以上 

‐ 国民向け 
サービス： 
99.94％ 
行政向け 
サービス： 
99.97% 

    予算額（千円） 3,312,452     

        決算額（千円） 3,316,439     
        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
   

 
    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
（※）セグメント単位の額を計上。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）「統計調査等業務の

業務・システム最適化計
画」（平成18年3月31日各
府省情報化統括責任者
（CIO）連絡会議決定）に
基づき、政府統計共同利用
システムの運用管理や利
便性向上に向けた取組を
行うとともに、統計データ
の提供を確実に行うこと。 
政府統計共同利用システ

ムの国民向けサービスにつ
いては、保守作業等（庁舎
停電等の外部要因を含む。）
による計画停止時間を除
き、システム稼働率99.75％
以上を目標とすること。 
また、「世界最先端IT国

家創造宣言・官民データ活

（１）政府統計共同利用システム
の運用管理 
「統計調査等業務の業務・システ
ム最適化計画」（平成18年３月31
日各府省情報化統括責任者（ＣＩ
Ｏ）連絡会議決定。以下「最適化
計画」という。）に基づき、政府
統計共同利用システムの運用管
理や利便性向上に向けた取組を
行うとともに、統計ＧＩＳ（地理
情報システム）を始めとする統計
データの提供を確実に行う。 

また、政府統計共同利用システ
ムの国民向けサービスについて
は、保守作業等（庁舎停電等の外
部要因を含む。）による計画停止
時間を除き、システム稼働率
99.75％以上を目標とする。 

なお、運用管理に当たっては、

＜ 評 価 の
視点＞ 
・政府統計

共同利
用シス
テムの
運営管
理は適
切に行
われて
いるか。 

 

（１）政府統計共同利用システムの運用管理 

ア サービスの提供及び利用の実績 
政府統計共同利用システムは、一般の国民が利用する「政府統計の総合窓口(e

イ

-
ー

Stat
スタット

)」及び「政府統計オンライン調査総合窓口(e-Survey)」と、行政機関が利用す
る「利用機関総合窓口（業務ポータル）」の２種類のサービスに大別され、24時間365
日のサービス提供を行っている。 
平成30年度の統計表管理システムに登録されている統計表データは、604統計

1,381,338ファイルとなり、前年度1,319,226ファイルに比べ62,112件（4.7％）の増
加となった。統計情報データベースに登録されている統計は173統計となり、前年度
112統計に比べ61統計（54.5％）増加した。統計表管理システムのアクセス件数（ク
ローラ除く）については、30年度は21,485,521件となり、前年度22,012,808件から
2.4％の減少となったものの、統計情報データベースのアクセス件数（クローラ除く）
は、3,119,688件となり、前年度1,048,692件から197.5％の増加となった。 
また、e-Surveyに関しては、「企業行動に関するアンケート調査（内閣府）」、「サー

ビス産業動向調査（総務省）」、「法人企業統計調査（財務省）」、「学校基本調査（文部
科学省）」、「毎月勤労統計調査（厚生労働省）」、「農業物価統計調査（農林水産省）」、
「企業活動基本調査（経済産業省）」、「建築物リフォーム・リニューアル調査（国土
交通省）」、「民間給与実態統計調査（国税庁）」、「水産物流通調査（水産庁）」、「中小

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

政府統計共同利用システム

の運用管理については、「シス

テムの運用管理を適切に行う

とともに、データの提供を確実

に 行 い 、 シ ス テ ム 稼 働 率

99.75％以上」という目標を単

に達成するだけにとどまらず、

政府統計共同利用システムの

利用促進を図ることを目的と

し、自治体総合フェア、Ｇ空間

ＥＸＰＯ等に参加し、e-Stat

やＧＩＳ機能などの紹介、パン

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・政府統計共同利用システムの運

用管理については、各種統計デー

タの提供を確実に行い、システム

稼働率のサービスレベル目標の達

成に留まらずに、同システムの利

用促進を図ることを目的に、自治

体総合フェア、Ｇ空間ＥＸＰＯ等

において、e-Stat やＧＩＳ機能な

どの紹介などの積極的な広報を実

施 

以上を踏まえ、所期の目標を達
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用推進基本計画」及び「未
来投資戦略2017」に基づき、
統計データのオープン化の
推進・高度化を図るため、
API（Application 
Programming Interface）機
能及びGIS（地理情報システ
ム）機能の運用を確実に行
うとともに、これらの機能
の円滑な利活用に資すると
の観点から、各府省、地方
公共団体及び利用者への支
援や、データ提供形式の先
進化のための取組を行うこ
と。 
その際、各種統計調査結

果のデータ提供方法におけ
るニーズ把握を実施するこ
と。 
平成30年度については、

引き続き政府統計共同利用
システムにおける各府省統
計データのデータベース化
など高度利用型統計データ
化の拡充を重点的に実施す
るとともに、オープンデー
タの公開レベルの向上に資
する取組を行うこと。 

 

「政府統計共同利用システム基
本規程」（統計調査等業務最適化
推進協議会平成20年３月31日決
定）を遵守する。 

 

企業実態基本調査（中小企業庁）」、「全国企業短期経済観測調査（日本銀行）」など12
府省70の統計調査（前年度13府省73調査）で利用された。 
 

イ 利用者支援 
(ｱ) 広報活動等 

政府統計共同利用システムの利用促進を図るため、自治体総合フェア、Ｇ空間Ｅ
ＸＰＯ等に参加し、e-Stat やＧＩＳ機能*6などの紹介、パンフレット配布などを行
った。 
また、統計局からの要請により、データサイエンス・オンライン講座（誰でも使

える統計オープンデータ編）において、jSTAT MAP について講義を行った。  さ
らに、７月にサンディエゴ（アメリカ）で開催された「2018 Esri User Conference」
に参加し、日本の統計ＧＩＳの取組について紹介を行うなど国際連携を行った。そ
の他、総務省統計研究研修所（以下「統計研究研修所」という。）及び自治大学校
での講義（16回）を行った。 
 

日付 研修名等 受講者数 
5/25 統計入門課程「統計利用者向け入門（５月）」 58名 

6/6 第1部課程第130期「データサイエンス（統計）」※     135名 

6/11 第2部課程第182期「データサイエンス（統計）」※  

6/14 統計入門課程「統計利用者向け入門（６月）」  58名 

8/22 特別コース「データサイエンス入門」 42名 

8/24 特別コース「統計オープンデータ利活用－API 機能の
活用事例と演習」 

 46名 

8/27 第2部課程第183期「データサイエンス（統計）」※  50名 

9/5 第1部第2部特別課程第35期「データサイエンス（統
計）」※ 

104名 

11/15 統計入門課程「統計利用者向け入門（11月）」  39名 

11/26 第1部課程第131期「データサイエンス（統計）」※ 52名 

11/28 第2部課程第184期「データサイエンス（統計）」※ 83名 

12/5 統計入門課程「統計利用者向け入門（12月）」 38名 

1/23 第1部第2部特別課程第36期「データサイエンス（統
計）」※ 

 99名 

1/24 第2部課程第185期「データサイエンス（統計）」※   94名 

2/14 統計入門課程 統計 GIS 57名 

3/6 統計入門課程 統計 GIS 27名 

※自治大学校 
(ｲ) 地方公共団体等への支援 

地方公共団体や各種団体からの依頼による jSTATMAP の研修実績（17回）は以 
下のとおりである。 

日付 研修名等 受講者数 
4/19 地方統計職員業務研修（中央研修） 約50名 

6/5～6 地域分析に係る統計データ活用研修（長野県塩尻
市、長野市 ※３回実施） 

80名 

7/18 統計データ利活用研修会（和歌山県データ利活用セ
ンター） 

約50名 

7/26 地方統計職員業務研修（神奈川県）  36名 

8/3 地域活性化センター研修   9名 

8/21 文部科学省高等教育課 勉強会   8名 

8/31 調査・分析手法研修（行政評価局）  35名 

9/28 UDC2018一関キックオフミーティング（岩手県）  30名 

11/28,30 都道府県説明会 （※２回実施） 約40名 

12/19 統計データ利活用研修会（和歌山県） 約30名 

1/26 佐賀県データ利活用公開セミナー 約160名 

2/8 統計データアナライズセミナー（岡山県） 約40名 

2/18 尾北統計研究協議会第２回研修会（愛知県）  12名 

3/15 ビジネス支援講座（埼玉県立熊谷図書館） 約30名 

   
(ｳ) オンライン調査に係る支援業務 

利用機関に対し、統計調査のオンライン化の手順・方法、実査準備として調査ご
とのテスト実施環境、本調査環境の構築、電子調査票の開発、調査開始後の運用等

フレット配布などの積極的な

広報を実施した。 

その結果、一般の国民が利用
するe-Statへの統計表データ
の登録数は、604統計、138万フ
ァイル（前年度132万ファイル、
前年度比4.7％増）となった。 

さらに、統計データベースに
登録されている統計は173統計
（前年度112統計、前年度比
54.5％増）となり、大幅に増加
した。統計データベースのアク
セス件数についても、320万件
（前年度105万件、前年度比
197.5％増）となり、大幅に増
加した。 

また、総務省統計研究研修所

及び自治大学校での講義や地

方公共団体等への支援やオン

ライン調査に係る支援業務な

どにも取り組んだ。 

以上のことから、政府統計全

体に係る国民に対するサービ

ス及びデータ提供の取組は、所

期の目標を達成していること

から、当該項目の評定をＢとし

た。 
 

成していることから、当該項目の

評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

                                                  
*6ＧＩＳ（Geographic Information System）：地図に関する属性情報をコンピュータにより解析するシステム。  
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に係る支援を行った。平成30年度は、e-Survey を利用する70の統計調査のほか、31
年度以降に利用が予定されている調査のうち８府省の17調査に対して支援を行っ
た。 
また、それに係る利用機関や調査対象者からの問合せ件数は1,831件（電話1,305

件、メール526件）であった。 
 

(ｴ) 利用機関に対する研修 
  平成30年度の利用機関に対する研修は、各府省に対して「統計表管理システムの
操作方法」を２回（前年度３回）、「統計情報データベースの操作方法」を２回（前
年度３回）、「オンライン調査システムの操作方法」を２回（前年度３回）実施し、
延べ178名（前年度241名）が受講した。 

 
ウ システム障害 

平成30年度のシステム障害（機器の故障等）によるサービス停止は、国民向けサー
ビスでは、１年間に３件で５時間30分（前年度１件、２時間59分）であった。一方、
行政向けサービスでは、１件で２時間56分（前年度０件）であった。保守作業等（庁
舎停電等の外部要因を含む）による計画停止時間を除くシステム稼働率は、国民向け
サービスでは99.94％（前年度99.97％）、行政向けサービスでは99.97％（前年度100％）
となり、それぞれのサービスレベル目標（99.75％以上、99.5％以上）を達成した。 
 

エ 情報セキュリティ対策 
   システムの情報セキュリティについては、厳重なセキュリティ対策が施されたデー

タセンターに機器を設置し、システム内にある不正アクセス遮断機能及びファイアウ
ォール機能が出力するログの監視を24時間365日行うとともに、専門業者による情報
セキュリティ監査を平成31年１月～２月に行った。また、システムの運用管理に係る
情報セキュリティ対策の更なる確保・向上を目的として、第三者によるリスク分析・
評価を実施している。 

 
オ データ整備及び登録 

利用機関からの依頼に基づき、「調査項目データベース」、「統計地理情報システム」、
「地域統計分析システム」のデータ整備及び登録を行った。「調査項目データベース」
は、厚生労働省の患者調査など８調査。「統計地理情報システム」は、総務省の平成
28年経済センサス－活動調査（事業所に関する集計、企業に関する集計の都道府県、
市区町村）、農林水産省の2015年農林業センサス（１Kmメッシュ）、厚生労働省の平成
29年人口動態調査（都道府県）、文部科学省においてはｊSTAT MAP初掲載となる平成
29年学校基本調査（都道府県）の４調査。 
「地域統計分析システム」における都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計

体系）について、レイアウトを変更し「類似地域検索」機能ページを設けることによ
り直観的な操作が容易となった。さらに、新たにランキング機能を追加した。 
また、「標準地域コード管理システム」については、平成31年３月29日官報告示分

までの廃置分合等のデータの整備及び登録を行った。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―２ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（統計におけるオープンデータの高度化） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 3,312,452     
        決算額（千円） 3,316,439     

        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
（※）セグメント単位の額を計上。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）「統計調査等業務の業務・

システム最適化計画」（平成18
年3月31日各府省情報化統括責
任者（CIO）連絡会議決定）に基
づき、政府統計共同利用システ
ムの運用管理や利便性向上に向
けた取組を行うとともに、統計
データの提供を確実に行うこ
と。 
政府統計共同利用システムの

国民向けサービスについては、保
守作業等（庁舎停電等の外部要因
を含む。）による計画停止時間を
除き、システム稼働率99.75％以
上を目標とすること。 
また、「世界最先端IT国家創造

宣言・官民データ活用推進基本計
画」及び「未来投資戦略2017」に
基づき、統計データのオープン化
の推進・高度化を図るため、API

（２）統計データのオープン化の推進・高
度化等 
「世界最先端IT国家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画」（平成29年５月30日閣
議決定）」及び「未来投資戦略2017」（平成
29年６月９日閣議決定）に基づき、統計デ
ータのオープン化の推進・高度化を図るた
め 、 Ａ Ｐ Ｉ （ Application Programming 
Interface）機能及びＧＩＳ（地理情報シス
テム）機能の運用を確実に行うとともに、
各府省、地方公共団体及び利用者への支援
を充実させる。また、平成30年度について
は、引き続き政府統計共同利用システムに
おける各府省統計データのデータベース化
など高度利用型統計データ化の拡充を重点
的に実施するとともに、オープンデータの
最上位レベルであるＬＯＤ（Linked Open 
Data）による統計データのデータを行うな
ど公開レベルの向上を的確に実施する。そ
の際、各種統計調査結果のデータ提供方法

＜評価の視
点＞ 
・統計にお
けるオー
プンデー
タの高度
化に関す
る取組
は、適切
に行われ
ている
か。 

（２）統計におけるオープンデータの高度化等 

ア ＡＰＩ*7機能及びＧＩＳ機能の確実な運用 
「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」及び「世

界最先端ＩＴ国家創造宣言工程表」(平成28
年５月20日改定 高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部)並びに「日本再興戦略
2016」（平成28年６月２日閣議決定）に基づき、
統計におけるオープンデータの高度化を図る
ため、「政府統計の総合窓口（e-Stat）」のサ
ービスとして提供を開始したＡＰＩ機能及び
ＧＩＳ機能（「地図で見る統計（統計GIS）
（jSTATMAP）」）の運用を引き続き実施してい
る。 

ＡＰＩ機能の提供については、国勢調査等
の主要な統計データをアプリケーションから
手軽に取得できるようになり、地方公共団体
や民間企業において独自にアプリケーション
を開発し、新しいサービスを提供する等、統
計データの利用が広がっている。 
ＧＩＳ機能のjSTATMAPについては、公共機

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ  

 

【評定根拠】 

統計におけるオープンデータの高度化

については、ＡＰＩ機能及びＧＩＳ機能

（jSTATMAP）の運用を確実に行うととも

に、これらの機能の円滑な利活用に資す

るとの観点から、各府省、地方公共団体

及び利用者への支援やＡＰＩ機能及びＧ

ＩＳ機能の研修等を実施した結果、平成

30年３月末現在のそれぞれの累計利用登

録数は33,365件、65,700件となり、前年

度から大幅な増加となった。 
さらに、政府統計共同利用システムに

おいて統計データのデータベース化を推
進し、16府省115統計についてデータベー

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・オープンデータの高度化については、積極

的に広報を展開するなどの取組を行い、ＡＰ

Ｉ機能及び jSTATMAP の登録数が前年度に引

き続き増加となった。 

・この取組は、政府統計全体がこれまで以上

に高度に活用できるようになることで、地域

振興やビジネスの活性化など様々な分野に貢

献できるものである。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成してい

ることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

                                                  
*7ＡＰＩ（Application Programming Interface）：OS（基本ソフトウェア）などが提供している機能を他のプログラム（アプリケーション・ソフトウェアなど）から呼び出す際の取り決め、仕様のこと。  
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（Application Programming 
Interface）機能及びGIS（地理情
報システム）機能の運用を確実に
行うとともに、これらの機能の円
滑な利活用に資するとの観点か
ら、各府省、地方公共団体及び利
用者への支援や、データ提供形式
の先進化のための取組を行うこ
と。 
その際、各種統計調査結果のデ

ータ提供方法におけるニーズ把
握を実施すること。 
平成30年度については、引き続

き政府統計共同利用システムに
おける各府省統計データのデー
タベース化など高度利用型統計
データ化の拡充を重点的に実施
するとともに、オープンデータの
公開レベルの向上に資する取組
を行うこと。 

 

におけるニーズ把握を実施する。 

 

関において、公共施設の適正配置の検討、地
域振興施策の立案、防災計画、都市計画の策
定、無人航空機の飛行許可申請など様々な行
政施策立案の基礎資料として利用されてい
る。 

なお、平成31年３月末現在のＡＰＩ機能の
累計利用登録数は33,365件（30年３月末現在
累計利用登録数12,910件）、jSTATMAPの累計利
用登録数は65,700件（30年３月末現在累計利
用登録数44,947件）である。 
 

 イ 政府統計共同利用システムにおける統計デ
ータのデータベース化の推進 

政府統計共同利用システムにおいて、科学
技術イノベーション対象の統計を含む統計デ
ータのデータベース化を推進し、16府省庁115
統計について、データベース化作業を実施し、
ＡＰＩ機能で取得できる統計データの拡充を
行った。 
 

ウ ＬＯＤ*8による統計データの提供 
オープンデータの最上位レベルであるＬＯ

Ｄによる統計データの提供については、公開
レベルの更なる向上に資するためにデータの
拡充や検索速度の向上などを行った。特に検
索速度については、60秒程度かかっていた検
索が2秒程度になるなど大幅な向上となった。 
また、7月にサンディエゴ（アメリカ）で開

催された「2018 Esri User Conference」及び
11月に淡路島で開催された「国際セマンティ
ックテクノロジー合同会議（JIST2018）」にお
いて、日本の統計ＬＯＤの取組について発表
を行った。 

ス化を実施した。 
 
ＬＯＤによる統計データの提供につい

ては、公開レベルの更なる向上に資する
ためにデータの拡充や検索速度の向上な
どを行った。特に検索速度については、
60秒程度かかっていた検索が2秒程度に
なるなど大幅な向上となった。 

さらにサンディエゴ及び淡路島で開催
された会議において、日本の統計ＬＯＤ
の取組について発表を行った。 

 
以上のことから、政府統計全体がこれ

まで以上に高度に活用できるようになる
ことで、地域振興やビジネスの活性化、
新規事業の開発促進など様々な分野に貢
献できるものであり、所期の目標を達成
していることから、当該項目の評定をＢ
とした。 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

                                                  
*8ＬＯＤ（Linked Open Data）：誰でも利用可能な全てのデータ同士がリンクしたデータ。星の多さでオープンデータの公開レベルを示す５スターオープンデータの考え方で、最上級のデータ形式と置付けられている。  

67



様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（事業所母集団データベースの整備・運用管理） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 3,312,452     
        決算額（千円） 3,316,439     

        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
（※）セグメント単位の額を計上。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）統計法第27条の規定に基

づく事業所母集団データベース
のシステム（事業所母集団情報
整備支援システムを含む。）及び
掲載情報について、総務省が定
める基準に基づき、整備及び運
用管理を行うこと。 
また、公的統計基本計画にお

ける指摘を踏まえ、総務省が行
う、母集団情報の効果的かつ効
率的な整備を推進するための検
討に対して、技術的な面からの
支援を行うほか、最終取りまと
めに掲げられたプロファイリン
グ活動について、総務省が定め
る基準に基づき、平成31年度以
降の本格実施に向けた準備を進
めること。 
 

（３）事業所母集団データベースの整備・
運用管理 
統計法第27条の規定に基づく事業所母集

団データベースのシステム（事業所母集団

情報整備支援システムを含む。）及び掲載情

報の整備について、総務省が定める基準に

基づき、毎月の労働保険情報、商業・法人

登記情報及びＥＤＩＮＥＴ（金融商品取引

法に基づく有価証券報告書等の開示書類に

関する電子開示システム）情報、事業所・

企業基礎情報照会結果、各府省が実施する

事業所・企業に関する統計調査の情報等を

用いた登録及び更新に係る事務を、適切に

行う。 

また、事業所母集団データベースのシス

テム（事業所母集団情報整備支援システム

を含む。）及び掲載情報の運用管理につい

て、総務省が定める基準に基づき、各府省

等への母集団情報の提供、各府省が行う調

査対象者の重複是正の支援、各府省等が実

施した統計調査の調査履歴の登録・管理を、

適切に行うとともに、「公的統計の整備に関

＜評価の視点
＞ 
・事業所母集
団データベ
ースの整
備・運用管
理に関する
事務は適切
に行われて
いるか。 

 
・プロファイ
リング活動に
ついて、総務
省が定める基
準に基づき適
切に業務を実
施している
か。 

（３）事業所母集団データベースの整備・運用管

理 

ア 事業所母集団データベースの整備 
平成30年度における事業所母集団データ

ベースの整備は、平成28年６月から29年６月
までの労働保険情報を基にした新設事業所
に対する照会業務から得られた情報を平成
30年８月に登録し、データベースの更新を行
った。同様に平成28年６月から29年６月まで
の商業・法人登記簿情報を基にした新設事業
所に対する照会業務から得られた情報を平
成30年７月に登録し、データベースの更新を
行った。 

更に平成27年12月から28年５月、平成29
年７月から９月までの労働保険情報の照会
結果を平成31年３月に照合の上、データの整
備を完了した。同様に平成27年７月から28
年５月までの商業・法人登記簿情報の照会結
果を平成31年３月に照合の上、データの整備
を完了した。 

また、平成31年３月までに施行される市区
町村の廃置分合に対応する所在地名、郵便番
号、市外局番の変更に対応した所在地情報の

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

 
【評定根拠】 

事業所母集団データベースについて
は、総務省の定める基準に基づき、労働
保険情報を基にした新設事業所情報の更
新を行うなど、その整備を着実に進める
とともに、各府省への事業所母集団情報
の提供、重複是正の処理、調査履歴の登
録を行うなど、事業所母集団データベー
スの整備・運用管理を適切に行った。 

また、「統計改革推進会議最終取りまと
め」（平成29年５月19日統計改革推進会
議）に掲げられたプロファイリング活動
について、総務省が定める基準に基づい
て、政府統計オンラインサポートシステ
ムの開発・運用、対象企業及び傘下事業
所の基本情報（名称、所在地）の把握な
どの業務を適切に行った。    

さらに、総務省及び関係府省と協力し
て平成31年度以降の本格実施に向けた準

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

・事業所母集団データベースについては、総

務省が定める基準に基づき、新設事業所情報

の更新を行うなど、その整備を着実に進める

とともに各府省への事業所母集団情報の提供

等の運用管理を適切に実施 

・そのほか、統計センターの新たな業務とし

て、我が国で初めてプロファイリング活動を

導入するに当たり、実施方針・実施計画の策

定、政府統計オンラインサポートシステムの

開発・運用管理を適切に実施 

このうち、政府統計オンラインサポートシ

ステムを通じた企業側との意思疎通を図る取

組としてプロファイラーの人材育成に努めた

ほか、プロファイリング対象企業の利便を図
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する基本的な計画」（平成30年３月６日閣議

決定。以下「公的統計基本計画」という。）

における指摘を踏まえ、総務省が行う、母

集団情報の効果的かつ効率的な整備を推進

するための検討に対して、技術的な面から

の支援を行う。 

「統計改革推進会議最終取りまとめ」（平

成29年５月19日統計改革推進会議）に掲げ

られたプロファイリング活動について、総

務省が定める基準に基づいて、企業サポー

トシステム（仮称）の開発・運用、対象企

業及び傘下事業所の基本情報（名称、所在

地）の把握などの業務を適切に行うととも

に、総務省及び関係府省と協力して平成31

年度以降の本格実施に向けた準備を行う。 

 

更新を行った。 
なお、平成29年10月から30年６月までの労

働保険情報及び平成29年７月から30年６月
までの商業・法人登記情報を基にした新設事
業所に対する照会業務から得られた情報に
ついては、総務省が定める期日までに31年度
も引き続きデータベースの更新を行う。 

 
イ 事業所母集団データベースの運用管理 

(ｱ) 母集団情報の抽出 
各府省又は地方公共団体において実施

される事業所を対象とした統計調査の調
査対象の選定等のため、母集団情報の抽
出処理を130件、延べ82,559,111事業所
（前年度144件、延べ106,028,602事業所）
について行った。このうち、地方公共団
体へ提供する母集団情報の抽出処理は86
件（抽出処理数の全体に占める割合66%）
であった。（前年度抽出処理は94件、抽出
処理数の全体に占める割合65%） 

(ｲ) 重複是正の処理及び調査履歴の登録 
各府省で行う55統計調査（95名簿）、延

べ1,338,197事業所（前年度58統計調査

（92名簿）、延べ1,698,589事業所）の統

計調査について重複是正の処理を行い、

102統計調査（158名簿）、延べ2,230,562

事業所（前年度114統計調査（164名簿）、

延べ1,958,267事業所）について調査履歴

の登録を行った。 

(ｳ) 提供用母集団情報の登録 
平成28年経済センサス-活動調査の確

報集計結果を基に平成28年次フレーム
（確報）を作成・登録し、平成30年８月
より提供を行っている。更に、同調査の
調査期日（平成28年6月1日）以降の各種
行政記録情報及び統計調査結果等により
整備した平成29年次フレームを作成・登
録し、９月より提供を行っている。 

(ｴ) 事業所母集団情報整備支援システムの
運用 

母集団情報の効果的かつ効率的な整備
推進を技術的に支援するため、事業所母
集団情報整備支援システムに係る基盤
（サーバ、タブレット等）について、統
計局と調整しながら構築を行い、平成31
年１月から運用を行っている。 

 
ウ プロファイリング活動の本格実施に向け
た準備 
(ｱ) プロファイリング活動の実施方針・実施
計画の策定 

プロファイリング活動を着実に推進す
るため、平成30年４月23日付けで「プロ
ファイリング活動の実施方針」を、31年
３月20日付けで「プロファイリング活動
実施計画」を統計局とともに策定した。 

本計画では、プロファイリング活動に
より実施する統計調査の範囲を経済構造
実態調査（2019年から年１回実施）及び
2021年経済センサス‐活動調査とし、金
融商品取引法（昭和23年法律第25号）に
基づく有価証券報告書等を提出している
企業、売上高等が1000億円以上の企業（会

備を適切に実施している。 
我が国で初めて導入するプロファイリ

ング活動を実施することにより、報告者
負担の軽減、統計業務の見直し・業務効
率化及び各種統計の改善など、経済統計
の体系的な整備が図られることになる。 

 
以上のことから、新設事業所情報の更

新や登録を総務省の定める基準に基づ
き、その整備を着実に進めるとともに、
各府省への事業所母集団情報の提供等の
運用管理を適切に行っている。 

さらに、プロファイリング活動につい
ても本格実施に向けた準備を着実かつ適
切に実施していることから、当該項目の
評定をＡとした。 
 

るため、対象企業への説明会を実施 

更に、個別の問い合わせに対しても速やか

に正確な回答ができるよう、ＦＡＱ資料を作

成するなど、プロファイリング活動の本格実

施に向けた整備を着実に実施 

・以上のとおり、我が国で初めて導入するプ

ロファイリング活動の本格実施に向けた整備

を新たに実施するなど、所期の目標を上回っ

て達成していることから、当該項目の評定を

「Ａ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 
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社企業の場合は資本金が２億円以上のも
のに限る。）及び相互会社（約5,000企業）
をプロファイリング対象企業として選定
して、これらの企業等ごとに専任の担当
者を配置し、対象企業との関係を構築し
ながら、統計調査の名簿に必要な基本的
な情報の整備、統計調査の実施及び報告
の支援等を行うこととしている。 

(ｲ) プロファイリング活動に関する連絡会
議等の開催 

プロファイリング活動を統計局と一体
となって着実に推進するため、平成29年
11月17日に設置した「プロファイリング
活動に関する連絡会議」のほか、統計局
の実務担当者との定例会合を開催する等
により、必要な検討や実施状況等の報告
を行った。 

(ｳ) プロファイリング対象企業及び傘下事
業所の基本情報の把握 

国税庁法人番号公表サイトの変更情報
や有価証券報告書等の情報、民間商用デ
ータベースの情報を活用しながら、企業
のウェブサイトを適時に確認する等によ
り、プロファイリング対象企業等の合
併・分割等による開廃、名称・所在地変
更の経常的な把握を平成30年度から開始
した。これらにより把握した内容につい
て、30年度においては、総務省が定める
基準に基づき、2019年経済構造実態調査
の実施のための名簿情報としてプロファ
イリング対象企業等情報を整備し、31年
３月29日に統計局に提供した。 

なお、プロファイリング活動という新
たな業務を着実に遂行する上で同業務の
標準化を図るため、その処理手順を取り
まとめた名簿整備マニュアル（初版）を
平成30年12月に作成した。 

(ｴ) 政府統計オンラインサポートシステム
の開発・運用管理 

プロファイリング対象企業が、セキュ
アな環境下で、安心・スムーズに電子調
査票の提出、プロファイリング活動を担
当する職員（以下「プロファイラー」と
いう。）への個別質問等を行うことができ
る「政府統計オンラインサポートシステ
ム」を民間委託により開発（開発システ
ム名「企業サポートシステム（仮称）」、
平成30年６月委託契約締結、10月成果物
納品）し、31年１月に各企業専用のポー
タルサイトの開設により、同システムの
運用管理を開始した。 

なお、政府統計オンラインサポートシ
ステムの適正かつ安全な運用を確保する
ことを目的として、同システムの運用管
理体制及び「独立行政法人統計センター
情報セキュリティポリシー」の規定に基
づく情報セキュリティ対策に必要な事項
を定めた「政府統計オンラインサポート
システム運用管理規程（平成31年１月21
日理事長決定）」を策定した。 

(ｵ) 業務サポートシステムの開発 
プロファイラーの各種業務を支援する

ための「業務サポートシステム」の開発
を行っている。平成30年度においては、
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「業務サポートシステム」の有する機能
のうち、「名簿情報の整備機能」及び「照
会履歴管理機能」の開発を完了し、それ
ぞれの業務において運用を開始した。 

(ｶ) 問い合わせ用フリーダイヤルの開設 
プロファイリング対象企業からの問い

合わせには、政府統計オンラインサポー
トシステムのほか、電話での受付も可能
とするよう、平成31年１月16日にフリー
ダイヤルを開設した。 

なお、個別の問い合わせに対し、速や
かに正確な回答ができるよう、ＦＡＱ資
料を作成し、随時、受付のあった問い合
わせ等を反映して資料を更新している。 

(ｷ) プロファイリング対象企業への説明会
の実施 

プロファイリング対象企業において統
計調査に回答する担当者に対し、新たな
取組であるプロファイリング活動につい
て理解を得るため、平成31年２月から３
月までの間、総務省統計局が「政府統計
に関するオンライン回答サポート説明
会」を全国６都市で計９回開催した。こ
の説明会に統計センターからプロファイ
ラーを派遣して、政府統計オンラインサ
ポートシステムの説明等を行った。 

 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―４ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（匿名データの作成及び提供） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

収入総額(※１) － － 166 万円     予算額（千円） 3,312,452     
        決算額（千円） 3,316,439     
        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
   

 
    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
（※１）オーダーメード集計による収入との合計額  （※２）セグメント単位の額を計上。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）匿名データの作成に向け

た必要な支援を各府省に行うと
ともに、国勢調査等のうち総務
省が指定するもの及び国の行政
機関から事務の委託を受ける統
計調査について、匿名データの
作成を行うほか、統計法第 37 条
の規定に基づき国の行政機関か
ら委託を受ける同法第36条に規
定する一般からの求めに応じた
匿名データの提供を受益者負担
の原則の下、提供期限までに適
切に行うこと。 
これを踏まえ、中期的な観点

から参考となるべき事項とし

て、平成 30 年度から 34 年度ま

でにおける匿名データの提供に

よる収入総額については、25 年

度から29年度までの収入総額よ

り 20％の増加となることを目指

すこととし、収入総額の増加に

向けて、引き続き利用相談等を

通じたユーザーニーズの把握、

広報活動による周知・普及促進、

（４）匿名データの作成及び提供 
① 国勢調査等のうち総務省が指定するもの及
び国の行政機関から事務の委託を受けた統計調
査について、匿名データの作成を行う。 
② 統計法第37条の規定に基づき国の行政機関

から委託を受けた同法第36条に規定する一般か

らの求めに応じた匿名データの提供に係る相談、

申出書類の審査、匿名データの複製・提供等の一

連の事務を適切に行い、提供に係る審査結果を申

出者に通知するとともに、提供期限までに匿名デ

ータを提供する。 
平成30年度においては、次に掲げる統計調査の

匿名データを提供することを予定している。 
また、匿名データの利用促進のため、下記（５）

②の取組を行う。 
中期的な観点から参考となるべき事項として、

平成30年度から 34年度までにおける匿名データ

の提供による収入総額については、25 年度から

29 年度までの収入総額より 20％の増加となるこ

とを目指し、収入総額の増加に向けて、引き続き

利用相談等を通じたユーザーニーズの把握、広報

活動による周知・普及促進、学会等と密接な連携

などの取組を行う。 

＜評価の視点＞ 
・匿名データの
提供に関する
事務は、以下
の【基本評価
指標】に基づ
き適切に行わ
れているか。 

■基本評価指標 
（１）利用相談 
（２）提供依頼
申出の承諾 

（３）匿名デー
タの提供 

・上記（１）、
（２）及び
（３）の【基
本評価指標】
について、適
切に事務が実
施されていれ
ば「Ｂ」評価
とし、実施さ
れていなけれ

（４）匿名データの作成及び提供 

＜業務の実施状況＞ 

統計データの利用促進を図るため、統計調査
を実施する行政機関等が作成した匿名データ
を、学術研究及び高等教育の発展に資すると認
めた場合に提供している。提供にあたっては、
匿名データの提供に係る相談、申出書類の審査
など、匿名データの複製・提供等の一連の事務
を適切に行った。また、承諾通知書に記載され
た提供期限までに匿名データの提供を適切に
実施した。 

匿名データの平成30年度提供件数は37件、手
数料収入は166万円、質問・相談件数は235件と
なった。（前年度提供件数は39件、手数料収入
は144万円、質問・相談件数は276件） 

平成30年度における匿名データの提供によ
る手数料収入については、25年度から29年度ま
での平均額（150万円）以上を目指すとしたと
ころであり、16万円の増加となる、166万円（対
年度目標：111％）の成果となった。 

また、各府省の統計所管部局に対して、平成
31年度における匿名データの作成に係る委託
要望の照会を行った。その結果、次に掲げる統

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
【評定根拠】 

提供にあたっては、匿名データ
の提供に係る相談、申出書類の審
査、匿名データの複製・提供等の
一連の事務を適切に行っており、
承諾通知書に記載された提供期限
までに匿名データの提供を適切に
実施していることから、当該項目
の評定をＢとした。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・匿名データの作成・提供等に係る事務（①

利用相談②提供依頼申出の承諾③匿名データ

の提供）を適切に実施 

以上を踏まえ、所期の目標を達成している

ことから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 

特になし。 
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学会等と密接な連携などの取組

を行うこと。 

平成30年度における匿名デー

タの提供による収入額について

は、25 年度から 29 年度までの平

均実績額以上を目指し、上記の

取組を行うこと。 

 

平成 30 年度における匿名データの提供による

収入額については、25 年度から 29 年度までの平

均実績額以上を目指し、上記の取組を行う。 

統計調査名 対象年次 

全国消費実態

調査（総務省） 

平成元年、６年、11年、16年 

就業構造基本

調査（総務省） 

平成４年、９年、14年、19年 

社会生活基本

調査（総務省） 

平成３年、８年 

 
調査票Ａ 

平成13年、18年 

 
調査票Ｂ 

平成13年、18年 

住宅・土地統計

調査（総務省） 

平成５年、10年、15年、20年、

25年 

労働力調査 

（総務省） 

平成元年１月～24年12月 

国勢調査 

（総務省） 

平成12年、17年、22年、27年 

※社会生活基本調査（総務省）は、平成
13年調査から、調査票が２種類（調査票
Ａ及び調査票Ｂ）となった。 

ば「Ｃ」評価
とする。 

・その他、【参
考指標】とし
て、 
(１)収入額、 
(２)ニーズ
の把握、(３)
広報活動に
よる周知・普
及及び 
(４)学会等
との密接な
連携等を用
いて、適宜評
価に反映す
る。 

 

計調査の匿名データについて、新たに作成業務
を予定し、その準備を行っている。 
 

所管府

省 
統計調査名 提供対象年次 

総務省 国勢調査 平成22年、27年 

 
そのほか、匿名データ提供サービスの利用者

に対してアンケートを実施したところ、提供し
た匿名データの複写誤り等の問題を指摘する
回答はなかった。 

 
平成30年度の提供実績は次のとおりである。 

所管

府省 

統計調

査名 

提供対象

年次 

質問･

相談

件数 

申出 

 件数
*2 

提供件数
*2 

(ﾌｧｲﾙ数) 

総 

務 

省 

全国消

費実態

調査 

平 成 元

年､６年､

11 年 ､ 16

年 

63 12 12(37) 

就業構

造基本

調査 

平 成 ４

年､９年､

14 年 ､ 19

年 

68 16 16(44) 

社会生

活基本

調査 

平 成 ３

年､８年､

13 年 ､ 18

年 

36 11 11(70) 

住宅・

土地統

計調査 

平成５年
*1 ､ 10年 ､

15年、20

年、25年 

26 ４ ４(10) 

労働力

調査 

平成元年

１月～24

年12月 

9 ２ ２(12) 

国勢調

査 

平 成 12

年、17年 

33 ６ ６(12) 

計 235 37 37(185) 

＊1 旧住宅統計調査 

＊2 複数調査をまとめて提供する場合があ

るため、提供件数の計は調査別の合計と

必ずしも一致しない。 

 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―５ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（統計センター統計データアーカイブの運営） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 3,312,452     
        決算額（千円） 3,316,439     
        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数 －     
（※）セグメント単位の額を計上。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）国の行政機関の行

う統計法第32条の規定に
基づく調査票情報の二次
利用及び同法第33条の規
定に基づく調査票情報の
提供、上記２（３）によ
る一般からの委託に応じ
た統計の作成等並びに上
記（３）による匿名デー
タの作成及び提供を効率
的かつ効果的に行うた
め、国勢調査等及び国の
行政機関から事務の委託
を受けた統計調査につい
て調査票情報及び匿名デ
ータの集積・保管を適切
に行うこと。 

 

（５）統計センター統計データアーカイブの運営 
① 国の行政機関の行う統計法第32条の規定に基づく調査票情報
の二次利用及び同法第33条の規定に基づく調査票情報の提供、上記
２（３）による一般からの委託に応じた統計の作成等並びに上記
（４）による匿名データの作成及び提供を効率的かつ効果的に行う
ため、国勢調査等及び国の行政機関から事務の委託を受けた統計調
査について調査票情報及び匿名データの集積・保管を行う統計セン
ター統計データアーカイブを適切に運営する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点
＞ 
・統計センタ
ー統計デー
タアーカイ
ブについ
て、適切な
構築・運営
がなされて
いるか。 

 
・統計データ
の二次的利
用につい
て、周知・
広報が適切
に行われて
いるか。 

 
 

（５）統計センター統計データアーカイブの運営 

ア 統計センター統計データアーカイブの運営 
公的統計整備の基本的な指針となる「公的統計

の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月６日
閣議決定）において、統計センターは、調査票情
報等の活用等について中核的な役割を果たすこと
が期待されており、利用者のニーズに留意しつつ
提供する統計調査の種類や年次の追加等を行うこ
とが求められている。 

統計センターは、これを受けて、公的統計の二
次的利用に係るサービスの各府省の受け皿となっ
てその効率的かつ効果的な実施を支援する観点か
ら、オーダーメード集計、匿名データの作成・提
供のほか、各府省の下記の統計調査の調査票情報、
匿名データ等を保管・蓄積する統計センター統計
データアーカイブの運営を行っている。 

平成30年度に、新たにオーダーメード集計で調
査票情報の寄託を受けた統計調査は、内閣府２調
査、総務省６調査、厚生労働省１調査、国土交通
省１調査の10調査で、これまでに寄託を受けた統
計調査は15調査となっている。 
 また、新たに匿名データの寄託を受けた統計調

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

統計データアーカイブにつ
いては、適切に運営するととも
に、学術研究機関と連携協力協
定を締結し、当該機関を統計セ
ンター統計データアーカイブ
のサテライト機関として、匿名
データの提供サービス等を行
うなど官学連携の取組を進め
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・調査票情報、匿名データ等の保

管・蓄積を適切に運営するととも

に、連携協力協定に基づいた二次

的利用サービスをサテライト機関

とともに提供。また、連携協力協

定に基づく、調査票情報のオンサ

イト利用の試行運用を連携して実

施 
・さらには、広報活動による二次

的利用の周知・普及促進について

は、統計センターの取組を大学で

開催されたワークショップにおい

て講演を実施し、二次的利用の有

用性を積極的に情報発信したこと
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② 公的統計の二次的利用に関する研究・開発、普及・啓発、研究
者等に向けた匿名データの提供等に係るサービスの充実に共同で
取り組む学術研究機関等との連携協力を推進する。 

統計センター統計データアーカイブのサテライト機関は、次のと
おりである。 

 

法人名 組  織 連携協力締結
年度 

一橋大学 

 

経済研究所附属社会

科学統計情報研究セ

ンター 

平成20年度 

 

神戸大学 大学院経済学研究科 平成21年度 

法政大学 日本統計研究所 平成21年度 

情報・システム研究機構 統計数理研究所 平成22年度 

滋賀大学 データサイエンス教

育研究センター 

平成28年度 

 

査は、総務省の１調査（住宅・土地統計調査の年
次拡大）で、現在寄託を受けている統計調査は６
調査となっている。 

 
イ 学術研究機関との連携 

公的統計の二次的利用制度の充実と学術研究の

発展を図るため、次の学術研究機関と連携協力協

定を締結し、当該機関の施設を統計センター統計

データアーカイブのサテライト機関として、匿名

データの提供サービスを行うなど、官学連携の取

組を進めている。 

 

法人名 サテライト機関名 連携協定締結 

一橋大学 
経済研究所附属社

会科学統計情報研

究センター 
21. 3.30 

神戸大学 大学院経済学研究

科・経済経営研究所 21.11.13 

法政大学 日本統計研究所 22. 3.30  

情報・シス
テ ム 研究
機構 

データサイエンス
共同利用基盤施設
社会データ構造化
センターオンサイ
ト解析室 

22. 7. 6 

滋賀大学 データサイエンス

教育研究センター 28.12. 9 

 
ウ 公的統計の二次的利用の広報等 

公的統計の二次的利用の普及・啓発を図るため、
学会の大会、研究集会等において、公的統計の二
次的利用制度、利用手続、利用可能な統計調査等
について広報を行った。 

平成30年度は、①サテライト機関と「官民オー
プンデータ利活用の動向及び人材育成の取組」を
共催し、二次的利用による有用な研究成果の紹介
を行ったほか、②学会等の大会や大学で開催され
たワークショップにおいて、二次的利用における
統計センターの取組についての講演、二次的利用
サービスの利用相談やパンフレットの配布などの
積極的な広報を行った。 

さらに、日本統計学会等のメーリングリストを
用いて、オーダーメード集計及び匿名データ提供
のサービスを新たに開始する調査や年次等につい
て、サービス開始の周知を行った。 

平成30年度は、幅広い層に統計センターの二次
的利用サービスを周知するため、統計に関連する
学会や大学等にパンフレットの配布依頼を積極的
に行い、昨年度の23イベント・2100枚を上回る34
イベント・3240枚のパンフレット配布を行った。 

 
平成 30 年度 学会の大会、研究集会等への主な広

報実績 

年月日 会議等

名称 
主催者又は

共催者 広報内容 

30.11.16 

官民オー

プンデー

タ利活用

の動向及

び人材育

成の取組 

統 計 セ ン タ

ー、一橋大学

経済研究所附

属社会科学統

計情報研究セ

ンター、神戸

二次的利用によ

る研究成果報告、

統計センターの

取組に関する報

告、二次的利用サ

ービスの利用相

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
公的統計の二次的利用の普

及・啓発を図るため、公的統計
の二次的利用の周知・広報に積
極的に取組んだ。 

 
以上のことから、調査票情

報、匿名データ等の保管・蓄積
を適切に行うとともに、学術研
究機関との連携により、オンサ
イト利用環境による二次的利
用サービスの提供を適切に実
施されているほか、広報活動に
ついても効果的に行っており、
所期の目標を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢと
した。 
 

で、効果的な広報活動を展開した。 
これらを踏まえ、所期の目標を

達成していることから、当該項目

の評定を「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 
特になし。 

＜その他事項＞ 
特になし。 
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大学大学院経

済学研究科・

経済経営研究

所、法政大学

日本統計研究

所、情報・シ

ステム研究機

構統計数理研

究所データサ

イエンス共同

利用基盤施設

社会データ構

造化センター

オンサイト解

析室 

談、パンフレット

配布等を実施 

30. 6. 2 

 ～ 6. 3 

日本人口

学会第70

回大会 

日本人口学会 

パンフレット配

布を実施 

30. 6. 9 

 ～ 6.10 

日本経済

学会2018

年度春季

大会 

日本経済学会 

パンフレット配

布を実施 

30. 9. 9 

 ～ 9.13 

2018年度

統計関連

学会連合

大会 

応 用 統 計 学

会、日本計算

機統計学会、

日本計量生物

学会、日本行

動計量学会、

日 本 統 計 学

会、日本分類

学会 

二次的利用の取

組に関する報告、

ブース出展を実

施（二次的利用サ

ービスの利用相

談、パンフレット

配布） 

30. 9.10 

～  9.12 

経済統計

学会2018

年度（第

62回）全

国研究大

会 

経済統計学会 

パンフレット配

布等を実施 

30.11. 3 

匿名デー

タ等利用

推進ワー

クショッ

プ 

一橋大学社会

科学統計情報

センター 

二次的利用の取

組に関する報告、

パンフレット配

布を実施 

30.11.16 

～ 11.17 

日本品質

管理学会

第48回年

次大会 

日本品質管理

学会 

パンフレット配

布を実施 

 
オーダーメード集計及び匿名データ提供、オン

サイト施設利用での調査票情報の提供について
は、今後も、サービスの対象となる統計調査・年
次の拡大に取組、広報活動を通じて利用の促進を
図る予定である。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―６ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（加工統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適

応度(※１)   ×     
予算額（千円） 3,312,452     

提出期限 
(※２)   ○     

決算額（千円） 3,316,439     

        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        

行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数（人日） 2,171     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （５）地域メッシ

ュ統計、社会生活
統計指標、人口推
計、産業連関表、
消費動向指数（Ｃ
ＴＩ）、住民基本台
帳人口移動報告等
の統計の作成及び
利用に必要な情報
の蓄積、加工その
他の処理につい
て、総務省が定め
る基準に基づいて
事務を実施するこ
と。 

 

（６）加工統計等の作成及び利用に必要な情報
の蓄積、加工その他の処理 

次に掲げる統計の作成及び利用に必要な情報
の蓄積、加工その他の処理について、総務省が
定める基準に基づいて適切に事務を行う。 
 

業務名 事務の範囲 
予定製表
結果等 

業務終了
予定時期 

地域メ

ッシュ

統計 

 

 

平成28年経

済センサス

‐活動調査

に関する編

成業務 

同定データ

のデータチ

ェック編成

の審査事務 

チェック

済同定デ

ータ 

 

 

 

結果デー

タ 

平 成 31 年

度に継続 

 

 

 

平 成 31 年

度に継続 

＜評価の視点
＞ 
・統計の作成
及び利用に
必要な情報
の蓄積、加
工その他の
処理に関す
る事務につ
いて、総務
省が定める
基準に基づ
いて実施さ
れている
か。 

・総務省が指
示する期限
までに製表
結果が提出
されている
か。 

・事務処理マ

（６）加工統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理 
ア  製表基準の適応度 

加工統計の作成については、統計局から提示された製表基準書に基づき、
事務処理マニュアルを適切に作成し、製表を行った。 

なお、社会生活統計指標において、公表結果数値の誤りを発見（平成30年5
月）したため、再集計（自責）を行った（再集計への対応は下記カの(ｱ)を参
照）。 

 
イ 製表結果の提出状況（提出期限） 

区 分 
提 出 状 況 

予 定 実 績 

地域

メッ

シュ

統計 

 

平成28年経済セン

サス-活動調査に

関する地域メッシ

ュ統計 

データチェック 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

編成 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

社会

生活

平成29年度市区町村データの収集・整

備 
30. 4 30. 4.11 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 
(1)適応度 × 

(2)提出期限 ○ 

 
(3)要員 

投入量 
増減率 3％ 0点 

(4)満足度 満足 100点 

(5)改善取組 
改善に大き

く貢献 
100点 

(6)ICT   

(7)民間委託   

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
・加工統計の作成等に当た

っては、総務省が示した製

表基準書に基づき、事務処

理マニュアルを適切に作成

し、定められた期限までに

製表結果を提出している。 
・社会生活統計指標におい

て再集計（自責）が発生し

たが、ＦＭＥＡの手法を用

いたエラープルーフ化への

取組により、データ整備業

務において、エラーの列挙、

発生度・知名度・検出度の

評価など「データ取集作業

の見える化」や「製表シス
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社会生

活統計

指標 

 

 

平成29年度

データの収

集・整備 

平成30年度

データの収

集・整備・報

告書結果表

の作成 

 

市区町村

データ 

 

都道府県

データ 

市区町村

データ 

平 成 30 年

４月 

 

平 成 31 年

１月 

平 成 31 年

度に継続 

人口推

計 

 

各月１日現

在人口 

各年10月１

日現在人口 

 

基礎人口

連絡表 

結果表 

毎月中旬 

平 成 31 年

３月 

産業連

関表 

平成27年産

業連関表作

成のための

平成28年経

済センサス

‐活動調査 

組替集計 

結果表 平 成 30 年

７月 

 

消費動

向指数

（ＣＴ

Ｉ） 

家計消費単

身モニター

調査の結果

表出力 

消費動向指

数を作成す

るための結

果表出力 

結果表 

 

 

 

結果表 

調 査 月の

翌 々 月上

旬 

 

調 査 月の

翌 々 月上

旬 

住民基

本台帳

人口移

動報告 

結果表出力 月次結果

表 

年次結果

表 

調 査 月の

翌月中旬 

平 成 31 年

度に継続 
 

ニュアルが
適切に作成
されている
か。 

（統計調査の
製表に関する
業務の実績の
自己評価と同
様） 
 

統計 

指標 

平成30年度都道府県データの収集・整

備 
31.11 30.11.22 

平成30年度市区町村データの収集・整

備 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

令和元年度に

継続 

（平成31年度） 

人口

推計 
人口推計集計 毎月中旬 

毎月中旬に 

終了 

人口推計年報 31. 3 31. 3. 4 

産業

連関

表 

平成27年産業連関表作成のための平

成28年経済センサス-活動調査 組替

集計 

30. 7 30. 7.26 

消費

動向

指数 

家計消費単身モニター調査結果表 
調査月翌々月

上旬 

調査月翌々月上

旬に終了 

消費動向指数を作成するための結果

表 

調査月翌々月

上旬 

調査月翌々月上

旬に終了 

住民

基本

台帳

移動

報告 

月次結果表 
調査月の翌月

中旬 

調査月の翌月中

旬に終了 

年次結果表 
平成31年度に

継続 
31. 3.14 

 
ウ 要員投入量 

加工統計等に係る実績は2,171人日（計画2,112人日）で、対計画59人日（3％）
の増加となった。 
増加の主な要因は、社会生活統計指標において、集計誤りによる再集計（自

責）を踏まえた再発防止対策として、品質管理のＦＭＥＡ＊9の手法を用いたエ
ラープルーフ化の取組を行ったことなどが挙げられる。 

 
エ 満足度アンケートの結果 

統計センターが行った製表業務に対して、委託元府省等の満足度を計るア
ンケートを実施し、結果については「満足」という状況である。 

 
オ 業務改善への取組 

(ｱ) 社会生活統計指標のＦＭＥＡを用いたエラープルーフ化 
データ収集・整備誤りの再発防止対策として、品質管理のＦＭＥＡ

（Failure Mode and Effect Analysis）の手法を用いて業務の分析を行い、
エラープルーフ化（誤りの防止）の検討に取組、以下の対策を講じた。 
① 収集誤りが発生しやすい項目のリストアップ 

収集誤りが発生しやすい項目についての確認をより確実に行うため
に、「収集誤り状況一覧」にリストアップし、収集時及び検査時に注意喚
起した。 

 
② データチェックリストの確認内容の見える化 

収集データのデータチェク時に増減率が大きい等の確認情報が表示さ
れた場合、収集者及び検査者は原表の数値との比較及び前年度の収集箇
所との比較を行い、正しく収集されているかを確認し、確認した内容を
データチェックリストの「確認」欄に記入し、確認内容を記入したデー
タチェックリストを、収集者及び検査者以外の職員も確認漏れがないか
又確認内容が適切か等の確認を行った。 

 
③ チェックシートの活用 

収集及び検査業務については、各担当者が個々に事務ごとの進捗状況
を管理していたが、業務の正確性を確実に行うためチェックシートを作
成し、見える化を図った。 

 
④ 製表事務手続へ再発防止対策の追加 

人事異動等で担当者が変更となった場合でも、再発防止対策を継続し
て実施していくために、再発防止対策として掲げた上記①～③の内容を
製表事務手続に反映した。 

 

(8)その他 

(特記事項) 

業務内容変

更に伴う対

応 

 

 

再集計（他

責） 

業務内容変

更に伴う対

応 

50点 

 

 

 

50点 

 

 

計 300点 

 
＜課題と対応＞ 

社会生活統計指標において、公表結
果数値の誤りが発見されたため、再集
計（自責）を行った。 

原因は、「下巻 第27表 従事者数，
職種・都道府県－指定都市・特別区・
中核市（再掲）・精神科病院－一般病
院別」の「実人員」の「看護師」及び
「准看護師」を収集すべきところ、４
行目の「常勤換算」、「実人員」の区分
を見落とし、５行目の職種を基に、「常
勤換算」の「看護師」及び「准看護師」
を収集していた。 

また、当該項目のエラーリストに増
減率等のレンジチェックエラー（下
限）が出力されていたが、比較的小さ
な値であったことから見過ごされて
いた。 

今後の再発防止に向けた対策とし
て、品質管理のＦＭＥＡの手法を用い
て業務の分析を行い、エラープルーフ
化（誤りの防止）の検討に取組、以下
の対策を講じた。 
 
① 収集誤りが発生しやすい項目の

リストアップ 

② データチェックリストの確認内

容の見える化 

③ チェックシートの活用 

④ 製表事務手続へ再発防止対策の

追加 

⑤ 製表システムの見直し 
 

以上のことから、評価の基準となる
製表基準の適応度が満たされていな
いが、エラープルーフ化など具体的な
業務改善の取組が実施されており、評
価指標に基づき計算を行った結果、評
価点の合計が２００点以上となった
ことから、当該項目の評定をＢとし
た。 

 

テムの改修」による対策を

講じるなどの再発防止に取

組んだ。 
これらを踏まえ、評価の

基準となる製表基準の適応

度は満たされていないが、

エラープルーフ化など具体

的な業績改善の取組が実施

されており、評価指標に基

づき計算を行った結果、評

価点の合計が２００点以上

となったことから、当該項

目の評定を「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の

課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

                                                  
＊9ＦＭＥＡ：「故障モード影響解析」と呼ばれるコアツールの 1つで，製品及びプロセスの持っているリスクを，主に製品設計段階及びプロセス設計段階で評価し，そのリスクを可能な限り排除又は軽減するための技法を規定したもの 
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⑤ 製表システムの見直し 
ＳＳＤＳデータ編成システム（以下「データ編成システム」という。）

について、正確性の向上を図るために、データチェック要領を見直し、
システム改修を行った。 

 
⑥ 手入力作業の代替化 

報告書でのデータ収集の場合、手入力となり、入力誤りによる収集誤
りが発生する可能性があることから、手入力作業の代替として、スキャ
ナー（Excel変換ソフト付属）を今年度中に導入し、来年度から運用開始
する予定である。 

 
⑦ データ編成システム及びＳＳＤＳデータ収集業務支援システム（以下

「データ収集支援システム」という。）改修内容の策定 
ヒューマンエラーを防止するために、データ編成システムについては、

手作業で作成している各種コンスタントの自動生成等を、データ収集支
援システムについては、取得した情報の分類事項等をデータ収集支援シ
ステム以降で利用するため、分類符号等の自動分割等を行い、手作業を
削減するためのシステム改修を来年度行う予定である。 

 
⑧ 手順書、マニュアル等の見直し 

人事異動等で担当者が変更となった場合でも、製表業務を適切に継続
していくために、手順書、マニュアル等の見直しを来年度データ整備開
始までに行う予定である。 

 
(ｲ) 社会生活統計指標における品質管理に関する情報発信 

① 社会生活統計指標の基礎データ整備事務では、品質管理のＦＭＥＡの
手法を用いたエラープルーフ化の検討に取組、その検討過程（業務の流
れの書き出し、エラーの列挙、発生度・致命度・検出度の評価、対策案
の検討、評価等）、分析結果、今後の予定等をとりまとめ、他の統計編成
業務の参考となるように実務検討会において発表を行った。 

 
② 社会生活統計指標の基礎データ整備事務における、品質管理のＦＭＥ
Ａの手法を用いたエラープルーフ化の取組について情報発信するため
に、その内容及び課題等を日本品質管理学会研究発表会で来年度発表す
る予定である。 

 
カ 特記事項 

(ｱ) 再集計の対応状況 
平成30年度社会生活統計指標のデータ収集を行っていたところ、前年度

（29年度）に収集した厚生労働省「平成28年病院報告」の都道府県データ
の６項目に収集誤りがあることが判明した。 
原因は、本来、「下巻 第27表 従事者数，職種・都道府県－指定都市・

特別区・中核市（再掲）・精神科病院－一般病院別」の「実人員」の「看護
師」及び「准看護師」（41、42列目）を収集すべきところ、４行目の「常勤
換算」、「実人員」の区分を見落とし、５行目の職種を基に、「常勤換算」の
「看護師」及び「准看護師」（12、13列目）を収集していた。 
また、当該項目のエラーリストに増減率等のレンジチェックエラー（下

限）が出力されていたが、比較的小さな値であったことから見過ごされて
いた。 
再集計の対応については、収集誤り発覚後、前年度（平成29年度）の他

の収集項目について同様の誤りがないことを確認し、再集計に係る業務（訂
正コンスタント作成、更新済み県マスター再作成、更新済み県マスターの
審査、報告書版下データ・提供用データ・e-Stat登録用データ等再作成、
再作成データの審査）を行い、再集計結果等を統計局へ送付した。 
なお、収集誤りの再発防止のために、以下の対策を講じた。（詳細は、「オ 

業務改善への取組」の「(ｱ) 社会生活統計指標のＦＭＥＡを用いたエラー
プルーフ化」の①～⑤を参照。） 

① 収集誤りが発生しやすい項目のリストアップ 

② データチェックリストの確認内容の見える化 

③ チェックシートの活用 

④ 製表事務手続へ再発防止対策の追加 

⑤ 製表システムの見直し 
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(ｲ) 産業連関表における委託者からの業務内容変更等に伴う（Excel結果表様

式等の対応） 

集計をするために必要なExcel結果表様式やコンスタントについては、総

務省政策統括官が作成することが原則であったが、作成又は修正に時間を

要する場合には統計センターにおいてこれらの対応を行った。 

 

(ｳ) 産業連関表における委託者からの業務内容変更等に伴う対応（製表基準

書類の差替え及び集計表数の増加への対応） 

複数回にわたる製表基準書類の差替えが発生し、一部の集計表のうち、

集計表第27表については集計内容の確定が遅れた。５月までの審査準備の

期限までに着手することが困難な状況となったことから、６月の仮集計審

査期間中に平行して準備対応を行うこととなった。 
また、当初27表は単表で集計を行う予定であったが、総務省政策統括官

からの再度の要望により、同じ様式で４表分（枝番号を含めると50表分）
集計することに変更となった。これに対応するため、スケジュール等の調
整を行い、依頼の期日までに完了した。 

 

(ｴ) 産業連関表における再集計（他責）の対応 

売上補完等にかかる集計表において、基準担当からの指示の誤りが集計
完了後に判明し、基準担当から再集計（他責）の依頼があった。これに伴
い、統計センターでは集計プログラムの修正や再集計表の出力及び同表の
再審査等の対応を依頼された期日までに完了した。 

 
(ｵ) 消費動向指数における委託者からの業務内容変更等に伴う対応 

家計消費単身モニター調査および消費動向指数において、集計方法およ

び結果表が変更になったため、製表スケジュール等の調整を行い、依頼の

期日までに完了した。 

 

(ｶ) 消費動向指数における再集計（他責）への対応 

家計消費単身モニター調査の平成30年4月分～11月分の集計用個別デー
タに委託業者の年齢作成プログラムミスによる誤りがあることが判明し、
統計局から再演算及び再集計の依頼があった。消費動向指数へも影響が及
ぶことから平成30年11月分については公表日が延期された。委託業者から
再納品された平成30年11月分の集計用個別データを確認し、依頼された期
日までに再演算を完了した。また再納品された平成30年4月分～10月分につ
いても同様に確認を行い、統計局が11月分の公表と同時に正誤情報を公表
するため、依頼された期日までに再集計を完了した。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―７ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（調査票情報の提供及び活用） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度  ２５年度 ２６年度 ２７年度 
(※３) 

２８年度 
(※３) 

２９年度 
(※３) 

製表基準適

応度(※１)        
予算額（千円） 3,312,452     

提出期限 
(※２)        

決算額（千円） 3,316,439     

        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        

行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数（人日） －     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （６）公的統計基本計画

に基づき、総務省及び各
府省と連携して、調査票
情報等の提供及び活用
を推進する。特に以下の
取組を進めるとともに、
統計リソースを確保し
つつ着実に取り組んで
いく体制を整備するこ
と。 
・政府共通の基盤とし

て、調査票情報や匿名デ

ータ、メタデータ等の一

元管理を行う中央デー

タ管理施設並びに調査

票情報等の提供及び活

用に関するポータルサ

イトの整備を進めるこ

と。 
・各府省からの調査票情

報等の提供事務や管理

（７）調査票情報の提供及び活用 

公的統計基本計画に基づき、総務省

及び各府省と連携して、調査票情報等

の提供及び活用を推進する。特に以下

の取組を進めるとともに、統計リソー

スを確保しつつ着実に取り組んでい

く体制を整備する。 
① 政府共通の基盤として、調査票

情報や匿名データ、メタデータ等の

一元管理を行う中央データ管理施

設並びに調査票情報等の提供及び

活用に関するポータルサイトの整

備を進める。 
② 各府省からの調査票情報等の

提供事務や管理事務の委託を受け

るために必要な取組を行う。 
③ 調査票情報の提供についてオ

ンサイト利用を中心とした利用形

態への移行を視野に、オンサイト利

用の全国的な展開に向け、利用拠点

＜評価の視
点＞ 
・調査票情
報等の提
供及び活
用の推進
が適切に
行われて
いるか。 

（７）調査票情報の提供及び活動 
ア 中央データ管理施設及びポータルサイトの整備 

基本計画に基づいて調査票情報のオンサイト利用を推進するため、中央データ管理
施設を設置しデータの一元管理を図るとともに、統計センターが運営する統計データ
アーカイブとの一体的な運営体制の検討を行っている。 
 また、調査票情報等の提供及び活用に関するポータルサイトを平成31年５月に開設
するため、統計局などの関係者と連携して開発を行っている。 

 
イ 各府省からの委託に対する取組 

各府省の統計所管部局に対して、平成31年度における二次的利用サービスの実施に
係る委託要望の照会を行った。（Ⅰの２一般からの委託に応じた統計の作成等（オー
ダーメード集計）及びⅠの３（４）匿名データの作成及び提供を参照） 

 
ウ オンサイトで利用可能な統計調査の拡充 

各省庁からのオンサイトで利用可能な統計調査の拡充のため、省庁に訪問し協力依
頼を行うなど調査票情報の寄託を積極的に進めている。 
平成29年度は２府省18調査だった調査票情報の寄託が、平成30年度は新たに５府省

25調査及び既存調査の年次追加を受け、調査票情報のオンサイト利用サービスの更な
る拡充に寄与している。 
平成31年3月末日時点で合計７府省から43調査の寄託を受け、26調査の個票データ

がオンサイトで利用可能となっており、12調査についてオンサイト提供するための整

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

中央データ管理施設につ
いては、統計データアーカイ
ブとの一体的な運営体制の
検討を行った。ポータルサイ
トについても平成31年５月
に開設に向けて準備を進め
た。 
 
 
調査票情報の寄託を積極

的に進め、平成30年度は新た
に５府省25調査及び既存調
査の年次追加を受け、調査票
情報のオンサイト利用サー
ビスの更なる拡充に寄与し
た。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
・「公的統計の整備に関する基本的

な計画」（平成 26 年３月 25 日閣

議決定）に基づき、調査票情報等

の提供及び活用等について、中央

データ管理施設及びポータルサイ

トの整備やオンサイトで利用可能

な統計調査の拡充のため、調査票

情報の寄託を積極的に推進した。 
以上を踏まえ、所期の目標を達

成していることから、当該項目の

評定を「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 
 特になし。 
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事務の委託を受けるた

めに必要な取組を行う

こと。 
・調査票情報の提供につ
いてオンサイト利用を
中心とした利用形態へ
の移行を視野に、オンサ
イト利用の全国的な展
開に向け、利用拠点及び
各府省と連携して利用
可能な統計調査の段階
的な拡充を図ること。 

 

及び各府省と連携して利用可能な

統計調査の段階的な拡充を図る。 
 

備作業（オフコードチェックなど）を実施している。 
 

 
平成30年度のオンサイトの利用に係る調査票情報の寄託実績は次のとおりである。 

所管府省 統計調査名 提供対象年次 提供開始 

内閣府 
青少年のインターネット利

用環境実態調査 
平成26年度～平成29年度 H31. 1.25 

内閣府 
企業行動に関するアンケー

ト調査 

上場企業：平成22～29年度 

中堅・中小企業：平成28～29

年度 

H31. 1.25 

総務省 通信利用動向調査 
平成29年企業編、世帯編、世帯

構成員編 
(整備中) 

総務省 
個人企業経済調査（動向編、

構造編） 

動向編：平成26年1-3月期～平

成27年10-12月期の各四半期 

構造編：平成26,27年 

H29. 2. 8 

総務省 科学技術研究調査 

平成 24 年 H29. 6. 2 

平成 27 年 H29. 3. 2 

平成 28 年、29 年 H31. 1.18 

総務省 
サービス産業動向調査（月

次、拡大） 

月次：平成 25 年１月～平成 27

年 12 月の各月 

拡大：平成 25 年 

H29. 2. 8 

総務省 国勢調査 平成 22 年 H30. 4.23 

総務省 住宅・土地統計調査 
平成 15 年、20 年 H31. 1.25 

平成 25 年 H29. 2. 8 

総務省 
労働力調査（基本集計、詳

細集計） 

平成 26 年 1 月～平成 27 年 12

月の各月 
H29. 2. 8 

平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H31 .2.28 

総務省 就業構造基本調査 
平成 24 年 H29. 2. 8 

平成 19 年、平成 29 年 H31 .2.28 

総務省 社会生活基本調査 

昭和 51 年 H30. 9.27 

昭和 56 年 H30. 6. 4 

昭和 61年、平成 3年～18年（５

年ごと） 
H30. 9.27 

平成 23 年 H29. 7. 7 

平成 28 年 H30. 6. 4 

総務省 経済センサス-基礎調査 
平成 21 年 H31. 3.20 

平成 26 年 H29. 7. 7 

総務省、 

経済産業省 
経済センサス-活動調査 

平成 24 年（総務省分） H29. 7. 7 

平成 24 年（経済産業省分） H30. 3.28 

平成 28 年（総務省分） H30. 9.12 

平成 28 年（経済産業省分） H30. 3.28 

総務省 家計調査 
平成 26 年 1 月～平成 27 年 12

月の各月 
H30. 4.18 

総務省 全国消費実態調査 平成 26 年 H29. 6. 2 

総務省 家計消費状況調査 

平成 27 年 1月～12 月の各月 H29. 2. 8 

平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H31. 3.20 

財務省 法人企業統計調査 

年次別：2015年度～2017年度分 

四半期別：2015年4-6月期～

2018年7-9月期分 

H31. 3.22 

厚生労働省 賃金構造基本統計調査 平成28年、29年 H31. 1. 4 

厚生労働省 就労条件総合調査 平成 29 年、30 年 H31. 3.25 

厚生労働省 薬事工業生産動態統計調査 平成 28 年 (整備中) 

厚生労働省 
医薬品・医療機器産業実態

調査 
平成 27 年度、28 年度 H31. 3.25 

厚生労働省 国民健康・栄養調査 平成 28 年、29 年 H31. 3.25 

厚生労働省 人口動態調査 平成28年、29年 H31. 1. 4 

31年３月末現在、７府省か
ら43調査の寄託を受け、26調
査の個票データがオンサイ
トで利用可能となるなど、着
実に統計調査の拡充を図っ
た。 

 
以上のことから、中央デー

タ管理施設及びポータルサ
イトの整備を適切に行うと
ともに、オンサイトで利用可
能な統計調査の拡充を図っ
ており、所期の目標を達成し
ていることから、当該項目の
評定をＢとした。 
 
 

 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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経済産業省 工業統計調査 平成26年 H30. 3.28 

経済産業省 
経済産業省企業活動基本調

査 
平成28年 H30. 3.28 

経済産業省 
経済産業省生産動態統計調

査 

平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H30. 3.29 

経済産業省 
経済産業省特定業種石油等

消費統計調査 

平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H30. 3.29 

経済産業省 石油製品需給動態統計調査 
平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H30. 3.28 

経済産業省 ガス事業生産動態統計調査 
平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H30. 3.29 

経済産業省 商業統計調査 平成 26 年 H30 .3.28 

経済産業省 特定サービス産業実態調査 平成 27 年 H30. 3.28 

経済産業省 商業動態統計調査 
平成 28 年 1 月～平成 29 年 12

月の各月 
H30. 3.28 

経済産業省 知的財産活動調査 平成 29 年 (整備中) 

経済産業省 模倣被害実態調査 平成 29 年 (整備中) 

経済産業省 スポットＬＮＧ価格調査 
平成 29 年 1 月～平成 30 年 12

月の各月 
(整備中) 

環境省 
産業廃棄物排出・処理状況

調査 
平成 29 年度 (整備中) 

環境省 
環境にやさしい企業行動調

査 
平成 29 年度 (整備中) 

環境省 
水質汚濁物質排出量総合調

査 
平成 29 年度の各月 (整備中) 

環境省 環境経済観測調査 平成 30 年 6月 (整備中) 

環境省 

食品廃棄物等の発生抑制及

び再生利用の促進の取組に

係る実態調査 

平成 29 年度 H31. 3.25 

環境省 
家庭からの二酸化炭素排出

量の推計に係る実態調査 
試験調査、平成 26・27 年度 (整備中) 

文部科学省 学校基本調査 平成 30 年度 (整備中) 

文部科学省 学校教員統計調査 平成 28 年度 (整備中) 

 

 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３―８ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項（統計データ利活用センターの運営） 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

製表基準適

応度(※１)        
予算額（千円） 3,312,452     

提出期限 
(※２)        

決算額（千円） 3,316,439     

        経常費用（千円） 3,458,117     
        経常利益（千円） △180,602     
        

行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,399,294     

        従事人員数（人日） －     
（※１）製表基準に適応＝○、製表基準に不適応＝× （※２）期限どおり提出＝○、期限超過＝× （※３）セグメント単位の額を計上 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （７）「政府関係機関の地

方移転にかかる今後の取

組について」（平成 28 年９

月１日まち・ひと・しごと

創生本部決定）に基づき、

平成 30 年度から和歌山県

に設置する統計データ利

活用センターにおいて、総

務省と連携して以下の取

組を含む統計ミクロデー

タの提供等の業務を行う

こと。 

・ICT を活用し情報セキュ

リティを確保しつつ高度

なデータ解析を可能とす

るオンサイト施設の円滑

な運用管理を行うこと。 

 

・全国の大学等へのオンサ

イト利用による有用性等

（８）統計データ利活用センターの運営 

「政府関係機関の地方移転にかかる今後

の取組について」（平成 28 年９月１日ま

ち・ひと・しご 

と創生本部決定）に基づき、平成 30 年度

から和歌山県に設置する統計データ利活

用センターにおいて、総務省と連携して

以下の取組を含む統計ミクロデータの提

供等の業務を行う。 

① ICT を活用し情報セキュリティを確

保しつつ高度なデータ解析を可能とする

オンサイト施設の円滑な運用管理を行

う。 

 

 

 

 

 

② 全国の大学等へのオンサイト利用に

よる有用性等について周知・広報を積極

＜評価の視
点＞ 
・統計ミクロ
データ提供
等に関する
事務が適切
に行われて
いるか。 

（８）統計データ利活用センターの運営 
統計センターは、「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組に

ついて」（平成 28 年９月１日まち・ひと・しごと創生本部決定）に基
づき、総務省と連携して平成 30 年４月１日に統計データ利活用センタ
ーを和歌山県和歌山市に設置した。統計データ利活用センターでは、
総務省第二庁舎（東京都新宿区）の関係部署と連携してオンサイト利
用を支えるシステムの運用管理を行っているほか、オンサイト利用の
全国的な展開に向けた取組や利便性向上策の検討などを行っている。 
 

ア オンサイト施設の運用管理 
情報セキュリティを確保しつつ、障害の発生等によりオンサイト施

設の利用者が影響を受けることのないようオンサイト施設の運用管理
を適切に実施している。平成30年度においては、特段の問題なく運用
管理を実施しており、この実績を踏まえて本年５月からの本格運用に
向けた準備を進めている。 

 
 
 
 
イ オンサイト施設の普及 

統計ミクロデータのオンサイト利用を推進するため、全国にオンサ
イト施設を設置する取組を行っている。オンサイト施設は大学・研究

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
 
【評定根拠】 

「政府関係機関の地方移転に
かかる今後の取組について」に
基づき、総務省と連携して平成
30 年４月１日に統計データ利活
用センターを和歌山県和歌山市
に設置し、オンサイト利用を支
えるシステムの運用管理を行っ
ているほか、オンサイト利用の
全国的な展開に向けた取組や利
便性向上策の検討などを行って
いる。 
 

 

オンサイト施設の運用管理に

ついては、情報セキュリティを

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
・「政府関係機関の地方移転にかかる

今後の取組について」（平成 28 年９月

１日まち・ひと・しごと創生本部決定）

に基づき、総務省と連携して平成 30
年４月１日に統計データ利活用セン

ターを和歌山県和歌山市に設置 
・統計データ利活用センターにおいて

は、先進的なデータ利活用の推進拠点

として、開設初年度ながら、①オンサ

イト施設の運用管理②オンサイト施

設の普及③オンサイト利用の利便性

向上の取組を着実に実施 
これらを踏まえ、所期の目標を上回

って達成していることから、当該項目

の評定を「Ａ」とした。 
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について周知・広報を積極

的に行うなどオンサイト

利用の全国的な展開に向

けて必要となる取組を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・オンサイト利用促進のた

めに更なる利便性向上策

等の検討を進めること。 

的に行うなどオンサイト利用の全国的な

展開に向けて必要となる取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ オンサイト利用促進のために更なる

利便性向上策等の検討を進める。 

機関を対象に設置していることから、統計ミクロデータを活用した研
究分析に取り組む教授等が多く参集する研究会等（公的統計ミクロデ
ータ研究コンソーシアムシンポジウム、匿名データ等利用推進ワーク
ショップ、共同研究集会「官民オープンデータ利活用の動向及び人材
育成の取組」、KUMiC ミクロデータ利用促進ワークショップ）におい
て、オンサイト施設の有用性について広く周知した。 
大学・研究機関に開設したオンサイト施設は、平成 28年度に１施設、

29 年度に２施設であったが、30 年度は大学・研究機関との連携を進め、
これまでの実績を大きく超え、新たに６施設を開設した。これに加え
て、施策立案などにおける統計ミクロデータの利活用を促進させるた
め、行政機関に３施設開設した。30 年度までに開設したオンサイト施
設は、12 施設となっている。 

 

平成30年度に新たに開設したオンサイト施設 

大学・機構名 開設 

大学・ 

研究機関 

多摩大学 30.４ 

群馬大学 30.６ 

新潟大学 30.６ 

情報・システム研究機構 30.10 

京都大学 31.２ 

大阪大学 31.３ 

行政機関 

独立行政法人統計センター 30.４ 

統計データ利活用センター 30.４ 

総務省（中央合同庁舎第２号館） 31.３ 

 
また、総務省統計局と協力し、全国の大学や教員などを対象に、オ

ンサイト利用やオンサイト施設設置に関する周知を目的としたアンケ
ート調査を実施した。アンケートの実施に当たっては、潜在的な統計
ミクロデータのニーズの掘り起こしやオンサイト利用に関するサービ
スの改善に繋がる意見等を得ることができるよう、オンサイト利用や
オンサイト施設を理解しやすくするための資料を新たに作成し、アン
ケート調査の際に配布した。 
 

ウ オンサイト利用の利便性向上 
オンサイトで利用可能な統計ミクロデータについては、対象となる

統計調査及び調査年次を順次拡大し、オンサイト利用の利便性の向上
を図っている。平成 29 年度まで総務省統計局及び経済産業省のデータ
のみであったが、30 年度には、内閣府、財務省、厚生労働省及び環境
省のデータを追加した。（Ⅰの３（７）調査票情報の提供及び活動を
参照） 
利用可能な統計ミクロデータの拡大とともに、大学等にオンサイト

施設について説明する際、統計ミクロデータの種類等について問合せ
が多数寄せられるようになった。このため、主管省庁の各ホームペー
ジに掲載され、散在していた調査事項等の情報を集約・整理し、一元
的に参照できるようにした。集約・整理した調査事項等の情報につい
ては、各省庁と調整した上で、30 年９月より公開を行っている。 
また、オンサイト利用に係る手続きについては、利用希望者が行政

機関に問い合わせることなく必要なプロセスや関係書類などを理解で
きるよう、関連情報を取りまとめたオンサイト利用ガイドを作成し、
公開を行った。 
さらに、近隣にオンサイト施設が設置されていない研究者等を想定

し、プログラム送付によるデータ利用サービスの導入を検討している。
検討に当たり実証実験を行うため、和歌山大学の協力のもと、30 年 11
月に当該サービスの検証環境を整備した。加えて、統計局と協力し、
先進的に取り組んでいる海外事例の調査を実施し、運用体制やセキュ
リティ確保手法等について情報収集を行った。 

 

確保しつつ、障害の発生等によ

りオンサイト施設の利用者が影

響を受けることのないようオン

サイト施設の運用管理を適切に

実施した。 

オンサイト施設の普及につい

ては、大学・研究機関との連携

を進め、これまでの実績を大き

く超え、大学・研究機関に６施

設、行政機関に３施設を開設し

た。 

また、オンサイト利用やオン

サイト施設の設置に関する周知

を目的としたアンケート調査を

実施した。 

さらに、オンサイト利用やオ

ンサイト施設を理解しやすくす

るための資料を新たに作成し、

アンケート調査の際に配布し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
オンサイト利用の利便性向上

については、主管省庁の各ホー
ムページに掲載され、散在して
いた調査事項等の情報を集約・
整理し、一元的に参照できるよ
うにした。集約・整理した調査
事項等の情報については、30年
９月より公開を行っている。 

また、利用希望者が行政機関
に問い合わせることなく必要な
プロセスや関係書類などを理解
できるよう、関連情報を取りま
とめたオンサイト利用ガイドを
作成し、公開を行った。 

さらに、近隣にオンサイト施
設が設置されていない研究者等
を想定し、プログラム送付によ
るデータ利用サービスの導入を
検討している。検討に当たり実
証実験を行うため、和歌山大学
の協力のもと、30年11月に当該
サービスの検証環境を整備し
た。 

 

このように、オンサイト利用

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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の全国的な展開に向けた取組を

適切に実施しており、これまで

の実績を大きく超え、大学・研

究機関に６施設、行政機関に３

施設を開設するなど目標を大き

く上回った。 
また、オンサイト利用の利便

性向上にも適切に取り組んでお
り、オンサイト施設の運用管理
も特段の問題なく実施し、本格
運用に向けた準備を適切に実施
していることから、当該項目の
評定をＡとした。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 研究に関する事項 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 198,412     
        決算額（千円） 189,716     
        経常費用（千円） 193,121     
        経常利益（千円） 8,779     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
186,152     

        従事人員数 －     
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 製表業務の高度化・効

率化や製表結果の品質の
向上に資するため、格付
支援システムの研究、未
回答事項の機械的な補完
方法等の研究に更なる重
点化を進めるとともに、
統計ニーズの多様化への
対応などに資するため、
統計データの提供に関す
る研究、最終取りまとめ
に掲げられた研究等の必
要な研究に積極的に取り
組むこと。また、その研
究成果を業務運営に十分
論文集：国連欧州 
平成 30 年度は、引き続

き、格付符号における格
付支援システムの機能向
上等に資する研究、デー
タエディティングに関す
る研究を行うとともに、
匿名データや一般用ミク
ロデータの作成及び提供
に関する研究、リモート

（１）製表業務の高度化・効率
化や製表結果の品質向上に資
するための研究 

① 格付支援システム等に
関する研究 

形態素解析、機械学習等の技
術を活用した格付支援システ
ムに関する研究を行う。 

平成30年度においては、家計
調査の収支項目分類システム
について、現在運用中のルール
ベース型システムとの統合に
向けた研究を行うとともに、格
付業務の高度化・効率化に向け
た研究を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点
＞ 
・格付支援シ
ステム、デ
ータエディ
ティングに
関する研究
など、製表
業務に適用
可能な研究
が重点的に
行われてい
るか。 

 
・研究成果の
実務への活
用実績 

 
 
 
 
 
 
 
 

４ 研究に関する事項 

統計センターでは、製表業務の高度化や製表結果の品質の向上、統計ニーズの多様化
への対応などに資するため、製表実務に適用可能な研究に重点を置いて研究を進めてい
る。 
平成30年度は、製表業務の高度化・効率化及び製表結果の品質向上に資するための研

究、データエディティングに関する研究並びに統計データの提供に関する研究を行うと
ともに、外部機関との連携及び研究成果の普及等を行った。 

 

（１）製表業務の高度化・効率化や製表結果の品質向上に資するための研究 

ア 格付支援システムの研究 
家計調査の収支項目分類符号の格付事務の省力化を目指し、形態素解析、機械学習

等の技術を活用した格付支援システムについての研究を行っている。このシステム
は、十分な量の符号格付済みのデータを蓄積することで、現在運用中の格付システム
において人手により行っているルール作成と管理の自動化が可能となる。 
平成30年度は、収支項目分類の格付支援システムの業務適用に向け、格付精度の更

なる向上を目的とした研究、アルゴリズムの頑健性の検証及び平成30年1月の家計調
査の調査票変更に適用するための研究を行った。また、結果についての論文投稿等を
行った。具体的には、６月開催のKES-idt18（KES国際会議-知識に基づく判別技術）、
９月開催のuRos2018（政府統計におけるRの利用に関する国際会議）、３月開催の
NTTS2019（公的統計のための新たな手法とテクノロジー）において、それぞれ発表と
論文投稿を行った。この結果、KES-idt18の論文は、Springerから出版された予稿集
Intelligent Decision Technologies 2018, Smart Innovation, Systems and 
Technologiesに採録され、会議においてBest Research Paper Award（最優秀賞）を
受賞した。この賞は、KES-idt18に投稿された論文の内、査読を通過した約30の論文

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

【評定根拠】 

＜製表業務の高度化・効率化や
製表結果の品質向上に資する
ための研究＞ 

格付支援システムの研究に
おいては、収支項目分類の格付
支援システムの業務適用に向
け、格付精度の更なる向上を目
的とした研究、アルゴリズムの
頑健性の検証及び平成30年1月
の家計調査の調査票変更に適
用するための研究を行った。ま
た、結果についての論文投稿等
を行った。この結果、KES-idt18
の論文は、Springerから出版さ
れた予稿集に採録され、会議に
おいて Best Research Paper 
Awardを受賞するなどの成果を
挙げた。本論文では、教師付機
械学習型の分類アルゴリズム

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・製表業務の高度化・効率化や製表

結果の品質向上に資するための研究

については、格付支援システムの研

究及びデータエディティングに関す

る研究に重点的に取り組んだ。特に、

収支項目分類における分類アルゴリ

ズムについては、KES-idt18 おいて

「最優秀賞（Best Research Paper 
Award）」の受賞や家計調査における

収支項目分類の格付支援システムへ

の実装に向けて準備を進めるなど、

分類精度向上を目指した。 
・また、統計ニーズの多様化への対

応などに資するための研究について

は、匿名データ作成における各種手

法の研究やオンデマンドによる統計

作成機能・方策についての秘匿処理

技術等に係る研究に積極的に取り組
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アクセスを含むオンサイ
ト利用の運用時における
課題の研究など、公的統
計基本計画を踏まえ、目
標を明確にした研究を行
うこと。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② データエディティング

に関する研究 
経済系の調査で用いる新た

なエディティング手法につい
て、更なる研究を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）統計ニーズの多様化への
対応などに資するための研究 

① 公的統計のミクロデー
タの利用促進を図るため、匿名
データ作成における各種手法
の研究を、総務省統計局と共同
で行う。 

平成30年度においては、平成
22年国勢調査の匿名データ作
成手法に関する研究を行う。 

 
② 広く一般的に活用可能

な一般用ミクロデータの作成
及び提供に関する研究を、総務
省統計局と共同で行う。 

平成30年度においては、一般
用ミクロデータに対するニー
ズを踏まえ、就業構造基本調査
等について、質的変数の一般用
ミクロデータの提供に向けた
研究を行う。 

 

 

 

③ 公的統計基本計画に基

づき、調査票情報の提供に関

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の中から、1つの論文のみが受賞するものである。本論文では、教師付機械学習型の
分類アルゴリズムに、ファジーの分野で用いられる指標を取り入れ、新たなアルゴリ
ズムを提案した。その結果、提案手法のオリジナリティが高く評価された。さらに、
この論文の内容を拡張し、分類（格付）の確からしさを確認するための指標を定義し、
データや分類構造に内在する不確定性を考慮した分類アルゴリズムを提案し、分類精
度向上を目指した。この研究成果は、uRos2018で発表の後、論文は、Journal of 
Romanian Statistical Review(2018第４号)のuRos特集号に採択された。同分類アル
ゴリズムについては、家計調査（収支項目分類システム）の適用を目指して、準備を
進めているところである。さらに、格付支援システムのアルゴリズム及びこれまでの
検証結果をまとめ、関係部署との会合で報告を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

イ データエディティングに関する研究 
９月にオランダ開催の審査付き学会uRos2018において要請があり審査委員を務め、

個人企業経済調査の補完で用いる多変量外れ値検出法の選択についての研究成果を
発表し、その内容をオーストリア統計学会刊行の審査付き学会誌Austrian Journal of 
Statistics(AJS)のuRos特集号に投稿し、採択された。また、Journal of Romanian 
Statistical Review のuRosの特集号において査読者を務めた。 
スイスで開催されたUNECE統計データエディティングに関するワークショップにお

いて、諸外国のデータエディティング及び使用ソフトウェア等について、情報収集を
行った。 
 また、平成31年個人企業経済調査の補完について依頼を受け、これまでのデータエ
ディティング分野での情報収集及び研究成果をもとに補完方法案をとりまとめ、７月
末に統計局が開催した個人企業経済統計研究会において中間報告を行った。 

 

 

 

 

 

（２）統計ニーズの多様化への対応などに資するための研究 

ア 匿名データ作成における各種手法の研究 
平成22年国勢調査の匿名データの作成については、引き続き統計局と共同研究を行

い、９月の統計関連学会連合大会において、これまでの結果をまとめた共同研究の報
告を行った。 

 
 
 
 
 
イ 一般用ミクロデータの作成及び提供に関する研究 

一般用ミクロデータについては、引き続き統計局との共同研究を進め、就業構造基
本調査の公表結果表から擬似標本を作成する手法を開発し、質的データの一般用ミク
ロデータとして、就業構造基本調査の複数年次（平成４年、９年、14年、19年、24
年）のデータを作成し、６月に日本人口学会年次大会において作成方法等の報告を行
い、９月に提供を開始した。 
なお、公的ミクロデータの利用拡大を図る取組の一環として、大学等の授業やプロ

グラムテストなど、広く一般での活用を可能とする「一般用ミクロデータ*10」の提供
（無償）を行っている。平成30年９月より、新たに就業構造基本調査（平成４年、９
年、14年、19年、24年）の提供サービスを開始した。平成30年度における一般ミクロ
データの利用件数は、352件であった。 

 
 
ウ 調査票情報の提供に関するオンサイト利用等の検討 

調査票情報のオンサイト利用については、利用者が集計結果のリスク検査及び秘匿
を行うための簡易ツールを試作し、検証を行った。 

に、ファジーの分野で用いられ
る指標を取り入れ、新たなアル
ゴリズムを提案した。その結
果、提案手法のオリジナリティ
が高く評価された。 

さらに、この論文の内容を拡
張し、分類（格付）の確からし
さを確認するための指標を定
義し、データや分類構造に内在
する不確定性を考慮した分類
アルゴリズムを提案し、分類精
度向上を目指した。同分類アル
ゴリズムについては、家計調査
（収支項目分類システム）の適
用を目指して、準備を進めてい
る。 

 
データエディティングに関

する研究においては、オランダ
開催の審査付き学会で審査委
員を務め、個人企業経済調査の
補完で用いる多変量外れ値検
出法の選択についての研究成
果を発表し、内容をオーストリ
ア統計学会刊行の審査付き学
会誌のuRos特集号に投稿し、採
択された。 

また、平成31年個人企業経済
調査の補完について依頼を受
け、データエディティング分野
の情報収集及び研究成果をも
とに補完方法案をとりまとめ、
統計局が開催した個人企業経
済統計研究会において中間報
告を行った。 

 
＜統計ニーズの多様化への対
応などに資するための研究＞ 
 匿名データ作成における各
種手法の研究においては、平成
22年国勢調査の匿名データ作
成を引き続き統計局と共同研
究を行い、統計関連学会連合大
会において、これまでの結果を
まとめた共同研究の報告を行
った。 
 
 一般用ミクロデータの作成
及び提供に関する研究におい
ては、引き続き統計局との共同
研究を進め、就業構造基本調査
の公表結果表から擬似標本を
作成する手法を開発し、質的デ
ータの一般用ミクロデータと
して、就業構造基本調査の複数
年次のデータを作成し、日本人
口学会年次大会において作成
方法等の報告を行い、９月に提
供を開始した 
 

調査票情報の提供に関する
オンサイト利用等の検討にお
いては、リスク検査及び秘匿を

んだ。 
・外部機関との連携及び研究成果の

普及等については、統計学の研究に

携わっている研究者を非常勤研究員

として採用し、研究を行うなど、外

部研究者を積極的に活用した。 
これらを踏まえ、所期の目標を上

回って達成していることから、当該

項目の評定を「Ａ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

                                                  
*10一般用ミクロデータ：集計表から作成するなど、調査票情報を直接的に用いない方法により作成する擬似的なミクロデータ。広く一般的に活用することを目的としている。  
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し、リモートアクセスを含むオ

ンサイト利用の運用における

課題について技術的な検討を

行う。 

④ より利便性の高い提供

方式であるオンデマンドによ

る統計作成機能・方策につい

て、オーダーメード集計への導

入に向けた検討を行う。また、

統計ニーズの多様化への対応

などに資するため、統計データ

の提供に関する研究等を行う。 
 
（３）外部機関との連携及び研
究成果の普及等 

上記の研究に当たっては、必
要に応じて国内外の大学や統
計研究研修所を始めとする官
民の研究所、国際機関、諸外国
の統計機関等の外部の機関と
の間で技術協力や連携も併せ
て実施する。 

また、統計技術や研究成果の
普及を図る観点から、研究報告
書などの各種資料の刊行や学
術誌等への投稿、関連学会等に
おける発表を推進し、刊行等の
件数を３件以上とするととも
に、外部の研究者を招へいした
研究会を２回以上開催する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点
＞ 
・研究にあた
っては、外
部研究者を
積極的に活
用して研究
を行ってい
るか。 

 

 
 
 
 
エ オンデマンドによる統計作成機能・方策についての秘匿処理技術等に係る研究 

オンデマンド集計については、現行法制度における具体的な提供形態についての検
討を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

（３）外部機関との連携及び研究成果の普及等 
ア 外部研究者の採用及び統計センター内研究会での外部研究者の活用 

統計学の研究に携わっている研究者を非常勤研究員又は任期付研究員として採用
し、消費動向指数などについての研究を行った。また、大学教授等の外部研究者で構
成する「統計技術研究会」を研究会及び講演会の形式で２回開催した。 

 
イ 官民の研究所、国際機関等との技術協力・連携 
①  統計研究研修所の依頼により、統計ソフトウェア（コース内講義5コマ、1日 

コース1本）及び欠測補完（コース内講義1コマ）について講師を3名派遣した。 
②  国連アジア太平洋統計研修所（SIAP）の依頼により、統計ソフトウェアの講 

師（コース内講義25コマ）を1名派遣した。 
③  一橋大学経済研究所の依頼により、統計ソフトウェアを用いたミクロデータ 

分析の講師をカンボジア国家統計局（1.5日コース）および計画省地方事務所（４
州、各半日コース）へ１名派遣した。 

 
ウ 統計技術及び研究成果の普及等 
① 学会等における研究発表 

統計センターでは、日本統計学会等、統計技術との関連が強い７学会に団体加入
し、学会の情報を入手するとともに、定期的に開催される会合において発表を行っ
ている。 
また、匿名データの提供及びオーダーメード集計などの統計センターの業務を広

く周知するための広報も実施している。 
 
平成30年度は、以下の発表を行った。 
 

平成30年度 学会等における研究発表実績 

年月日 
会議等の名

称 
発表内容 開催地 開催場所 

30.6.2～
6.3 

日本人口学
会第 70回大
会 

・一般用ミクロデータ就業構造基本調
査版の概要 

千葉県 
浦安市 

明海大学 
浦安 
キャンパ
ス 

30.6.20
～6.22 

KES-IDT2018 
第10回KES国
際会議-知識
に基づく判
別技術 

・ Supervised multiclass classifier 
for autocoding based on partition 
coefficient（自動格付のための分
割係数に基づく教師付き多クラス
分類器） 

オース
トラリ

ア 
ゴール
ドコー
スト 

オースト
ラ 

リア 
マントラ

オ 
ンビュー

ホ 
テル 

 
30.9.9～

9.13 
 

2018 年 度 統
計関連学会
連合大会 

・統計データの二次的利用における統
計センターの取組 

・ミクロデータにおける攪乱的手法の
有効性に関する研究 

・異時点の経済センサスをリンケージ
した情報に基づく事業所の廃業・
事業転換 

・政府統計の所得集計データからの相
対的貧困率の推定 

・公的統計分野におけるデータサイエ

東京都 
文京区 

中央大学 
後楽園キ
ャンパス 

行うための簡易ツールを試作
し、検証を行った。 
 
 

オンデマンドによる統計作
成機能・方策についての秘匿処
理技術等に係る研究において
は、現行法制度における具体的
な提供形態についての検討を
行った。 
 
 
 
 
＜外部機関との連携及び研究
成果の普及等＞ 

外部機関との連携及び研究
成果の普及においては、統計学
の研究に携わっている研究者
を非常勤研究員又は任期付研
究員として採用し、消費動向指
数などについての研究を行っ
た。 

また、大学教授等の外部研修
者で構成する「統計技術研究
会」を２回開催した。 

さらに、官民の研究所、国際
機関等との技術協力・連携も実
施している。 

 
学会等における研究発表で

は、統計技術との関連が強い７
学会に団体加入し、学会の情報
を入手するとともに、定期的に
開催される会合において発表
を行った。 

また、統計センターの業務を
広く周知するための広報も実
施した。 

このほか、統計技術研究会や
統計センター実務検討会を複
数回開催した。 

また、統計センターにおける
製表技術の研究成果や国外に
おける製表技術の研究に関連
する出版物の翻訳などの資料
を刊行し、学術誌等へ投稿し
た。 

このように、製表業務の高度
化・効率化や製表結果の品質向
上に資するための研究、統計ニ
ーズの多様化への対応などに
資するための研究を行うとと
もに、外部機関との連携及び研
究成果の普及等も適切に行っ
ている。 

さらに、国際会議において、

Best Research Paper Award（最

優秀賞）を受賞するなど、大き

な研究成果を上げたことから、

当該項目の評定をＡとした。 
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ンス力強化支援の取り組み 
・一般用ミクロデータ就業構造基本調

査版（仮）〜擬似標本データによる
統計演習例〜 

 
30.9.10
～9.12 
 

経済統計学
会 2018 年 度
全国研究大
会 

・公的統計ミクロデータ、ＰＯＳデー
タ等を用いた消費動向の分析 

和歌山
県 

和歌山
市 

和歌山県
民 

文化会館 

30.9.12
～9.14 
 

uRos2018 
第６回統計
ソフトのた
めの新たな
挑戦～公的
統計におけ
るＲの利用
～に関する
国際会議 

・Comparison of multivariate outlier 
detection methods for nearly 
elliptically distributed data（楕
円分布を前提とする多変量外れ値検
出法の比較について） 

 
・Overlapping classification for 

autocoding system（自動格付のため
の多重分類について） 

オラン
ダ 

ハーグ 

オランダ
統 

計局 

30.10.19
～10.21 

第 27 回地理
情報システ
ム学会研究
発表大会 

・経済センサス－基礎調査における調
査ブロック形成方法の提案：空間代
表点情報を利用した制約付クラスタ
ー分析の新たなアルゴリズムの開発 

東京都 
八王子
市 

首都東京
大 

学 
南大沢キ

ャ 
ンパス 

30.12 8 

2018 年 度 統
計数理研究
所共同研究
集会「データ
解析環境Rの
整備と利用」
（第13回Rユ
ーザ会） 

・国外の公的統計作成部局における近
年の動き 

東京都 
立川市 

統計数理 
研究所 

31.3.12
～3.14 

NTTS2019 
公的統計の
ための新た
な手法とテ
クノロジー 

・On robustness of the supervised 
multiclass classifier for 
autocoding system（自動格付のため
の教師付多クラス分類器の頑健性に
ついて） 

ベルギ
ー 

ブリュ
ッセル 

シャルル
マ 

ーニュ会
議 

センター 

 
② 統計技術研究会 

製表業務の高度化や製表結果の品質の向上、統計ニーズの多様化への対応などに
資するため、外部有識者から統計を取り巻く動向について話を伺うとともに、研究
成果を報告し外部研究者を始めとした有識者から意見等をいただき、それぞれの研
究の方向性や手法を検討するため、統計技術研究会を２回開催した。 
 

平成30年度 統計技術研究会開催実績 

回 開催年月
日 議    題 

第１
回 

31．1.24 
《研究会》 
・個人企業経済調査の見直しに伴う補完の研究 

第２
回 

31．3．5 
《講演会》 

・統計センターにおける統計品質保証－マネジメントから統計数理
まで 

 
 
 

③ 統計センター実務検討会 
統計センター業務についての研究・開発の成果及び事務改善に関する情報等を共

有し、その活用を一体的かつ効果的に推進するとともに、職員の人材育成及び専門
性の継承を図るため、統計センター実務検討会を６回開催した。 

 
平成30年度 統計センター実務検討会開催実績 

回 開催年月

日 発表内容 

第95回 30.7.11 ・ＢＩツールの活用事例 
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第96回 30．9.12 ・分類符号に関するｅ_ラーニング研修について 

第97回 30.10.25 

・平成28年経済センサス‐活動調査 結果表審査の概要 

・情報セキュリティに関する基本知識－マルウェアに関する基

本的な知識について－ 

第98回 30.11.22 
・法人文書管理について 

・SSDS業務におけるFMEAを用いたエラープルーフ化 

第99回 31．1.30 
・持ち出し審査の人財育成 

・プロファイリング活動の概要 

第100回 31．3.13 ・平成30年度 業務改善推進制度 表彰テーマの発表 

 注）回は平成20年度からの一連番号 
 

④ 製表技術参考資料等の刊行及び学術誌等への投稿 
研究成果の普及を図るため、統計センターにおける製表技術の研究成果や国外に

おける製表技術の研究に関連する出版物の翻訳などの資料を刊行し、学術誌等へ投
稿した。 

 
平成30年度 製表技術参考資料等刊行実績 

刊行年
月 資料等名 内    容 

31.3 
製表技術関連資料
集12 

・報告論文集：国連欧州経済委員会(UNECE)統計データ
エディティングに関するワークセッション2017 

 
平成30年度 学術誌等への投稿実績 

刊行年
月 

学術誌等名 内    容 

31.3 研究彙報76号 

・多変量外れ値の検出～ロバスト回帰のウェイト関数や
残差尺 
度の影響について 

・同一母集団からの複数調査による母集団推定値の合成
方法について 

 
エ その他（統計データ分析コンペディションの開催） 

将来の経済成長を担うデータサイエンス力の高い人材育成のため、我が国の次代を
担う高校生、大学生等の統計の有用性への理解と統計データの利活用拡大のため、教
育用標準データセット＊11（SSDSE）を用いた「統計データ分析コンペティション」を
統計局等と共同開催した。受賞者及び受賞論文は以下のとおり。 

 
～ 高校生の部 ～ 

受賞者 受賞論文 

【総務大臣賞】 
大段 利々子 
（広島大学附属高等学校） 

本当に日本の医療は危機的状況にあるのか？  

【優秀賞】 
宮本 雨月、金山 瑠依、門脇 俊樹 

（和歌山県立田辺工業高等学校） 

SSDSEデータを活用した全国学習状況調査結
果との相関分析 

【日本統計協会賞】 
白石 大悟、高田 蒼大、武田 裕喜 

（愛媛県立松山南高等学校） 

交流人口増加による愛媛県の活性化 

【特別賞】 
伊藤 寛子 

（渋谷教育学園幕張高等学校） 

機械学習による15歳未満人口の推定  

 
～ 大学生・一般の部 ～ 

受賞者 受賞論文 

                                                  
＊11教育用標準データセット（Standardized Statistical Data Set for Education:）: データサイエンス教育のための汎⽤素材として、作成・公開しているデータで、公的統計の主要な111項⽬のデータを全国1741市区町村別に⼀覧できる、表形式のデータセット 
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【総務大臣賞】 
平原 幸輝 
（早稲田大学人間科学部人間環境

科学科） 

地方創生における三つの「鍵」  

【優秀賞】 
小野島 昂洋 

（早稲田大学大学院教育学科研究） 

人口規模によって異なる保育所数・保育所在
所児数・定員充足率の関係 

【日本統計協会賞】 
池田 泰成、柴辻 優樹、鶏内 朋也、

石川 貴啓、佐野 岳史 

（慶応義塾大学ﾘｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 

地方創生に向けた東京一極集中是正のための
定量的都市圏選定指標の提案 

【特別賞】 
小野  恵子、宮内  はじめ、白松  

俊、河口  信夫、五十嵐  康伸 
（国際基督教大学社会科学研究所、
Code for Nagoya・OSGeo財団日本支部、
名古屋工業大学大学院工学研究科、名
古屋大学大学院工学研究科、パーソル
キャリア株式会社） 

日本の全市町村における人口の自然増減の分
布と説明要因 
  

 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 統計活動に関する国際協力 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 30,232     
        決算額（千円） 26,367     

        経常費用（千円） 26,455     
        経常利益（千円） 3,858     
        行政サービス実施コ

スト（千円） 
6,918     

        従事人員数 －     
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 国際機関及び各国に

おける統計活動への協
力の一環として、国際的
な動向等に関する情報
収集、国際会議等への職
員派遣、発展途上国等へ
の技術協力、諸外国への
統計データ提供環境の
整備等に統計局・統計研
究研修所と連携し、取組
を更に進めること。 
 

国際機関及び各国における
統計活動への協力の一環とし
て、更なる国際的な統計行政の
発展及び世界における我が国
統計行政のプレゼンス向上に
貢献するため、国際的な動向等
に関する情報収集や国際的な
統計技術の検討の場における
我が国の知見の共有を行い相
互の統計技術の深化を図ると
ともに、国際会議等への職員派
遣、発展途上国等への技術協
力、諸外国への統計データ提供
環境の整備等に、統計局・統計
研究研修所と連携して積極的
に参画する。 

ま た 、 Ｌ Ｉ Ｓ
（CROSS-NATIONAL DATA CENTER 
in Luxembourg）のデータベー
ス（各国の家計所得に関するデ
ータベース）について、政府機
関の職員、大学や非営利団体の
研究者が利用することができ
るよう支援を行う。 

＜評価の視点
＞ 
・国際機関及び

各国におけ
る統計活動
への協力に
ついて取り
組んでいる
か。 

 

５ 統計活動に関する国際協力 

国際機関及び各国における統計活動への協力の一環として、更なる国際的な統計行政
の発展及び世界における我が国統計行政のプレゼンス向上に貢献するため、国際的な動
向等に関する情報収集や国際的な統計技術の検討の場における我が国の知見を高める
相互の統計技術の深化を図るとともに、国際会議等への職員派遣、発展途上国等への技
術協力、諸外国への統計データ提供環境の整備等に、統計局・統計研究研修所と連携し
て積極的に参画した。 

 

（１）国際的な動向等に関する情報収集 

国際的な動向等に関する情報収集においては、国際会議に職員を派遣し、国際的な
動向等に関する情報収集を行うとともに、会議において発表を行うことで、統計セン
ターの知見を高める相互の統計技術の深化を図っている。また、海外の研修者と交流
を行うことにより、情報収集及び統計技術の深化を図っている。 
なお、統計局、統計研究研修所及び統計センターが平成26年度に共同で発足させた

「外国統計事情収集分析チーム」を活用し、積極的な諸外国や国際機関等の統計事情
に関する情報を収集分析し、それらの情報を共有している。 
平成30年度における国際的な動向等に関する情報収集の具体的な取組は、次のとお

りである。 

 

ア 国際会議等への職員派遣 

時期 国際会議名等 開催地 目的等 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

国際的な動向等に関する情
報収集については、国際会議に
職員を派遣し、国際的な動向等
に関する情報収集を行うとと
もに、会議において発表を行う
ことで、統計センターの知見を
高める相互の統計技術の深化
を図っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・国際会議への職員の派遣、統計

局、統計研修所及び統計センター

共同で発足させた「外国統計事情

収集分析 チーム」の活用により、

国際的な動向等に関する情報の収

集分析等に取り組んだ。 

・発展途上国等への技術協力を統

計局に協力して実施しているほ

か、発展途上国等への技術協力プ

ロジェクト等に協力して実施 

・また、エジプト中央動員統計局

（CAPMAS）における統計情報の質

向上プロジェクトへの短期専門家

（２名）を派遣 

・予算額と決算額に乖離が生じて

いるが、役職員給与等の執行残が
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 30.4.15

～22 

European Statistical 

Training Programme

（Output Checkingコー

ス） 

ルクセ

ンブル

ク 

国際的な統計研修への参加 

30.6.18

～23 

KES-IDT2018 への参加 オ－ス

トラリ

ア 

国際会議への参加 

30.7. 7 

～13 

第 10 回国際統計教育学会

京都大会（ICOTS10）への

参加 

日本 国際会議への参加（発表） 

30.7. 9 

～13 

National Government 

Geospatial Executive 

Forum及びEsri User 

Conference 

アメリ

カ 

国際会議への参加（発表） 

30.9. 9 

～16 

uRos2018 及びdaWos2018 オラン

ダ 

国際会議への参加（発表） 

30.9.24 

～30 

Privacy in statistical 

databases 

スペイ

ン 

国際会議への参加（発表） 

30.11.14 

～16 

第７回ジェンダー統計グ

ローバルフォーラム 

日本 国際会議への参加 

31.3.11 

～16 

NTTS（公的統計のための新

たな手法とテクノロジー）

2019 

ベルギ

ー 

国際会議への参加（発表） 

31.2.28 

～3.10 

第 50 回国連統計委員会 米国 国連統計委員会における重要

課題等の把握 

 

イ 海外の研究者による講演会の開催 

実施日 講演会名等 来訪者 

30.11.8 カンボジア計画省統計局

職員による講演会 

・ホゥ ダリッ（カンボジア計画省） 

・サン ランディ（カンボジア計画省

統計局） 

・チャオ ヒュウ（カンボジア計画省

統計局） 

・チャン セライ（カンボジア計画省

統計局） 

 

ウ 統計局等と協力して行う情報収集のための諸外国への訪問 

時期 用務名等 訪問国 目的等 

30.5.20～

24 

 

公的統計におけ

るICTの国際展

開支援業務 

ベトナム 公的統計における情報通信技術の

国際展開に係るベトナム統計総局

訪問 

30.8. 8 

～11 

公的統計におけ

るICTの国際展

開支援業務 

ベトナム 公的統計における情報通信技術の

国際展開に係るベトナム統計総局

訪問 

31.1.15～

19 

公的統計におけ

るICTの国際展

開支援業務 

ベトナム 公的統計における情報通信技術の

国際展開に係るベトナム統計総局

訪問 

 
（２）海外への技術協力 

海外への技術協力では、発展途上国等への技術協力を実施している統計局に協力し
ているほか、発展途上国等への技術協力プロジェクト等に協力して実施している。特
に、独立行政法人国際協力機構（JICA）が、ネパール中央統計局に対して実施してい
る技術協力プロジェクトに関しては、平成28年７月に統計センター内に発足させた

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外への技術力について、発

展途上国等への技術協力を実
施している統計局に協力して
いるほか、発展途上国等への技
術協力プロジェクト等に協力

主な理由であることから、当該事

業に係るインプット情報（財務情

報）に特段問題は生じていない。 

これらを踏まえ、所期の目標を

達成していることから、当該項目

の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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「ネパール支援チーム」メンバー等が、本邦研修の講師を務めた。さらに、エジプト
中央動員統計局への技術協力プロジェクトへは、短期専門家を２名派遣した。 
平成30年度における海外への技術協力の具体的な取組は次のとおりである。 

 

ア 統計局実施の二国間交流への参加による技術協力への対応 

① 訪日統計視察団等への対応 

実施日 視察団名等 来訪国 目的等 

30.7.26 

 

第 31 回訪日・中国統計

視察団 

中国 中央統計作成機関間におけ

る技術交流、情報交換及び地

方視察対応 

30.12.11 第４回訪日・ベトナム

統計代表団 

ベトナム 中央統計作成機関間におけ

る技術交流、情報交換 

31.1.31 第３回訪日・モンゴル

統計代表団 

モンゴル 中央統計作成機関間におけ

る技術交流、情報交換 

② 日本統計視察団等への統計センター職員の派遣対応 

実施日 視察団名等 訪問国 目的等 

31.8. 6 

～10 

第２回訪越・日本統計

代表団 

ベトナム 中央統計作成機関間におけ

る技術交流、情報交換 

31.3.11

～16 

第 28 回訪韓・日本統計

視察団 

韓国 中央統計作成機関間におけ

る技術交流、情報交換 

 

イ JICA等による技術協力プロジェクト等への対応 

実施日 技術協力プロジェクト

名等 

対象国 内容等 

30.7.25 

～27 

ネパール中央統計局能

力強化プロジェクト  

平成 30 年度本邦研修 

ネパール 統計センター業務概要説

明、施設見学、経済センサ

スの審査・集計方法の概要、

経済センサスの審査・集計

における品質管理及び政府

統計共同利用システムの運

用管理等の説明、情報交換

等 

30.10.3、 

4、15 

エジプト中央動員統計

局（CAPMAS）における

統計情報の質向上プロ

ジェクト  

平成 30 年度本邦研修 

エジプト 統計センター業務概要説

明、施設見学、国勢調査及

び経済センサスの審査・集

計方法の概要等の説明、情

報交換等 

31.2.1 

 ～2.9 

（１名は、

30.2.1 

～2.5） 

エジプト中央動員統計

局（CAPMAS）における

統計情報の質向上プロ

ジェクトへの短期専門

家の派遣（２名） 

エジプト 経済センサスのデータ処

理、LOD（Linked Open Data）

を利用した公表手法概要等

の説明、情報交換等 

 

ウ 国連アジア太平洋研修所（SIAP）研修員の訪問対応 

実施日 研修コース名 内容等 

30.6.1 平成 30 年度第２回「インクルーシブな開発政

策のための 

細分類されたSDG指標の統計分析コース」 

統計センター業務概

要説明、施設見学 

30.10.18 平成 30 年度第３回「持続可能な開発目標

（SDGs）のモニタリングのための 

公的統計の理論と実務コース」 

統計センター業務概

要説明、施設見学 

31.2.1 平成 30 年度第１回「SDGに関する統計への新

しいデータソース及び手法の利用におけるイ

ノベーションコース」 

統計センター業務概

要説明、施設見学 

 

している。特に、独立行政法人
国際協力機構（JICA）が、ネパ
ール中央統計局に対して実施
している技術協力プロジェク
トに対しては、統計センター内
に「ネパール支援チーム」を平
成28年７月に発足させ、組織的
に支援している。 
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エ その他の訪問対応、講師派遣等 

実施日 件名 内容等 

30.4.24～

4.25 

カンボジア経済財政省職員来訪対

応 

統計センターの業務概要説明

及び情報交換 

30.5.23 香港城市大学学生等来訪対応 統計センターの業務概要説明 

30.8.1 日台技術協力研修「日本の電子商取

引及び工業生産調査」への講師派遣 

 

依頼による講師派遣（「経済

センサスの審査・集計の概

要」、「政府統計共同利用シ

ステムのオンライン調査

（e-survey）システム」につ

いて） 

30.8.30・

31 

「石橋信夫記念国際交流事業」研修

員来訪対応 

統計センターの業務概要説明 

30.12.20

～31 

カンボジア統計局への講師派遣 依頼による講師派遣（「Rを用

いたミクロデータ分析の基

礎」等について） 

30.2.19～

22 

「統計的開示抑制コース」研修講師

来訪対応 

「統計的開示抑制コース」研

修（一橋大学経済研究所主催） 

 
（３）ＬＩＳ*12のデータベース利用に関する支援 

ＬＩＳが整備しているデータベースの利用について、平成21年10月に同機関と協定
を締結している。30年11月に同機関と拠出金支払いに係る合意書の締結（平成31年～
35年）を行い、政府機関の職員その他国内の大学や非営利機関の研究者が利用するた
めの支援を行っている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＬＩＳが整備しているデー

タベースの利用については、政
府機関の職員等が利用するた
めの支援を行い、国際的な統計
データの利用機会を国内に提
供することで、統計の利便性を
向上させた。 
 

以上のことから、国際機関及
び各国における統計活動への
協力について積極的に取り組
んでおり、所期の目標を達成し
ていることから、当該項目の評
定をＢとした。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 

 

                                                  
*12ＬＩＳ（CROSS-NATIONAL DATA CENTER in Luxembourg）：各国の政府機関等の協力・支援を得て、家計所得に関係する各国の調査データを収集し、国際比較研究に利用可能なデータベースを整備しているプロジェクト。現在、47 か国から家計所得に関するデータ提供を受けてい

る。ＬＩＳのデータは、所得分布に関する国際的なデータベースとして有名なものであり、各国の経済学者や社会学者に幅広く使われている。  
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ その他 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人統計センター法第 10 条第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成３０

年度 
令和元年

度 
令和２年度 令和３年

度 
令和４年度  平成３０

年度(※３) 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年

度 

        予算額（千円） 9,054,300 
の内数 

    

        決算額（千円） 9,021,536 
の内数 

    

        経常費用（千円） 9,217,532 
の内数 

    

        経常利益（千円） △142,549 
の内数 

    

        行政サービス実施コ

スト（千円） 
7,101,010 

の内数 
    

        従事人員数 － － －   
（※）Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項の合計額を計上。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価

指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 上記１から５までに掲

げる業務を行うに当たっ
ては、製表結果の精度確
保、秘密の保護、統計の
品質管理等のために必要
な措置を講じること。 

 

上記第１の１から５までに
掲げる業務を行うに当たって
は、製表結果の精度確保に努め
るとともに秘密の保護を徹底
する。特に、製表結果の精度確
保に当たっては、製表業務の各
段階において、取組状況の監
視、達成状況の評価、更なる活
動内容の見直しを行い、製表業
務の品質管理におけるＰＤＣ
Ａサイクルを着実に実施する
ことにより、品質の維持・向上
に努める。 

また、ＩＳＭＳ*13に基づくマ

＜評価の視
点＞ 
・製表結果の
精度確保、秘
密の保護、品
質の維持・向
上、統計の品
質管理等に
努めている
か。 
 

６ その他 

上記第１の１から５までに掲げる業務を行うに当たっては、製表結果の精度確保に努
めるとともに秘密の保護を徹底する。特に、製表業務の各段階における品質管理活動を
着実に実施し、製表結果の精度確保に努めるとともに、情報技術に関する各種事務にお
いても品質の維持・向上に努めている。 
また、秘密の保護に当たっては、ＩＳＭＳに基づくマネジメントシステムを運用する

情報セキュリティ対策を確実に実施し、調査票情報等の秘密の保護を徹底した。（Ⅳの
４の（２）情報セキュリティ対策の徹底を参照） 
 

（１）製表業務等に関する品質管理活動 

製表結果の精度確保に当たっては、次表に示す製表業務の各段階における品質管理活
動を確実に実施するとともに、取組状況の監視、達成状況の評価、更なる活動内容の見
直しを行い、製表業務の品質管理におけるＰＤＣＡサイクルを着実に実施することによ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
【評定根拠】 

製表結果の精度確保に当た
っては、製表業務の各段階にお
ける品質管理活動を着実に実
施するとともに、製表業務にお
けるＰＤＣＡサイクルを通じ
た品質の維持・向上の実現に努
めた。 

具体的には、各課等における
品質目標（課目標）を設定し、
日常管理活動を推進している。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・製表結果の精度確保に当たって

は、製表業務の各段階における品質

管理活動を着実に実施したほか、Ｉ

ＳＭＳに基づくマネジメントシス

テムを運用する情報セキュリティ

対策を確実に実施し、秘密の保護を

徹底した。 

・また、統計センターが提供する全

                                                  
*13ＩＳＭＳ（Information Security Management System）：個別の問題ごとの技術対策のほかに、組織のマネジメントとして、自らのリスク評価により必要なセキュリティレベルを定め、プランを持ち、資源配分してシステムを運用していることを示す。  
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ネジメントシステムを運用す
る情報セキュリティ対策を確
実に実施し、調査票情報、公表
期日前情報等の秘密の保護を
徹底する。 

 

り、品質の維持・向上の実現に努めた。特に、民間委託業務の品質管理については、納
品検査結果の還元など適切な指導、連絡体制の整備を行い、精度の維持・向上に努めた。 
具体的には、毎年度、製表業務における品質方針に基づき、製表業務に係る期限、品

質及び要員の３つの側面において品質目標を定め、これに基づき各課室における品質目
標（課目標）を設定した。さらに、各課室において管理項目及びチェックシート等を活
用した日常管理活動の推進を行っている。 
平成30年度においては、平成29年１月から新たに実施している「ヒヤリ･ハット事例

からの重大な事件・事故の防止活動」を行い、防止に向けた活動について事例集を作成
するとともに、毎月、課内及び部内の取りまとめを行い、部内職員への情報共有を図っ
た。 
なお、このような取組を実施した結果、自責の再集計*14件数は１件（前年度０件）、

他責による再集計は６件（前年度３件）となった。再演算*15の件数については14件（前
年度末23件）、うち自責によるものは１件（前年度末１件）発生したが、速やかに再演
算の発生原因を分析し、再発防止に取組んでいる。 
 

製表業務等に関する品質管理活動内容 

区 分 内 容 

製表業務におけ

る 
品質管理活動 

受付整理 ・調査書類の提出状況の管理及び安全確保 

データの入力 

・調査票に記入されているマーク及び文字の読取精

度を確保するため、読取テスト、不読文字修正の

精度検証及び誤読管理 

符号格付 
・格付の検査・検証 
・検査結果の還元（中間研修、資料の発行） 

データチェッ

ク 

・コンピュータによる内容検査 
・コンピュータ又は職員よる補完 
・チェック審査事務の検証 

結果表審査 
・正確性・妥当性の観点から、様々なデータを用い

た審査 

民間委託におけ

る 
品質管理活動 

受付整理 ・調査書類の提出状況の管理及び安全確保 
データ入力 ・文字入力業務における入力誤り検査 

符号格付 ・格付の検査 
・検査結果の還元（資料の発行） 

プログラム開発における品質管

理活動 
・システム開発業務の管理 
・開発におけるスケジュール管理 

製表業務全体に

わたる品質管理

活動 

マニュアルの

整備 ・各製表事務における製表事務手続の整備 

職員の教育 

・マニュアルに基づいた業務研修 
・新人職員や期間業務職員に対する研修 
・業務途中での中間研修 

問題解決の専

門 
チームによる

指導 

・疑義処理体制という問題解決のシステムの設置 
・解決方法を資料配布やミーティング・研修等によ

り職員等にフィードバック 
 

（２）情報技術に関する品質管理活動 

情報技術に関する各種事務の品質の維持・向上を図るため、各業務の日常管理項目*16

及び品質管理項目*17の見直しを行うとともに、品質管理実施状況等について各種会議等
を通して共有し、統計情報・技術部内における品質管理活動の充実及び実施の徹底を図
った。 
具体的には、各業務の作業工程ごとにチェック項目を設定して当該作業が確実に実施

されているか確認を行った。また、業務の品質が部外にまで影響を及ぼすような業務に
ついては、定量的な指標を設定して品質管理を行った。 
調査票情報、公表前情報等の秘密に係る情報の保全に当たっては、ＩＳＭＳに基づく

マネジメントシステムを運用する情報セキュリティ対策を確実に実施し、調査票情報等
の秘密の保護を徹底した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
情報技術に関する品質向上

への取組において、情報技術に
関する品質管理活動の充実及
び実施の徹底、ＩＳＭＳに基づ
く情報セキュリティ対策の実
施による調査票情報等の秘密
の保護の徹底を図った。 

 
 
 
 
 

ての成果物の品質の維持・向上につ

いて、品質管理において専門的知見

を有する有識者による講演会を実

施し、職員への啓発を促す取組を行

った。 

これらを踏まえ、所期の目標を達

成していることから、当該項目の評

定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

                                                  
*14再集計：集計結果等を委託元に送付した後、自責、他責を問わず誤りが判明したことにより、結果の再作成を行うことをいう。このため、最悪の場合は、製表過程の全てにおいてやり直しが生じる。  
*15再演算：最終成果物を委託元に送付する前の段階で、製表過程における誤りや手戻り（製表基準書、仕様書等の変更、誤りなど）により、演算（データチェックや集計など）を再度行うことをいう。  
*16日常管理項目：各業務の作業工程において確認すべきチェックポイントをいう。  
*17品質管理項目：日常管理項目のうち、特に当該業務の品質の状況を確認するための重要なチェックポイントをいう。  
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情報技術に関する主な品質管理活動内容 

区 分 内 容 

統計センター情報システム基盤等情報
機器の運用管理における品質管理活動 

・統計センター情報システム基盤等サービス
レベルの管理 

・統計センター情報システム基盤等の運用状
況の管理 

・ＯＣＲ機の読取精度の管理 
データ等の管理における品質管理活動 ・台帳によるデータの管理 

・調査票等の入庫・出庫の管理 

統計データの二次的利用における品質

管理活動 

・匿名データの管理 
・オーダーメード集計結果の管理 
・サテライト機関の施設検査 
・寄託データの管理 

政府統計共同利用システムの運用にお
ける品質管理活動 

・運用状況の管理 
・データ等の更新作業におけるチェックの二

重化 
 
（３）品質管理活動向上週間の実施 

品質管理の趣旨を職員に浸透させるため、品質管理活動向上週間を毎月設け、品質管
理活動に対する職員の意識向上に向けたチェックポイント（業務の手順やルールの遵
守、効率的な業務遂行、ヒヤリ・ハットの共有、スケジュール管理の徹底、情報セキュ
リティポリシーの遵守など）を示し、一層の品質の維持・向上の実現に努めた。平成30
年度については、新たに月１回、e-ラーニングシステムを用いて、品質管理の確認問題
を実施し、品質管理の浸透に努めた。 

 
 
 
（４）品質管理に係る講演会の実施 

統計センターが提供する全ての成果物の品質の維持・向上を目指し、その実現に必要
な方法や手段等について、職員への啓発を促すことを目的に品質管理において専門的知
見を有する有識者による講演会を実施した。（参加者約340名）講演会内で説明のあった
内容を踏まえて、FMEAを用いたエラープルーフ化に取組んだ。（Ⅰ３の（６）加工統計
の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理を参照） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
品質管理活動向上週間を毎

月設け、品質管理活動に対する
職員の意識向上に向けたチェ
ックポイントを示し、一層の品
質の維持・向上の実現に努め
た。平成30年度については、新
たに月１回、e-ラーニングシス
テムを用いて、品質管理の確認
問題を実施し、品質管理の浸透
に努めた。 
 
品質管理において専門的知

見を有する有識者による講演
会を実施し、FMEAを用いたエラ
ープルーフ化に取組んだ。 

 
以上のことから、製表結果の

精度確保、秘密の保護、品質の
維持・向上及び統計の品質管理
について、適切に行っており、
所期の目的を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢと
した。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 業務運営の高度化・効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
業務経費及び一般管理
費の削減（※） 

3.2％以上の減 前年度予算額 3.2%      

常勤役職員の削減 年度ごとに目標値
を設定 

 

－ 31 人減      

         
         

（※）業務経費及び一般管理費に係る運営費交付金については、新規追加、拡充部分を除く。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）調査別・工程別投入

量、コスト構造等を分析
し、統計作成に関する業務
を確実・正確に遂行すると
ともに、適切なＰＤＣＡサ
イクルの実施により、業務
運営の高度化・効率化を推
進すること。その際、ＡＢ
Ｃ／ＡＢＭ（活動基準原価
計算/活動基準管理）を基
礎としたコスト管理を行
うこと。 
 
 
（２）業務経費及び一般管
理費（電子計算機借料、庁
舎維持管理費等の所要額
計上を必要とする経費、製
表業務アウトソーシング
等推進経費及び周期統計
調査に係る経費を除く。）
について、新規追加及び拡
充部分を除き、平成30年度
から34年度までの５年間
で、29年度の該当経費相当

（１）計画的な業務運営の高
度化・効率化に向けた取組 

統計作成の全プロセスにつ
いて、取組状況の監視、達成
状況の評価、更なる活動内容
の見直しを行い、品質管理に
おけるＰＤＣＡサイクルを着
実に実施する。これにより、
品質の維持・向上に努めると
ともに、業務改善への積極的
な取組を行い、業務運営の効
率化の推進を図る。また、Ａ
ＢＣ*18／ＡＢＭ*19（活動基準
原価計算／活動基準管理）を
基礎としたコスト管理を推進
する。 
（２）業務経費及び一般管理

費の削減 

業務経費及び一般管理費

（電子計算機借料、庁舎維持

管理費等の所要額計上を必要

とする経費、製表業務アウト

ソーシング等推進費及び周期

統計調査に係る経費を除く。）

＜評価の視点＞ 
・調査別要員投
入量、コスト
構造等の分析
が行われてい
るか。 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・年度目標に掲
げた経費の削
減に取り組ん
でいるか。 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・年度目標に掲
げた常勤役職
員数の削減に
取り組んでい
るか。 

１ 業務運営の高度化・効率化に関する事項  

（１）計画的な業務運営の高度化・効率化に向けた取組 

常勤職員数及び人件費その他経常的な事業経費について、毎年度、その削減を
図る一方で、高品質な公的統計の安定的作成・提供を堅持するため、情報通信技
術（ＩＣＴ）による業務刷新や外部リソースの活用を図るほか、ＡＢＣ／ＡＢＭ
を基礎とした業務マネジメントと各部門間の品質管理を連携・連結させるＴＱＭ
*20を実施し、ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の業務運営に取り組んでいる。 

 
 

（２）業務経費及び一般管理費の削減 

業務経費及び一般管理費（（電子計算機借料、庁舎維持管理費等の所要額計上を
必要とする経費、製表業務アウトソーシング等推進経費及び周期統計調査に係る
経費を除く。）に係る運営費交付金について、新規追加、拡充部分を除き、平成30
年度から34年度末までにおける削減目標を29年度予算額353百万円に対し85％以
下、金額では５か年で約53百万円以上とされたことから、各年度の予算額を対前
年度比3.2％（年換算）以上削減することを目標とし、平成29年度予算額353百万
円に対して平成30年度予算額を341百万円とし、3.2％の削減を図っている。 

 
（３）「独立行政法人改革等に関する基本的方針」（平成25年12月24日閣議決定）

を踏まえた人員の削減 
統計センターでは、年度目標等による指示に基づき新たに対応が必要となる業

務に係る人員を除き、平成30年度から34年度末までの５年間に常勤役職員数の130
人の削減を図ることを目標としている。 
平成30年度の年度末の常勤役職員数は、684人以下とする目標を達成した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

業務経費及び一般管理費に
ついては、平成29年度予算額
353百万円に対して平成30年
度予算額を341百万円とし、対
前年度比3.2％（年換算）以上
削減するという目標を達成し
た。 

 
 
 
 
 
 
人員削減については、「独立

行政法人改革等に関する基本
的な方針」を踏まえ、削減の
取組を計画的かつ着実に実施
し、平成30年度末の常勤役職
員数684人以下の目標を達成

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・経常統計調査等に係る業務経費・一般

管理費は、比較年度（29年度）に対し、

3.2%（年換算）を削減し目標を達成 

・常勤役職員数は、平成 30 年度末で 684

人以下とする目標を達成、また、職員の

給与水準（対国家公務員）は、年齢勘案

指数で 104.4（年齢・地域勘案指数で

91.7 ）であり、適切に保たれている。（検

証結果及び取組状況は公表） 

・製表業務の民間委託等の取組や情報通

信技術を活用した業務の高度化・効率化

も積極的に取組んだ。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成し

ていることから、当該項目の評定を「Ｂ」

                                                  
*18ＡＢＣ（Activity Based Costing）：活動基準原価計算。事業遂行を形成する活動（アクティビティ）単位に細分し、当該活動単位にコストを算出する原価計算手法。 
*19ＡＢＭ（Activity Based Management）：活動基準管理。ＡＢＣによる活動単位の分析を通じ、生産性の低い活動を削減し、コアコンピタンスに人的資源を集中させる経営戦略を継続的に実行する管理手法。  
*20ＴＱＭ（ Total Quality Management）：総合的品質管理。企業活動における「品質」全般に対し、その維持・向上をはかっていくための考え方、取り組み、手法、しくみ、方法論などのこと。統計センターでは、各課室で業務の品質管理を行い、これらを連携させ、統計作成

の全プロセスについて、総合的な品質管理を実施している。  
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に対する割合を85％以下
とすること。 
平成30年度においては、

上記目標を達成するため、
経費の効率的な執行に努
め、当該経費について対前
年度比3.2％の削減を図る
こと。 

 

（３）「独立行政法人改革

等に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣議

決定。以下「基本的方針」

という。）において、「国と

して真に必要な業務の実

施に支障が生じないよう

配慮しつつ、民間委託等を

一層推進して更なる効率

化を図ることにより、平成

25年度から34年度末まで

の10年間に常勤役職員数

の320人の削減を図る。」と

されていることから、常勤

役職員数の削減を計画的

に実行していくため、既存

業務に係る効率化の取組

を行うとともに、人員の削

減の取組を行うこととし、

年度目標等による指示に

基づき新たに対応が必要

となる業務に係る人員を

除き、25年度から29年度末

までに常勤役職員数の190

人の削減を図ったところ

であることから、引き続

き、30年度から34年度末ま

でに常勤役職員数の130人

の削減を図ること。なお、

引き続き新たに対応が必

要となる業務に係る人員

を含めた34年度末の常勤

役職員数は基本的方針に

基づく削減の開始前年度

末からの純減を図ること。 

平成30年度においては、
新たに対応が必要となる
業務に対応する人員を除
き、26 人を削減すること。 
 
（４）現状の給与水準につ
いて適切かどうか検証を
行い、これを踏まえた適正
化に取り組むとともに、検
証結果及び取組状況につ
いて公表すること。 

 

（５）製表業務の民間委託

等は、調査票の受付整理、

分類符号の格付等の業務

において、厳格な秘密の保

に係る運営費交付金につい

て、新規追加及び拡充部分を

除き、平成30年度から34年度

までの５年間で、29年度の該

当経費相当に対する割合を

85％以下とする。 

平成30年度においては、上

記目標を達成するため、経費

の効率的な執行に努め、当該

経費について対前年度比

3.2％の削減を図る。 
   
（３）「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平成25

年12月24日閣議決定）を踏ま

えた人員の削減 

総務大臣からの年度目標等

による指示に基づき新たに対

応が必要となる業務に係る人

員を除き、平成30年度から34

年度末までの５年間に常勤役

職員数の130人の削減を図る。

なお、新たに対応が必要とな

る業務に係る人員を含めた34

年度末の常勤役職員数は「独

立行政法人改革等に関する基

本的な方針」（平成25年12月24

日閣議決定。以下「基本的方

針」という。）に基づく削減の

開始前年度末からの純減を図

る。 

平成30年度は新たに対応が

必要となる業務に対応する人

員を除き、26人を削減する。 
 
（４）役職員給与の見直し 

役職員の給与について、国
家公務員の給与等を参酎し、
必要な見直しを進めるととも
に、国家公務員の給与水準と
の比較結果をホームページで
公表する。 

 
（５）製表業務の民間委託

等に向けた取組 
製表業務について、厳格な

秘密の保護、統計に対する国

民の信頼の確保、統計の品質

の維持・向上及び委託業務の

適切な管理監督を図った上

で、民間委託等を活用する。

これにより、効率的な業務運

営を図り、統計センターにお

ける資源配分の改善に寄与す

ることを目的として、平成30

年度は以下の民間事業者の活

用を実施するものとする。 

また、民間委託等に当たっ

ては、「独立行政法人統計セン

ター情報セキュリティポリシ

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・役職員の給与
について、給
与水準の上昇
要因等を含め
て検証が行わ
れているか。
また、検証結
果及び取組状
況について公
表されている
か。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・製表業務の民
間委託につい
て、事業計画
で示された業
務等、積極的
に実施してい
るか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・情報通信技術
を積極的に導
入・活用して
いるか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

あわせて、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣
議決定）において、統計センターの講ずべき措置として、国として真に必要な業
務の実施に支障が生じないよう配慮しつつ、民間委託等を一層推進して更なる効
率化を図ることにより、平成25年度から34年度末までの10年間に常勤役職員数の
320人の削減を図ることとされたことを踏まえ、更なる業務の効率化の取組を行う
とともに、職員削減に向けた取組を計画的かつ着実に実施している。 
 

（４）役職員給与の見直し 

役職員の給与水準について、国の機関に在勤する国家公務員の給与水準と比較
し、較差の要因に係る分析・検証を行った上で、当該結果を平成31年６月末にホ
ームページで公表した。 
平成30年度の統計センターにおける「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の

給与の水準」（対国家公務員指数）は、年齢勘案指数で104.4、年齢・地域勘案指
数91.7（平成29年度はそれぞれ、103.9、90.7）となった。 
年齢勘案指数は、国より4.4ポイント高い指数となっている。これは、統計セン

ターが東京都特別区に所在しており、同じ特別区に所在する国の機関の地域手当
（20.0%）と同様となっていることが影響したものである。 
年齢・地域勘案指数は、国より8.3ポイント低い指数となっている。これは、中・

高年齢層において、上位級の職員の割合が国の機関に比べて低いためである。 
 

（５）製表業務の民間委託等に向けた取組 

製表業務では民間委託等の活用を進めている。平成30年度は、平成30年住宅・
土地統計調査において民間委託を実施した。 
派遣職員の活用に向けては、関係課と連絡調整を円滑に行い、秘密の保持及び

情報セキュリティ対策等を遵守した上で適切な業務を行うための事務処理要領を
定め、遵守するよう指導及び監督を行った。 
民間委託等の実施に向けては、関係課室及び統計調査間での連絡調整を円滑に

行い、適正な遂行及び品質の確保を図るため、「製表業務民間委託調整会議」にお
いて、検討を行った。 

平成30年住宅・土地統計調査における調査書類の受付整理業務は、平成30年11
月から、 

31年１月までの間、派遣職員を活用し、統計センター事務室において、都道府県
（西日本豪雨に伴い、調査期間が延長された、岡山県、広島県、愛媛県を除く。）
から提出された輸送箱5,641箱、調査書類等のケースについて、提出明細書との照
合、数量、欠落等を確認し、予定どおり業務を完了した。なお、調査期間が延長
された県については、職員により対応した。 

 

（６）情報通信技術を活用した業務運営の高度化・効率化 

ＩＣＴを活用した各種製表システムの機能拡充・刷新及びその基盤となる情報
システムの監視・維持等により安定運用を確保し、業務全体の効率化を推進した。 
特に、ＩＣＴを活用した格付支援システムを本格的に導入し、同システムで格

付できなかった分類符号については、民間事業者、期間業務職員及び常勤職員で
格付を行っている。 
ア 家計調査における格付支援システムの適用 

収支項目分類符号格付に格付支援システムを適用した。 
格付率及び正解率の目標値は、それぞれ40%以上、97％以上と設定し、格付率

66.9%、正解率99.4%となり、目標値を上回った。 
なお、平成30年１月分から始まったオンライン調査票には、レシートを撮影

し、認識する機能があるが、品名欄の誤認識、レシートの文字制限による省略、
不完全な表記等が存在する。 
この影響により格付率が低下したため、誤認識の置換え、有効に格付できる

単語の探索等の手法を用いて、格付率の向上に努めた。 
 

収支項目分類符号の格付結果 

 格付対象数 格付数 
格付率 

（目標値） 

正解率 

（目標値） 

収支項目分

類符号 
538,688 360,412 

66.9％ 

（40％以上） 

99.4％ 

（97％以上） 

 
イ 平成30年住宅・土地統計調査における格付支援システムの適用 

調査票乙の「前住居」、「住宅」、「土地」、「農地」及び「山林」の所在地記入
欄に係る市区町村コードの格付に、格付支援システムを適用し、平成30年12月

した。 
 
 
 
 
 
 
役職員の給与水準につい

て、国家公務員と比較し、分
析・検証を行った上で公表し
た。 

職員の給与水準について
は、対国家公務員比で104.4
となった。これは、統計セン
ターが東京都特別区に所在し
ており、同じ特別区に所在す
る国の機関の地域手当の支給
割合（20.0％）と同様となっ
ていることが影響したもので
あり、同じ特別区に所在する
国の機関と比較した場合の地
域勘案指数は91.7となる。 

なお、前年と比較し、年齢・
地域勘案指数は、国より8.3
ポイント低い指数となってお
り、給与水準は適切に保たれ
ている。 

 
製表業務の民間委託に当た

っては、情報セキュリティ対
策等を遵守した上で適切な業
務を行うよう仕様書を定め、
民間事業者が仕様書を遵守す
るよう指導及び監督を行っ
た。民間事業者への管理業務
を適切に行うことにより、全
体を通して、大きな支障はな
く予定どおり完了した。 

 
＜平成30年住宅・土地統計調
査＞ 
平成30年住宅・土地統計調

査では、派遣職員を活用して
調査関係書類の受付整理事務
を行った。 

調査関係書類の受付整理業
務については、都道府県から
提出された調輸送箱、調査書
類等のケースについて、提出
明細書との照合、数量、欠落
等を確認し、予定どおり業務
を完了した。 

情報通信技術を活用した業
務運営の高度化・効率化につ
いては、以下の調査で格付支
援システムを適用した。 

 
＜家計調査＞ 

家計調査において、収支項
目分類符号格付に格付支援シ
ステムを適用し、格付率及び
正解率は、66.9％、99.4％と、
それぞれの目標値（40％以上、
97％以上）を達成した。 

とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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護、統計に対する国民の信

頼の確保、統計の品質の維

持・向上及び委託業務の適

切な管理監督を図った上

で、次の統計調査等におけ

る民間事業者の活用を積

極的に実施すること。 

・平成30年住宅・土地統計

調査の受付整理、ＯＣＲ入

力業務について、民間事業

者の活用を着実に実施す

ること。 
民間委託に当たっては、

格付支援システムなどの
情報通信技術の活用や期
間業務職員の活用等に係
るコストと民間委託に係
るコストの分析・比較に留
意しつつ、民間委託を進め
ること。 

 
（６）情報通信技術の積極

的な導入・活用を図ること

により、生産性を向上さ

せ、業務運営の高度化、効

率化を推進すること。 

家計調査オンライン調

査票の収支項目分類符号

格付について、格付支援シ

ステムを適用し、業務の効

率化を図ること。 

なお、格付支援システム

の適用に当たっては、品質

管理を適切に行い、製表結

果の精度確保を図ること。 

 

ー」（以下「情報セキュリティ

ポリシー」という。）に基づき、

民間事業者における情報セキ

ュリティ対策・危機管理体制

等の確保を図る。 
・ 平成30年住宅・土地統

計調査の受付整理、ＯＣＲ入
力業務について、民間事業者
の活用を着実に実施する。 
 

（６）情報通信技術を活用し

た業務運営の高度化・効率化 

情報通信技術の積極的な導
入・活用を図ることにより、
生産性を向上させ、業務運営
の高度化、効率化を推進する
ため、家計調査オンライン調
査票の収支項目分類符号格付
について、格付支援システム
を適用し、業務の効率化を図
る。 

 

から31年３月まで実施した。 
格付率及び正解率の目標値は、それぞれ80%以上、97％以上と設定し、格付率

83.3%、正解率100.0%となり、目標値を上回った。 
 

市区町村コードの格付結果 

 格付対象数 格付数 格付率 
（目標値） 

正解率 
（目標値） 

市区町村コ

ード 
40,373 33,645 

83.3％ 

（80％以上） 

100.0％ 

（97％以上） 
 

 
＜平成30年住宅・土地統計調
査＞ 

平成30年住宅・土地統計調
査において、調査票乙の「前
住居」、「住宅」、「土地」、「農
地」及び「山林」の所在地記
入欄に係る市区町村コードの
格付に、格付支援システムを
適用し、格付率及び正解率は、
83.3％、100.0％と、それぞれ
の目標値（80％以上、97％以
上）を達成した。 
 

以上のことから、経費の削
減及び常勤役職員数の削減に
取り組んだほか、職員の給与
水準（対国家公務員）につい
ては、適切に保たれ、検証結
果及び取組状況の公表を行っ
ており、所期の目的を達成し
ていることから、当該項目の
評価をＢとした。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 効率的な人員の活用に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）効率的な製表業

務の推進に必要な高度
な技術の継承・発展を
図るため、研修等によ
り職員の能力開発を積
極的に行うこと。 
 
（２）業務の性格に応
じた機能的な組織体制
の整備や人員の重点的
配置を行うとともに、
業務内容及び業務体制
の見直しを行い、能率
的な業務運営と組織体
制等のスリム化を図る
こと。 
 

（１）職員の能力開発 
職員個々の能力開発に向け、人事評価

制度と研修制度の関係を強化し、自己啓
発の意識を醸成するなど、以下のとおり
計画的な研修体系を実施する。 

なお、研修を受講した職員に対して、
研修内容に関するアンケートを実施し、
研修成果があったとする者の割合が85％
以上となることを目指す。 

① 職員の専門的能力の向上を図るた
め、外部機関で実施する研修を積極的に
活用する。 

② 内部で実施する研修については、
経験と実績を有する職員等を講師とする
統計研修の内容を充実し、統計技術の継
承及び発展を図る。階層別研修では、特
に中堅の係長等を対象に、マネジメント
能力を活性化させ業務の改善・強化を図
るための研修を充実させる。 

また、製表工程別に必要な専門知識の
習得及び継承並びに資質の向上を図るた
め、各課室等で独自に実施する業務研修
を実施する。 

③ 次世代を担う若手職員について
は、自己啓発目標を自ら半期ごとに設定
し、専門知識の習得及び能力開発に努め
ることを促進する。 

④ 外部の専門的知見を活用するな
ど、より高度な専門人材を育成すること
を目的とした人材育成の方策を検討す
る。  

 
 

＜評価の視点＞ 
・職員の能力開
発や製表業務
に必要な技術
の継承・発展
を図るため、
研修を計画的
に実施してい
るか。 

 
 
 
・外部機関で実
施する研修等
を活用してい
るか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 効率的な人員の活用に関する事項  
（１）職員の能力開発 
ア 職員の専門的能力向上のための外部研修の活用 

外部研修については、職員の専門的能力の向上を図
るため、各省等が実施する研修会、セミナー等を積極
的に活用し、延べ81人（前年度139人）が受講した。 
なお、外部研修を受講した職員に対して、研修内容

に関するアンケートを実施した結果、研修成果があっ
たとする者（「大変有意義だった」又は「有意義だった」
と回答した者）の割合は約94.0％と、目標である85％
以上となっている。 

 
イ 内部研修の充実及び専門知識の習得等に係る業務研
修の実施 

内部研修については、平成31年２月に実施した中堅
係長等研修等、マネジメント能力を活性化させ業務の
改善・強化を図るための階層別研修を実施したほか、
人事評価制度と研修制度の関係を強化し、職員個々の
より高い職務遂行能力の発揮及び自己の能力開発への
自立的・計画的な意識の醸成を目的とした資質向上研
修等を実施し、延べ460人（前年度499人）が受講した。 
なお、内部研修を受講した職員に対して、研修内容

に関するアンケートを実施した結果、研修成果があっ
たとする者（「大変有意義だった」又は「有意義だった」
と回答した者）の割合は約93.2％と、目標である85％
以上となっている。 

 
ウ 若手職員の専門的知識の習得及び能力開発の促進 

次世代を担う若手職員については、人事評価制度と
研修制度を連動させた自己啓発目標を自ら半期毎に設
定し、専門的知識の習得及び能力開発の促進を図った。 

 
エ 外部の専門的知見の活用等による高度な専門人材育

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
【評定根拠】 

職員の能力開発については、専
門的能力向上のための外部研修や
階層別研修、資質向上研修等の内
部研修を実施した。研修内容等に
関するアンケートを実施した結果
は、外部研修、内部研修ともに「大
変有意義だった」・「有意義だった」
と回答した者の割合は約94.0％
と、目標（85％以上）を達成した。 

さらに、若手職員の専門的知識
の習得及び能力開発の促進や専門
的知見を有する外部の者を雇用
し、より高度な専門人材の育成に
取り組んでいる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

・内部研修、外部研修及び専門的知識の習得に向

けた研修等を積極的に活用し、職員の能力開発を

推進し、研修内容等に関するアンケート結果は、

外部研修、内部研修ともに「大変有意義だった」・

「有意義だった」と回答した者の割合は約 94.0％

と、目標（85％以上）を上回った。 

・また、基本的方針を踏まえた常勤職員数の合理

化と各業務における人員配置の適正化や、業務量

に合わせた業務体制の見直し（(1)業務改革戦略

(2)人材育成戦略(3)技術戦略）等により、能率的

な業務運営を確保している。また、組織の見直し

については、統計改革を推進する体制を強化する

ため、平成 30 年４月及び 31 年１月に体制を整備

し、業務に応じた機能的な体制整備を図った。 

これらを踏まえ、所期の目標を上回って達成し

ていることから、当該項目の評定を「Ａ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 
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（２）能率的な業務運営の確保 
公的統計基本計画において、独立行政

法人統計センターは調査票情報等の提供

及び活用、政府統計共同利用システムを

通じた情報提供機能の強化等に中核的な

役割を担うことが期待されていることを

踏まえ、高度利用型統計データ化の拡充

等に対応する体制を整備するものとす

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・業務に応じた
機能的な体制
整備等によ
り、能率的な
業務運営が確
保されている
か。 

 

成方策の検討 
統計データの二次的利用や統計作成に係る技術研究

など高度な知識を要する専門職員を育成するため、専
門的知見を有する外部の者を雇用し、職員への教授を
図っている。 

 
オ その他の能力開発に関する取組 

(ｱ) プロファイラー人材の育成 
統計センターにおける新規事業を担うプロファイ

ラー人材の育成を図るため、企業調査支援室におけ
るマニュアル作成やＯＪＴに加え、「企業会計」、「コ
ミュニケーション」、「ロジカルシンキング」、「文書
作成能力向上」、「電話応対」の集合研修のほか、統
計調査の実施に係る実践的なノウハウを習得するた
めの「プロファイリング活動に係る実務研修（平成
31年２月から３月の間に計３回）」を実施した。 

 
(ｲ) 高度な専門知識を有する職員の確保・育成 

① API、LODなどの高度な統計オープンデータ利用
の推進、e-Stat、オンライン調査等の機能強化な
どの企画・設計、サイバーセキュリティの対応な
ど、高度な専門知識を有する職員が必要であるこ
とから、これらに対応できるための専門知識を有
する職員の必要数と能力を詳細に明確化するため
の検討を行った。 

また、現在のＩＣＴスキルを必要とする業務を
見直したところ、各課に分散・重複していること
から、効率的に人材を確保・育成していくために
ＩＣＴスキルを必要とする業務を集約した。 

 
② オンサイト施設の増設に伴う利用申出の増大に
適切に対応できるよう、利用者が作成した分析結
果等の施設外への持ち出しに係る審査事務の遂行
できる人材と、当該事務の企画や利用者に対して
ミクロデータ利用や秘匿処理に関するアドバイス
ができる人材育成する必要があることから、平成
30年11月に課内研修を実施して、人材の育成を図
った。さらに、スキルマトリックスを作成し、人
材像及び能力の明確化を行うなどして、計画的・
継続的な育成を進めている。 

 
(ｳ) 分類符号（内容例示）研修のｅ‐ラーニング化 

対面による集合研修におけるスキル向上に加え、
ｅ‐ラーニングを活用した自習によるスキルアップ
（専門性）の機会を整備した。この自学自習型の研
修教材により、個人の理解度に応じた柔軟なスキル
向上が図られた。 
また、働き方改革推進の一環としてテレワークに

よる受講を可能とするとともに、本研修教材を活用
した民間委託事業における企業指導、市場拡大に向
けた知識普及、広く国民に向けた統計センター業務
の広報活動への展開を図るなど、付加価値の醸成を
行った。 

 
（２）能率的な業務運営の確保 

ア 能率的な業務運営の確保 
平成30年度は、公的統計基本計画における政府方針

のもと、①「政府統計データの機械判読可能化など、
高度利用型統計データ化に伴う体制の整備」及び②「Ｓ
ＵＴ体系への移行のための基礎となるビジネスレジス
ターの精度向上、報告者負担の大きい大企業等に対す
る報告者負担の軽減等を図るため、新たに主要な企業
グループ等の企業構造と活動状況を専任担当職員が把
握するプロファイリング活動に伴う体制の整備」を行

 
 
 
 
 
 
 
今までの統計センターの業務と

は異なる専門知識や業務遂行能力
を必要とする次世代の統計センタ
ー業務であるプロファイリング活
動の業務や持ち出し審査に関する
業務等について、人材の育成に取
り組んでいる。 

また、分類符号研修のｅ‐ラー
ニング化に取り組んで、スキル向
上に繋げた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
能率的な業務運営の確保につい

ては、高度利用型統計データ化に
伴う体制の整備やプロファイリン
グ活動に伴う体制の整備をしつ
つ、業務量に合わせた業務体制の
見直し及び組織の見直し等により
能率的な業務運営を確保した。 

さらに、能率的な業務運営が確
保されるために、業務改革戦略，
人材育成戦略及び技術戦略などの

 特になし。 
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製表部門については、基本的方針を踏
まえ、国として真に必要な業務の実施に
支障が生じないよう配慮しつつ、民間委
託等を積極的に実施すること等により常
勤職員数の合理化を図るとともに、各業
務における人員配置を適正に実施する。 

また、製表部門以外の総務部門、管理・
企画・審査部門及び情報部門について、
ガバナンスの強化を図るための組織再編
を実施し、新たな組織体制の下で適切な
業務運営を行うとともに、業務内容及び
業務体制の不断の見直しを実施する。 

 

うなど、業務量に合わせた業務体制の見直し等により
能率的な業務運営を確保している。 
なお、能率的な業務運営が確保されるため、以下の

戦略に取組んだ。 
(ｱ) 業務改革戦略（効率的業務プロセスの創成あるい
は改革） 

仕事の仕組み・プロセス自体を改革し、必要な仕
事量を減少させて、仕事の無駄・無理・ムラを徹底
的に抑制する。 

(ｲ) 人材育成戦略（新たな業務プロセスを担う人材の
効率的育成） 

職員一人当たりが効果的にこなせる仕事を職員専
門性のスキルアップにより向上させる。 

(ｳ) 技術戦略（技術による改善） 
職員一人当たりの仕事量を情報技術の改善によっ

て向上させる。 
 

イ 組織の見直し 
組織の見直しについては、統計改革を推進する体制

を強化するため、平成30年４月及び31年１月に体制を
整備した。 
30年度の体制整備の主なものとして、30年４月にお

いては、①高度利用型統計データ化に関する業務を担
う「統計データ高度化推進室」の新設、②プロファイ
リング活動に関する業務を担う「事業所母集団情報整
備室」の新設及び③統計ミクロデータの提供業務を行
う「統計データ利活用センター」を和歌山県に新設し
た。 
また、31年１月においては、31年(令和元年)５月の

統計センター法の改正による業務範囲の拡大に伴い、
統計情報・技術部を改組し、統計情報システム人材の
更なる育成と情報システム基盤を担う「統計情報シス
テム部」を新設するとともに、統計作成支援課の所掌
する業務のうち二次的利用関係を分掌した「統計情報
提供課」を新設し、「技術研究開発課」と合わせ、「情
報技術センター」を新設した。 
なお、製表部門については、「基本方針」を踏まえ、

常勤職員数を合理化し、 
各業務における人員配置を適正に行うとともに、民

間委託の実施を行っている。 
 

創意工夫を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
組織の見直しについては、統計

改革を推進する体制を強化するた
め、平成30年４月及び31年１月に
体制を整備し、業務に応じた機能
的な体制整備を図った。 

 
 
 
 
このように、内部研修、外部研

修等を積極的に活用し、職員の能
力開発の推進を適切に実施すると
ともに、今までの統計センターの
業務とは異なる専門知識や業務遂
行能力を必要とする次世代の統計
センター業務についても人材育成
に取り組んでいる。 
また、基本計画における政府方

針のもと、新たに業務が発生する
人員の新規業務への重点的配置、
業務量に合わせた業務体制の見直
し等により、能率的な業務運営を
確保した。 
 
以上のことから、当該項目の評

定をＡとした。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３ 業務・システムの最適化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 製表業務のプロセスの見直

しを行い、引き続き、ＩＣＴ
を最大限に活用するととも
に、業務の必要性・効率性・
有効性の検証、必要な業務シ
ステムの検討等を行うこと。
その際、平成 28 年社会生活基
本調査及び平成29年就業構造
基本調査において行った業務
プロセスの見直しについて、
その検証結果を十分踏まえ、
次に実施を予定している平成
30 年住宅・土地統計調査に反
映するとともに、総務省に十
分な情報提供を行うこと。 
 

「業務プロセス改革推進計画
（第２期）」（平成 29 年３月理事
長決定）に基づき、業務効率化方
策について、平成 28 年社会生活
基本調査及び平成 29 年就業構造
基本調査において行った業務プ
ロセスの見直しの検証結果を十
分踏まえ、平成 30 年住宅・土地
統計調査に反映するとともに、総
務省に十分な情報提供を行う。 

 

＜評価の視点
＞ 
・製表業務のプ
ロセスの見直
しに関する検
討等が適切に
行われている
か。 

３ 業務・システムの最適化に関する事項 

統計センターでは、「独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）に
おいて明記された常勤役職員数の削減方針（25年度
から34年度末までの10年間に320人の削減）を実現
するため、統計調査の製表業務全体のプロセスにつ
いての見直しを行うための「業務プロセス改革検討
会」を26年度から立上げている。 
また、業務効率化の実現に向け、34年度までの具

体的な検討に当たっては、「業務プロセス改革推進
計画」を３年単位で作成し、26年度に「業務プロセ
ス改革推進計画（第１期）」、29年度に「業務プロセ
ス改革推進計画（第２期）」（以下「第２期推進計画」
という。）を策定している。 
 
統計センター業務の一層の高度化、効率化を達成

すべく推進している業務プロセス改革において、
「データ中心アプローチ」、「重点審査」の考え方に
基づく具体的な業務効率化方策を着実に推進させ
るべく平成28年社会生活基本調査の適用状況を踏
まえた業務効率化方策を実施し、平成29年就業構造
基本調査へ適用した。、平成29年度就業構造基本調
査に関する主な取組については以下のとおりであ
る。 
 
ア データチェック・審査事務 

従来職員により行っていた審査・訂正事務につ
いて、他のチェック事務の一部との統合や、機械
処理によるルール補定（条件、定義等による全補
定）などの事務処理方法の変更により、データの
審査・訂正に係る要員の削減を図った。 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

平成28年社会生活基本調査の適用
状況を踏まえた業務効率化方策を実
施し、平成29年就業構造基本調査へ適
用した。平成29年度就業構造基本調査
に関する主な取組については、データ
チェック・審査事務の見直し及び結果
表審査事務の改善等に取り組んだ。こ
れらの取組により、平成24年調査の実
績と比較して、約2,800人日の減少と
なり、業務効率化方策の実現による効
果が得られた。 

また、統計情報データベースへのデ
ータ登録については、複数ファイルの
一括登録が可能となった統計情報デ
ータベースAPI一括登録システムによ
るデータ登録を行った。 

さらに、各種業務システムの開発環
境について、内製によるシステム開発
量を削減し、システム開発における要
件定義や調達、委託業者の管理など外
部リソースの活用も視野に入れた効
率的・効果的な業務運営の確立に向
け、必要な検討を行うことを目的とす
るワーキンググループを設置し、次期
統計センター情報システム基盤にお
けるマルチ言語開発プラットフォー
ムの構築について整備を進めた。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・平成 26 年度に策定した「データ中心アプローチ」、「重

点審査」の考え方に基づく業務効率化方策の適用に向け

た具体的な方針に従い、平成 28 年社会生活基本調査の製

表業務において、データベース活用を推進するためデー

タベース設計の見直し、統計分析ツールを活用した審査

業務の導入といった業務効率化方策を試行的に適用し、

業務プロセス改革は、実現に向け着実に進展 

・また、第１期推進計画（26～28 年度）が、28 年度に終

了したことに伴い、第２期推進計画（29～31 年度）を策

定し、第１期推進計画において検討した個々の施策とと

もに、ＩＣＴ及び外部リソースの積極的な活用や業務の

必要性及び業務体制の見直しによる業務の高度化・効率

化を更に推し進めるための検討を行っている。 

これらを踏まえ、製表業務のプロセスの見直しに関す

る検討等が適切に行われ、実現に向け着実に進展してお

り、所期の目標を達成していることから、当該項目の評

定を「Ｂ」とした。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

＜その他事項＞ 
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イ 結果表審査事務 
結果表作成前に主要な結果数値について重点

審査を行い、特異値と考えられるデータの審査・
訂正を行うことにより、従来の結果精度を確保し
つつ、審査に係る要員の削減を図った。 

 
ウ 調査票イメージデータ 

従来の画像ファイルの管理から、データベース
による管理へ変更することにより、当該調査の製
表システム使用者だけがアクセスできる環境を
強化し、情報セキュリティの向上を図った。 
 
これらの取組により、平成24年調査の実績と比較

して、約2,800人日の削減を実現した。これは、独
立行政法人として発足以来の大規模な常勤役職員
の削減方針に対応するために実施をしている業務
プロセス改革が着実に成果を挙げている。 
また、統計情報データベースへのデータ登録につ

いては、複数ファイルの一括登録が可能となった統
計情報データベースAPI一括登録システムによるデ
ータ登録を行った。 
 
統計センターにおける各種業務システムの開発

環境について、従来の職員による内部開発（内製）
によるシステム開発量を削減し、システム開発にお
ける要件定義や調達、委託業者の管理（工程管理・
品質管理）など外部リソースの活用も視野に入れた
効率的・効果的な業務運営の確立に向け、必要な検
討を行うことを目的とする次世代システム開発基
盤検討ワーキンググループを設置し、次期統計セン
ター情報システム基盤におけるマルチ言語開発プ
ラットフォームの構築について整備を進めた。 
 
業務プロセス改革を具体的に推進するための「第

２期推進計画」については、平成30年住宅・土地統
計調査以降の調査の集計業務への業務効率方策の
適用に向けた検討を計画に基づき行った。 
 

 

業務プロセス改革を具体的に推進
するための「第２期推進計画」につい
ては、平成30年住宅・土地統計調査以
降の調査の集計業務への業務効率方
策の適用に向けた検討を計画に基づ
き行った。 

 
以上のことから、業務プロセス改革

推進計画に基づき、業務効率化方策を
平成29年就業構造基本調査に適用し、
要員の削減を図った。 

また、他調査への適用に向けた検討
等が適切に行われ、実現に向け着実に
進展しており、所期の目標を達成して
いることから、当該項目の評定をＢと
した。 
 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―４ 調達等の合理化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）公正かつ透明な

調達手続による適切
で、迅速かつ効果的な
調達を実現する観点か
ら、統計センターが策
定した「調達等合理化
計画」に基づく取組を
着実に実施すること。 
契約内容を公開し、随

意契約の見直しや一者
応札・一者応募の改善に
向けた取組を行うなど、
業務運営の一層の透明
性の確保と効率化を図
るとともに、毎年度その
取組状況について公表
すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）公正かつ透明な調
達手続による適切で、迅
速かつ効果的な調達を実
現する観点から、「調達等
合理化計画」を策定し、
同計画に基づく取組を着
実に実施する。 
また、一般競争入札等を

原則とし、公正性・透明性
を確保しつつ合理的な調
達を実施する。 

さらに、一者応札・一者
応募については、真に競争
性が確保されているか、独
立行政法人統計センター
契約監視委員会において
契約状況の点検・見直しの
状況について審議を行い、
その結果に的確に対応す
る。 

これらの取組状況、審議
概要及び契約内容につい
ては、ホームページを通じ
て公表する。 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・「調達等合理
化計画」に基
づく取組が着
実に実施され
ているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 調達等の合理化に関する事項 
（１）調達等合理化計画 

ア 調達等合理化計画の取組 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年

５月25日総務大臣決定）に基づき、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサ
イクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の
合理化に取り組むために平成30年6月に策定した「調達等合理化計画」を着
実に推進しているとともに、当該計画における策定及び自己評価について
は、独立行政法人統計センター契約監視委員会*21 （以下「契約監視委員会」
という。）において了承を得ているものである。 
なお、当該計画の取組状況については、ホームページを通じて公表してい

る。 
イ 平成30年度契約実績 

統計センターにおける平成30年度の契約件数は32件、契約金額は32.6億円
である。また、競争性のある契約は26件（81.3％）、32.1億円（98.5％）、競
争性のない随意契約は６件（18.8％）、0.5億円（1.5％）となっている。 
平成29年度と比較して、競争性のない随意契約（少額随意契約を除く）に

ついては１件増加したが、随意契約適正化検証チームにおける点検を踏ま
え、真にやむを得ない契約として適切な調達を実施した。 

 
平成30年度の統計センターの調達全体像   （単位：件、億円）  

 平成29年度 平成30年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入

札等 

（88.4％） 

38  

（99.2％） 

 35.7  

（78.1％） 

25  

（97.0％） 

31.6  

（△34.2％） 

△13  

（△

11.5％） 

△4.1  

企画競

争・公

（0.0％） 

0  

（0.0％） 

 0.0  

（3.1％） 

1  

（1.5％） 

 0.5  

（－） 

1  

（－） 

0.5  

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

【評定根拠】 

平成30年度における随意契約は
６件であり、真にやむを得ない契約
のみとなっている。 

また、一般競争入札の全体の契約
に占める割合は、件数については約
78％、金額は約97％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・「調達等合理化計画」に基づき、公正性・

透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的な

調達等の合理化に向けた取組を着実に推

進し、随意契約、一者応札・一者応募の改

善に向けた取組を実施し、平成 30 年度に

おける随意契約は６件であり、真にやむを

得ない契約のみとなっている。また、平成

29 年度に一社応札であった契約のうち、平

成 30 年度以降も継続的に調達する２件に

ついて、より合理的な調達方法への改善を

行った。・また、「独立行政法人統計センタ

ー契約監視委員会」において、随意契約の

妥当性や一者応札・応募案件の調達内容、

調達手続等について点検を実施し、契約内

容等について了承を得ている。 

・監事による監査では、一般競争入札を含

む全ての入札・契約の状況について、毎月、

厳正なチェックを行っているが、問題とな

る指摘がない。 

これらを踏まえ、所期の目標を達成して

いることから、当該項目の評定を「Ｂ」と

した。 

                                                  
*21独立行政法人統計センター契約監視委員会：「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）に基づき、平成 21 年 11 月に設置され、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）におい

て、総務大臣決定に基づく委員会としてみなされた監事及び外部有識者によって構成された組織。  
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＜評価の視点＞ 
・随意契約、一
者応札・一者
応募の改善に
向けた取組は
されている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

募 

競争性

のある

契 約

（ 小

計） 

（88.4％） 

38  

（99.2％） 

 35.7  

（81.3％） 

26  

（98.5％） 

32.1  

（△31.6％） 

△12  

（△

10.1％） 

△3.6  

競争性

のない

随意契

約 

（11.6％） 

5  

（0.8％） 

 0.3  

（18.8％） 

6  

（1.5％） 

 0.5  

（20.0％） 

1  

（－） 

0.2  

合 計 
（100％） 

43  

（100％） 

 36.0  

（100％） 

32  

（100％） 

32.6  

（△25.6％） 

△11  

（△9.

4％） 

△3.4  

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合

がある。 

（注２）比較増△減の（ ）書きは、平成30年度の対29年度伸率である。 
 

ウ 一者応札・応募案件の改善等への取組 
ホームページによる年間調達予定案件の事前公表等を継続的に実施して

きた結果、１者以下の応札・応募による契約の件数、金額ともに、前年並み
となっている。 
なお、結果的に１者以下の応札・公募となった８件（うち４件は国との合

同調達）の仕様書の要求要件は必要最低限で、競争性の障壁となるようなも
のはなかった。 
 

 平成 30 年度の統計センターの一者応札・応募状況 （単位：件、億円）  

 平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者以

上 

件

数 
31（81.6％） 18（69.2％） △13（△41.9％） 

金

額 
8.1（22.7％） 2.5（7.8％） △5.6（△69.1％） 

１者以

下 

件

数 
7（18.4％） 8（30.8％）  1（14.3％） 

金

額 
27.6（77.3％） 29.6（92.2％） 2.0（7.2％） 

合 計 

件

数 
38（100％） 26（100％） △12（△31.6％） 

金

額 
  35.7（100％）   32.1（100％） △3.6（△10.1％） 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合
がある。 

（注２）合計欄は、競争契約（一般競争、企画競争、公募）を行った計数である。 
（注３）比較増△減の（ ）書きは、平成30年度の対29年度伸率である。 
 
エ 重点的に取り組む分野 

(ｱ) 合理的な調達方法への改善 
前年度一者応札であった５件（国との合同調達除く）のうち、平成30年

度以降も継続的に調達する２件（①統計ＬＯＤ等によるデータ提供の推進
に係る業務、②自動車運行管理業務の請負）について、より合理的な調達
方法への改善を行った。 
その結果、競争性の確保を維持しつつ、一者応札の解消、事務の効率化

など合理的な調達方法への改善を図った。 
 

(ｲ) 新規中小企業者等の参入の拡大 
少額随意契約の調達事務において、新規中小企業者（設立の日以後の期

間が十年未満の中小企業）や統計センターと契約実績のない業者の新規参
入業者の拡大を図るため、これらに該当する業者を探した上で統計センタ
ーの少額随意契約の見積もり合わせに参加してもらうよう依頼した。 
その結果、12者（うち３者は新規中小企業）の新たな業者と契約締結し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一者応札・応募案件の改善におい
て、ホームページによる年間調達予
定案件の事前公表のほか、結果的に
１者以下の応札・応募となった案件
については、入札説明書の受理後に
入札に参加しなかった者に対して
不参加理由を聴取する等の事後点
検を実施し、改善に向けた取組を引
き続き行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
調達手続きの見直しを実施した

２件について、競争性の確保を維持
しつつ、一者応札の解消、事務の効
率化など合理的な調達方法への改
善を図った。 
 
 
 
 

新規中小企業者や統計センター
と契約実績のない業者の新規参入
業者の拡大を図るため、新たに業者
を探した結果、12者（うち３者は新
規中小企業）と契約を締結すること
となり、新規参入業者の拡大を図っ

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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（２）監事による監査
において、入札・契約
の内容についてチェッ
クを受けること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）監事による監査に
おいて、入札・契約の内
容について定期的なチェ
ックを受ける。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・監事による監
査が、適切に
行われている
か。 

 

たことから、新規参入業者の拡大を図った。 
 

オ 調達に関するガバナンスの徹底 
(ｱ) 検収の徹底及び調達担当者に対する研修の実施 

係長相当職（監督職員含む）22名を対象に、適正かつ確実に事務が遂行
できるよう、調達手続全般及び不祥事事案の事例について研修を実施し
た。 
また、監督・検査職員として任命された職員に対し、必要に応じて監督・

検査業務の役割や責任についての説明を行った。 
 

(ｲ) 一者応札の事後検証 
平成30年度に１者応札となった３件（８件のうち５件は国との合同調達

や公募）のうち、１件が次年度以降も継続的に調達する案件であったため
入札説明会に参加し入札書の提出に至らなかった者に対し、アンケート調
査を実施した。 

 
(ｳ) 新たな随意契約に係る随意契約適正化検証チームにおける検証の実施 

新たな随意契約が見込まれる案件について、随意契約適正化検証チーム
により検証を行った。検証の結果、調達仕様に求める特性が「国との取決
めにより、契約の相手方が一に定められているもの」であることから、「随
意契約によることができる事由」との整合性が認められるため競争性のな
い随意契約として締結した。 
 

(ｴ) 発注者以外の職員による納品成果物の確認 
少額随意契約以外の納品成果物（14件）について、発注者以外の職員に

よる確認を行い、不祥事等の発生の未然防止に努めた。確認の結果、全て
の契約について仕様書に定められた期限内に納品されていることを確認
した。 

 
カ 契約監視委員会による点検 

契約監視委員会において、平成30年度の調達等合理化計画の策定及び自己
評価の際の点検を受けるとともに、これに関連して、競争性のない新たな随
意契約、２か年度連続の一者応札・応募案件などに該当する個々の契約案件
の調達内容及び調達手続等について点検を受け、その審議結果を踏まえ、更
なる競争性の確保の推進に努めている。 
なお、契約監視委員会の審議概要についてはホームページで公表した。 

 

（２）契約内容の監査 

「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）に基づき、一
般競争入札を含むすべての入札・契約の状況について、監事による監査を毎月
実施し、随意契約及び情報開示を含む契約案件全般について、厳正なチェック
を行い監査体制の実効性の確保に努めている。 
調達の実施に当たっては、事業部門（調達要求部門）の作成した仕様書等を、

財務課の契約担当者がその内容を審査した上で、金額に応じて、理事長、総務
部長等が決裁を行っている。なお、この場合において、財務課の予算執行管理
担当者は事前に審査を行っており、会計部門内での相互牽制を行い、適正な経
費執行を確保する体制を実施している。 
また、入札・契約事務全般に関し、毎月、監事監査を実施し、内部牽制の実

効性を確保している。 

た。 
 
 

適正かつ確実に事務が遂行でき
るよう、調達手続全般及び不祥事事
案の事例について、係長相当職を対
象にした研修の実施や、監督・検査
職員として任命された職員に対し、
必要に応じて監督・検査業務の役割
や責任についての説明を行った。 

次年度以降も継続的に調達する
１件について、入札説明会に参加し
入札書の提出に至らなかった者に
対してアンケート調査を実施し、一
者応札の事後検証を適切に実施し
た。 

新たな随意契約が見込まれる調
達案件において、随意契約要件との
整合性及び随意契約とする妥当性
の観点から、事前に検証を行った。 
 

不祥事等の発生を未然に防止す
る為、少額随意契約以外の納品成果
物（14件）について発注者以外の職
員による確認を行い、全ての契約に
ついて仕様書に定められた期限内
に納品されていることを確認した。 

契約監視委員会において、競争性
のない新たな随意契約、２か年度連
続の一者応札・応募案件などに該当
する個々の契約案件の調達内容及
び調達手続等についての点検を受
けた。 

 
 
 
 
 

監事による監査において、一般競
争入札を含む全ての入札・契約の状
況について、毎月、厳正なチェック
を受けたが、問題となる指摘はなか
った。 
 

以上のことから、「調達等合理化
計画」に基づく取組が着実に実施さ
れており、随意契約、一者応札・一
者応募の改善に向けた取組も実施
されている。 

また、契約監視委員会において、
契約案件の調達内容及び調達手続
等について点検を受け、了承を得て
おり、所期の目標を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢとし
た。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅲ 財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項（予算、収支計画及び資金計画） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
業務経費及び一般管理
費の削減（※） 

3.2％以上の減 前年度予算額 3.2%      

         
         
         

（※）業務経費及び一般管理費に係る運営費交付金については、新規追加、拡充部分を除く。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 適正な財務管理を行

い、上記第２の１（２）
を達成するとともに、
経費全体の効率的な執
行を図ること。 
また、収入総額の増

加に向けて、オーダー
メード集計の提供によ
る収入、匿名データの
提供による収入につい
て、上記の第１の２
（３）、第１の３（３）
の達成に向けた取組を
それぞれ行うこと。 
なお、毎年の運営費

交付金額の算定につい
ては、積立金の発生状
況にも留意した上で、
厳格に行うこと。 
 

予算（人件費の見積り
を含む。）、収支計画
及び資金計画 
 
適正な財務管理を

行い、上記第２の１
（２）を達成するとと
もに、経費全体の効率
的な執行を図る。 

また、収入総額の増
加に向けて、オーダー
メード集計の提供に
よる収入、匿名データ
の提供による収入に
ついて、上記の第１の
２（３）、第１の３（４）
の達成に向けた取組
をそれぞれ行う。 

予算、収支計画及び
資金計画については、
別添のとおりとする。 
 

＜評価の視点＞ 
・適正な財務管理
がなされている
か。 

（１）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

業務経費及び一般管理費（電子計算機借料、庁舎維持管理費等の所要額計上を必要とする経費、
製表業務アウトソーシング等推進経費及び周期統計調査に係る経費を除く。）に係る運営費交付金
について、新規追加、拡充部分を除き、平成 30 年度から令和４年度末までにおける削減目標を
29 年度予算額 353 百万円に対し 85％以下、金額では５か年で約 53 百万円以上とされたことから、
各年度の予算額を対前年度比 3.2％（年換算）以上削減することとしている。 
平成 30 年度の所要額計上経費を除く業務経費及び一般管理費については、29 年度予算額 353

百万円に対して 30 年度予算額を 341 百万円とし、3.2％の削減を図っている。 
 
 
 

【所要額計上経費を除く削減対象経費】                  （単位：千円） 

区   分 

平成29年度 
（基準額） 

30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年 

金 額 比 率 金 額 
対基 
準比 

      

業 務 経 
費 

 
232,688 

 
100.0％ 

 
225,242 

 
96.8％ 

      

一般管理
費 

120,091 
 

100.0％ 
 

116,248 
 

96.8％ 
      

計 
 

352,779 
 

100.0％ 
 

341,490 
 

96.8％ 
      

区   分 
令和４年 

  

業 務 経 
費 

  

一般管理
費 

  

計   

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

平成 30 年度の業務経
費及び一般管理費は、平
成 30 年度から令和４年
度末までにおける削減
目標（平成 29 年度の約
353 百万円に対する割
合を 85％以下、年換算
3.2％減）について、約
341 百万円とし、年換算
で 3.2％減と、目標を達
成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・業務経費及び一般管理費の削減目標

やオーダーメード集計及び匿名データ

の提供による収入額の達成に向けた取

組など、適正な財務管理、効率的な業

務運営が行われ、かつ予算・実績比較

等の有効な財務・ 会計管理が実施され

ている。 
以上を踏まえ、所期の目標を達成し

ていることから、当該項目の評定を

「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 特になし。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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平成30年度におけるオーダーメード集計の提供による手数料収入については、25年度から29年
度までの平均額（516万円）以上を目指すとしたところであり、557万円の増加となる1,073万円（対
年度目標：208％）の成果となった。 
なお、中期的な観点から参考となるべき事項として、平成30年度から令和４年度までにおける

オーダーメード集計の提供による収入総額については、25年度から29年度までの収入総額（2,582
万円）より20％増加（3,098万円）となることを目指すこととしている。 

【オーダーメード集計の提供による収入】                        （単
位：千円） 

区分 平成25年

度 

26年度 27年度 28年度 29年度 平成25～29年度 
合計額➀ 

手数料収入 3,151 5,083 7,493 2,072 8,021 25,819 

手数料収入（累

計） 

(3,151) (8,234) (15,727) (17,798) (25,819) (25,819) 

目標額 平成30年

度 

令和元年

度 

２年度 ３年度 ４年度 平成30～令和４
年度 

合計額 

【合計額➀÷５
年】 

(平均)5,164千円 
(年間)  

10,733     10,733 

【合計額➀×20%
増】 

合計30,983千円  

(10,733)     (10,733) 

※ 四捨五入の関係上、手数料収入と累計は一致しない。 
 
平成30年度における匿名データの提供による手数料収入については、25年度から29年度までの

平均額（150万円）以上を目指すとしたところであり16万円の増加となる、166万円（対年度目標：
111％）の成果となった。なお、中期的な観点から参考となるべき事項として、平成30年度から令
和４年度までにおける匿名データの提供による収入総額については、25年度から29年度までの収
入総額（752万円）より20％増加（903万円）となることを目指すこととしている。 

【匿名データの提供による収入】                                （単
位：千円） 

区分 平成25年

度 

26年度 27年度 28年度 29年度 平成25～29年度 
合計額➀ 

手数料収入 1,449 1,642 1,403 1,591 1,439 7,524 

手数料収入（累計） (1,449) (3,092) (4,495) (6,086) (7,524) (7,524) 

目標額 平成30年

度 

令和元年

度 

２年度 ３年度 ４年度 平成30～令和４
年度 
合計額 

【合計額➀÷５年】 
(平均)1,505千円(年

間)  

1,664     1,664 

【合計額➀×20%増】 
合計9,029千円  

(1,664)     (1,664) 

※ 四捨五入の関係上、手数料収入と累計は一致しない。 
 

平成 30 年度のオーダ
ーメード集計の提供に
よる収入額について
は,25 年度から 29 年度
までの平均額（516 万
円）以上を目指すとした
ところであり、557 万円
の増加となる 1,073 万
円（対年度目標：208％）
の成果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 30 年度の匿名デー
タの提供による収入額
については 125 年度か
ら 29 年度までの平均額
（150 万円）以上を目指
すとしたところであり
16 万円の増加となる、
166 万円（対年度目標：
111％）の成果となった。 
 
以上のことから、経費

の節減等の適正な財務
管理、効率的な業務運営
を行い、かつ予算・実績
比較等の有効な財務・会
計管理を行っており、所
期の目標を達成してい
ることから、当該項目の
評定をＢとした。 

 
 
 
 

 

 
４．その他参考情報 
（保有資産の管理・運用等について） 
 統計センターは、実物資産としての土地・建物は保有していない。また、知的財産として商標登録などを有しているが、収益を得るための財産ではない。 
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事業計画予算                                             収支計画 

平成 30 年度                                                         平成 30 年度 

（単位：百万円）                                                                     （単位：百万円） 

区  別 
統計調査

製表事業 

受託製表

事業 

統計情報

提供等事業 

技術研究

事業 

国際協力

事業 

法人共通 
合 計 

収入 

運営費交付金収入 

受託製表収入 

政府統計共同利用 

システム運用管理等収入 

統計作成支援事業収入 

その他の収入 

計 

 

4,540 

- 

- 

 

- 

- 

4,540 

 

561 

28 

- 

 

5 

- 

594 

 

920 

- 

2,318 

 

1 

- 

3,239 

 

162 

- 

- 

 

- 

- 

162 

 

30 

- 

- 

 

- 

- 

30 

 

1,362 

- 

- 

 

- 

- 

1,362 

 

7,576 

28 

2,318 

 

7 

- 

9,928 

支出 

業務経費 

経常統計調査等に係る経費 

周期統計調査に係る経費 

受託製表経費 

政府統計共同利用 

システム運用管理等経費 

統計作成支援事業経費 

一般管理費 

人件費 

計 

 

812 

730 

82 

- 

- 

 

- 

106 

3,623 

4,540 

 

62 

62 

- 

28 

- 

 

5 

13 

486 

594 

 

224 

136 

88 

- 

2,318 

 

1 

21 

674 

3,239 

 

21 

21 

- 

- 

- 

 

- 

3 

139 

162 

 

9 

9 

- 

- 

- 

 

- 

0 

21 

30 

 

51 

51 

- 

- 

- 

 

- 

140 

1,172 

1,362 

 

1,178 

1,009 

170 

28 

2,318 

 

7 

284 

6,113 

9,928 

各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

【人件費の見積り】 

期間中 4,917 百万円を支出する。 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の 

費用である。 

各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

注１：当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び国家公務員退職手当法に基づいて支給 
することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものとしている。 

注２：純利益及び総利益については、リース資産の会計処理によるもの及び政府統計共同利用システム運用管 
理等収入により購入した固定資産の減価償却費見合いのものである。 

 
 
 
  

区  別 
統計調査

製表事業 

受託製表

事業 

統計情報

提供等事業 

技術研究

事業 

国際協力

事業 

法人共通 
合 計 

費用の部 

経常費用 

業務費 

受託製表業務費 

政府統計共同利用 

システム運用管理等経費 

統計作成支援事業経費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

4,554 

4,550 

4,281 

- 

- 

 

- 

- 

269 

4 

593 

593 

526 

28 

- 

 

5 

- 

33 

1 

3,041 

3,036 

814 

- 

1,844 

 

1 

- 

377 

6 

165 

165 

155 

- 

- 

 

- 

- 

10 

0 

30 

30 

29 

- 

- 

 

- 

- 

1 

0 

1,370 

1,369 

- 

- 

- 

 

- 

1,330 

39 

1 

9,753 

9,742 

5,805 

28 

1,844 

 

7 

1,330 

729 

11 

収益の部 

運営費交付金収益 

受託製表収入 

政府統計共同利用 

システム運用管理等収入 

統計作成支援事業収入 

資産見返負債戻入 

資産見返運営費交付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

その他の収入 

財務収益 

4,554 

4,500 

- 

- 

 

- 

53 

53 

- 

- 

- 

595 

558 

28 

- 

 

5 

3 

3 

- 

- 

- 

3,193 

853 

- 

2,318 

 

1 

20 

20 

- 

- 

- 

165 

162 

- 

- 

 

- 

3 

3 

- 

- 

- 

30 

30 

- 

- 

 

- 

0 

0 

- 

- 

- 

1,369 

1,359 

- 

- 

 

- 

11 

11 

- 

- 

- 

9,905 

7,462 

28 

2,318 

 

7 

91 

91 

- 

- 

- 

純利益 

総利益 

1 

1 

0 

0 

151 

151 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

152 

152 

別 添 
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資金計画 

平成 30 年度 

（単位：百万円） 

区  別 
統計調査

製表事業 

受託製表

事業 

統計情報

提供等事業 

技術研究

事業 

国際協力

事業 

法人共通 
合 計 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

4,540 

4,285 

40 

216 

594 

560 

3 

31 

3,239 

2,665 

319 

256 

162 

155 

1 

7 

30 

29 

0 

1 

1,362 

1,330 

4 

28 

9,928 

9,024 

366 

538 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

受託製表収入 

政府統計共同利用 

システム運用管理等収入 

統計作成支援事業収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

4,540 

4,540 

4,540 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

594 

594 

561 

28 

- 

 

5 

- 

- 

- 

3,239 

3,239 

920 

- 

2,318 

 

1 

- 

- 

- 

162 

162 

162 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

30 

30 

30 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

1,362 

1,362 

1,362 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

9,928 

9,928 

7,576 

28 

2,318 

 

7 

- 

- 

- 

各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
常勤役職員の削減 年度ごとに法人自

体が目標値を設定 
－ 684 人以下      

         
         
         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 該当なし 

 

（１）新たに対応が必要
となる業務 

総務大臣からの年度
目標等による指示に基
づき新たに対応が必要
となる業務に必要な人
員を確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・年度目標等による指

示に基づき新たに
対応が必要となる
業務に必要な人員
を確保しているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 人事に関する計画 

（１）新たに対応が必要となる業務 

ア 人材確保 
平成30年度の採用活動として、人事院が主催する一般職（大卒程度）を志

望する学生等を対象とした官庁合同説明会（７月）に参加し、統計センター
の概要や業務説明を行った。その結果、同試験合格者から30年10月１日に２
名、31年４月１日に５名を採用した。一方、一般職（高卒者）を志望する専
門学生等に対しては、30年４月から６月にかけて専門学校が主催する官庁合
同説明会に出向き、同様に業務説明等を行った結果、同試験合格者から31
年４月１日に11名を採用した。     
平成31年度の採用活動として、31年３月に人事院が主催する国家公務員

（主に一般職（大卒程度及び高卒者））を志望する学生等を対象とした関東
地区官庁オープンツアーに参加して業務説明及び職場見学等を行い、優秀な
人材の確保に努めた。 
また、政府統計データの機械判読可能化など、高度利用型統計データ化に

伴う人材の確保及びＳＵＴ体系への移行のための基礎となるビジネスレジ
スターの精度向上、報告者負担の大きい大企業等に対する報告者負担の軽減
等を図るため、新たに主要な企業グループ等の企業構造と活動状況を専任担
当職員が把握するプロファイリング活動のための人材を確保し、これに充て
ている。 

イ 雇用制度の運用 
雇用制度の運用として、「国家公務員高齢者雇用推進に関する方針」（平成

13年６月27日人事管理運営協議会決定）及び「国家公務員の雇用と年金の接
続について」（平成25年３月26日閣議決定）に鑑み、国家公務員法に基づい
た定年退職者の再任用を実施しており、今年度は、平成30年５月に意向調査、
11月に説明会を実施して再任用職員の募集を行った結果、31年４月に64名を
再任用した。 
また、以下のとおり高度な専門性を有する職員を、国家公務員法の任用制

度に基づき採用した。 
① 平成30年４月１日から発足した統計データ利活用センター（和歌山県）
に「統計ミクロデータの提供」等の研究業務に当たる者（３名）を非常勤

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
【評定根拠】 

人材の確保では、業務説明会及び職
場見学等を実施し、優秀な新規職員の
確保に努めるとともに、新たな業務へ
対応するための人材を確保した。 

雇用制度の運用では、定年退職職員
の再任用など専門性を有する人材の
有効活用を行った。 

また、高度な専門性を有する職員
を、国家公務員法の任用制度に基づき
採用した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
・統計センターが新たに担う事業として、高

度利用型統計データ化に伴う人材や、プロフ

ァイリング活動のための人材を確保するとと

もに、定年退職者の再任用や外部研究者等の

採用など専門的知識を有する職員を確保し

た。 
・また、総務省統計局を始めとする国等の統

計関係部門との人事交流、統計研修所が実施

する統計研修への職員の派遣等により、職員

の専門的能力の養成を図った。 
・さらに、ワーク･ライフ･バランス向上のた

め、テレワークについて利用しやすい環境を

整備し、利用拡大を推進した。 
これらを踏まえ、所期の目標を達成してい

ることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
 特になし。 
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（２）人材の育成 

総務省統計局を始め
とする国等の統計関係
部門との人事交流、総務
省統計研究研修所が実
施する統計研修への職
員の派遣等による能力
開発により、職員の資質
の向上を図る。 

 
 
 

（３）人事評価制度 
能力評価及び業績評

価から成る人事評価制
度により、適正な人事評
価を行う。 

 
（４）人員に係る指標 

平成30年度は、業務の
効率化等により、年度末
の常勤役職員数を684人
以下に見込む。 

 
 
 
 
 

（５）テレワークの運用 
「次世代育成支援対

策推進法（平成15年法律
第120号）」に基づき策
定した「独立行政法人統
計センター一般事業主
行動計画」に基づき、仕
事と子育てを両立する
ための勤務形態として、
また、ワーク・ライフ・
バランスの向上のため、
テレワークについて、着
実に実施する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・人事交流や研修等に

より、職員の資質の
向上を図っている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・適正な人事評価制度

を構築・運用してい
るか。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・計画的に常勤役職員

数を削減している
か。 

 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・テレワークの利用拡

大について取り組
んでいるか。 

 

研究員として採用（継続） 
② 「消費動向指数研究協議会（平成29年７月28日に総務省が設立）」の活
動の一環として、民間企業が保有する様々な消費関連情報を活用した消費
動向指数（CTI：Consumption Trend Index）に関する研究業務に当たる者
（４名）を任期付研究員及び非常勤研究員として採用（継続） 

③ リモートアクセスを活用したオンサイト利用に関する研究業務に当た
る研究者（１名）を非常勤研究員として採用（継続） 

④ 「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」（平成17年６月29
日各府省情報化統括責任者(ＣＩＯ)連絡会議決定）に沿って、統計センタ
ーの主要な業務及びシステムの最適化を実現するため、ＣＩＯ補佐官（１
名）を非常勤職員として採用（継続） 

 

（２）人材の育成 

広い視野を持った人材を養成する観点から、原則、四半期ごとに統計局等と
人事交流を行った。 
平成30年度の統計局等国の行政機関からの転入者は37人（前年度30人）、転

出者数は32人（前年度27人）であった。 
統計の作成・提供、情報通信技術など統計センターの業務運営に必要な専門

性を有する職員を育成するため、それぞれの専門知識を習得できるよう定期的
に人事異動や研修等を実施している。 
その他、広い視野を持った人材の育成を目的として、個人情報保護セミナー

等の外部研修を積極的に活用したほか、総務省統計研究研修所が実施する統計
研修に職員25人を派遣した。 

 
（３）人事評価制度 

平成30年度は、職員（再任用職員を含む。）を対象に、能力評価（評価期間：
平成29年10月から平成30年９月まで）及び業績評価（評価期間：前期－平成30
年４月から９月まで、後期－平成30年10月から平成31年３月まで）を実施した。 

 

（４）人員に係る指標 

ア 常勤役職員数の削減 
業務の効率化等により、年度末の常勤役職員数は、目標（684人以下）を

達成した。 
イ 再任用職員の採用 

統計センターの業務に関して専門性を有する人材を有効に活用するた
め、平成30年度再任用職員及び定年退職者から希望者64名を採用した。勤
務形態別では、フルタイム勤務職員が17人、短時間勤務職員が47人（計64
人）となっている。 

 

（５）テレワークの運用 

テレワークは、平成22年11月から本格運用を開始している。 
今年度は、テレワークの更なる利用促進のために、幹部職員においては、勤

務時間外における有事等に利用するためのUSBを用いたテレワーク勤務を可能
とし、７月から９月のワークライフバランス推進強化月間中に幹部職員全員が
テレワーク勤務を１回以上実施した。 
また、幹部職員へ毎月第１月曜日に前月の課室等別のテレワーク利用状況を

報告するとともに、更なるテレワーク勤務の利用の推進を要請した。 
なお、９月にテレワークの利用促進に関するアンケートを実施し、問題点及

び改善点を取りまとめ、来年度への検討を進めている。  
平成30年４月から31年３月までの利用者数は294人（前年度324人）と、前年

度と比べて▲30人（▲9.3％）と減少したものの、同期間にかかる延べ利用日
数は2,292日間（前年度1,673日間）となり、619日間（＋37.0％）増加した。 

（延べ利用日数については、幹部職員及び統計データ利活用センター職員を除い
た利用日数となっている。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人材の育成では、統計局等との人事

交流を実施したほか、統計研究研修所
が実施する統計研修に職員25人の派
遣等をすることで、広い視野を持った
人材の養成を図った。 

これらの取組は、専門性の高い人材
確保及び人材育成につながり、ひいて
は業務運営の高度化・効率化に寄与す
るものである。 

 
 
 
人事評価制度については、定期的に

能力評価及び業績評価を実施してお
り、職員への定着が図られた。 

 
 
 
常勤役職員数は、業務の不断の効率

化により、平成30年度末において、684
人以下の目標を達成し、計画的な人員
の削減に取り組んだ。 

 
 
 
 
ワーク・ライフ・バランス向上のた

めに導入したテレワークについては、
利用しやすい環境整備を図り、利用拡
大を推進した。 
 

以上のことから、新たに対応が必要
となる業務に必要な人材を確保した
こと、統計局等の統計関係部門との人
事交流、統計研修への職員の派遣等に
より、職員の専門的能力の養成を図っ
たこと、人事評価を定期的に実施した
こと、常勤役員数の削減にかかる目標
値を達成したこと及びワーク・ライ
フ・バランス向上のため、テレワーク
について利用しやすい環境に整備し
ており、所期の目標を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢとした。 

＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―４－１ その他業務運営に関する事項（内部統制の充実・強化） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １ 内部統制の充実・強化 

（１）統計センターに期待
される役割を十全かつ適
切に果たすため、「「独立
行政法人の業務の適正を
確保するための体制等の
整備」について」（平成26
年11月28日総務省行政管
理局長通知）等を踏まえて
整備した体制を基に実効
性のある内部統制システ
ムの運用に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）内部統制の充実・強
化 

① 「「独立行政法人の
業務の適正を確保するた
めの体制等の整備」につい
て」（平成26年11月28日総
務省行政管理局長通知）等
を踏まえて整備した体制
を基に、実効性のある内部
統制システムの運用に努
め、引き続き内部統制の充
実・強化を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・内部統制の充実・強
化を図る上で、法人の
長のマネジメントは
適切に行われている
か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ その他業務運営に関する事項 

（１）内部統制の充実・強化 

統計センターでは、年度目標に基づき、法令等を遵守しつつ業務
運営の高度化・効率化を行い、常に正確で信頼できる統計データを
作成し、国民生活の向上と社会経済の発展に貢献するという基本的
使命を果たすため、内部統制の充実・強化として理事長のリーダー
シップを十分に発揮できる仕組みを整備・運用している。 
この統計センターの使命を達成するためには、製表結果の精度の

確保、提出期限の厳守等業務の委託元における高い満足を確保する
とともに、委託元から信頼されることが、事業活動を継続していく
上で必要不可欠である。これら製表結果及び統計サービスの品質の
維持・向上を図るため、製表業務における品質管理活動の一層の推
進に取り組んでいる。（Ⅰの６その他を参照） 
また、統計センターにとって、個人情報や事業所・企業等情報が

記載された調査票情報とハードウェア、ソフトウェアの情報システ
ムが、事業活動を展開する上で不可欠な資産である。これら情報資
産の適切な保護・管理を通じた情報セキュリティの確保を図るため、
情報セキュリティ対策の一層の強化に取り組んでいる。（Ⅳの４の
（２）情報セキュリティ対策の徹底を参照） 
内部統制の充実・強化を図るため、平成30年度は次のような取組

を行った。 
 

ア 内部統制システムの整備 
(ｱ) 統制環境の充実・強化 

統計センターに期待される役割を十全かつ適切に果たすた
め、「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整
備」について」（平成26年11月28日総務省行政管理局長通知）等
を踏まえて整備した体制を基に実効性のある内部統制システム
の運用に努めることとされている。 
平成30年度は、統計センターにおける内部統制の意義や必要

性等の基本的な内容について、全職員の理解を促すとともに、
内部統制システムの浸透や定着に向けた実効性のある取組を推

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 
【評定根拠】 

「独立行政法人の業務の適
正を確保するための体制等の
整備」について」等を踏まえ
て整備した体制を基に実効性
のある内部統制システムの運
用に努めることとされてい
る。平成30年度は、引き続き
内部統制の充実・強化を図っ
た。 

統計センターにおける内部
統制の意義や必要性等の基本
的な内容について、全職員の
理解を促すとともに、内部統
制システムの浸透や定着に向
けた実効性のある取組を推進
することを目的として、e-ラ
ーニングシステムを４月から
導入した。 

これにより、内部統制に関
する統計センター全職員の意
識の醸成が図られた。 

 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

内部統制の充実・強化を図るため内部統制シス

テムの推進体制の運用やコンプライアンスの徹底

等適切に実施しており 、所期の目標を達成してい

ることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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＜評価の視点＞ 
・法人のミッションの
周知及びリスクの把
握、対応等にかかる体
制の整備を行ってい
るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

進することを目的として、e-ラーニングシステムを４月から導
入し、内部統制に関する統計センター全職員の意識の醸成を図
った。 
 

(ｲ) 統制環境の整備 
ａ 組織・業務等の管理 

予算の要求・執行の管理については、随時又は定期に担当
部署から理事長を始めとする役員に報告し、費用対効果、優
先度を明確化した上で経営判断を行い、業務運営の高度化、
効率化に取り組んだ。 

 
ｂ 役員会議等の運営 

毎月、定期的に役員会議等を開催し、各部からの業務の進
捗、達成状況を報告させ、適切な指示等を行うことに加えて、
統計センター運営上の重要事項について、審議、決定した。 
また、理事長を始めとする役員等により、各執務室の巡回

（ＭＢＷＡ：巡回管理）を定期的に実施することで、自らが
職場の現状を把握・理解し、職員と問題を共有して、業務の
運営効率を高めた。 

 
(ｳ) ミッションの周知徹底 

業務改善推進制度は、業務改革や身近な改善を推進すること
により、職員個々の業務改善意欲の高揚と組織の活性化を図り、
その成果を業務運営の効率化及び品質の維持・向上に寄与する
ことを目的としている。 
業務改善推進制度は、職員から業務改善に関するテーマに基

づく標語を募集する標語部門、従来業務の大きな変革や新たな
価値の創造が期待できるもの、また従来業務とは異なり新たな
業務設計が必要なもの、そして関係部門と調整しながら当面の
目標や達成時期等を走りながら計画立案、実行するという極め
てチェレンジングなものによる取組により、業務の仕組みを大
きく変えたものを対象とした業務改革部門及び現場レベルの裁
量で実現した身近な改善を対象とした身近な改善部門の３部門
から構成されている。 
各部門の職員からの応募内容については、理事長を委員長と

する審査委員会において、優秀な標語、業務改革及び身近な改
善を決定し、賞状等の授与を行った。 
平成30年度は、標語部門では「職員一人ひとりが日々の業務

を見直し、改善していく動機付けとなるような標語」をテーマ
に定め、173件の応募作品の中から、「当たり前 その意識から 
見直しを」が選考され、イントラネットに公表するとともに、
簡易ポスターを作成し、各執務室等に掲示を行うことで、職員
への啓発を図った。 
業務改革部門では、対象の案件が18件であり、５件が優秀賞、

１件が奨励賞を受賞した。 
身近な改善部門では、９件の応募があり、３件が優秀賞、６

件が奨励賞を受賞した。 
業務改革部門及び身近な改善部門の受賞に当たっては、賞状

のほか賞状額を授与し、職員の士気高揚に資するよう当該執務
室内に掲示した。さらに、今回の受賞内容については、広く職
員間での情報共有を図るために、イントラネットに公表すると
ともに、統計センター実務検討会（Ⅰの４の（３）外部機関と
の連携及び研究成果の普及等を参照）において発表を行った。 

 
(ｴ) リスクの把握・対応等 

統計センターでは、年度目標、事業計画に掲げた目標の達成
を阻害する要因、公的統計と統計作成機関に対する信頼を低下
させる要員をリスクと位置付けている。具体的には、個人、事
業所・企業情報が記載された調査票及び調査票情報の漏えい、
滅失、破損、統計調査結果の公表期日前情報の漏えい、製表結
果の精度の低下、人的・物的リソースの不足などが重大なリス
クであると認識している。 
平成30年度は、リスク監視体制に基づき監視を実施し、重点

管理対象項目について報告を受け、適切に監視を行った。 

 
 
 
 
 
統制環境の整備において

は、毎月、定期的に役員会議
等を開催し、役員の意思を迅
速に反映させた。 

さらに、理事長等による各
執務室の巡回を定期的に実施
することにより、幹部が自ら
職場の現状を把握・理解し、
職員と問題を共有することで
業務の運営効率を高めた。 
 
 

 
 
 
業務改善推進制度を設け、

実施した。これらの取組を通
じて、改善に対するモチベー
ションの向上を図り、現場が
中心となった業務改善を進め
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リスクの把握・対応等にお

いては、リスク監視体制に基
づき監視を実施し、重点管理
対象項目について報告を受
け、適切に監視を行った。 
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（２）業務運営及び公的統
計に対する信頼性を確保
する観点から、事業活動に
関わる法令その他の規範
の遵守を徹底すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）内部監査が効果的に
実施されるよう努めるこ
と。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
② 業務運営及び公的

統計に対する信頼性を確
保する観点から、全職員に
対してコンプライアンス
研修を実施し、事業活動に
関わる法令その他の規範
の遵守の徹底を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 内部監査を実施し、

事業計画の達成に向けた
適正かつ能率的な業務運
営の確保を図る。 
 
 
 

 

 
＜評価の視点＞ 
・コンプライアンスの
徹底のため、研修を行
ったか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・内部監査が適切に行
われているか。 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・監事による監査が、
適切に行われている
か。 
 
 
 
 
 

 
イ コンプライアンスの徹底 

業務運営及び公的統計に対する信頼性の確保を図ることを目的
とし、以下のとおり実施した。 

① 倫理保持のための体制等について、国家公務員倫理法及び
倫理規程の趣旨に沿って見直しを行い、すべての役職員が守
るべき倫理の規準として「統計センター役員及び職員の倫理
指針」を新たに策定し、既存の倫理規則について適用対象を
職員とする改正を行った。 

② 平成30年12月１日から７日までの国家公務員倫理週間に合
わせ、倫理監督官からの注意喚起、階層に応じた教材を用い
たｅラーニングによるコンプライアンス研修及びハラスメン
ト防止研修を全職員に実施した。併せて、研究業務に従事す
る職員に対して、研究活動に係る倫理及び不正行為の防止の
研修を実施した。 

 
以上の取組の結果、職員の倫理意識を高揚し、公正な職務遂行

の維持が徹底された。 
 

ウ 内部監査の実施 
内部監査計画に基づき、統計センター業務の執行状況を監査す

るとともに、前年度内部監査のフォローアップ等を行うことによ
り、ＰＤＣＡが機能し、適切かつ効率的な業務運営の確保を図っ
た。 

 
エ 監事監査等の実施 

監事は、定期監査のほか、役員会議等の各種重要な会議に出席
し、業務運営の進捗状況、課題等を把握するとともに、理事長に
対して監査報告書を６月に提出し、必要に応じて改善点等につい
て指摘を行った。また、入札・契約事務全般及び月次決算報告書
について、監事監査を実施した。 
監事による監査のほか、会計処理に関する信頼性・透明性を高

めるための法定外監査として、外部監査人による会計監査を年１
回実施し、その結果について、監事及び理事長に報告を行った。 
理事長は、監査の結果、改善が必要であると報告された事項に

対し、その改善に向けた検討及び必要な措置を講じるとともに、
その取組状況及び結果について監事に通知することとしている。 

 

 
コンプライアンスの徹底に

おいては、コンプライアンス
研修を実施し、職員の倫理意
識を高揚し、公正な職務遂行
の維持を徹底した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内部監査の実施において

は、適正かつ効率的な業務運
営の確保を図った。 

 
 
 
監事監査の実施において

は、理事長のマネジメントに
留意した監査が十分に実施で
きる体制とした。 

 
以上のことから、内部統制

の充実・強化を図るためにe
ラーニングシステムを導入
し、内部統制に関する統計セ
ンター全職員の意識の醸成を
図った。 

また、コンプライアンスの
徹底、内部監査や監事監査に
ついても適切に行っており、
所期の目標を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢ
とした。 
 

 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―４－２ その他業務運営に関する事項（情報セキュリティ対策の徹底） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 情報セキュリティ対

策 
政府統計共同利用シス

テムの適切な運用管理を
始め、調査票情報、公表前
情   報その他の保有
する情報を保全し、より高
度化する外部からの不正
アクセスやコンピュータ
ウィルスの侵入等を防ぎ、
業務の確実な実施を確保
する観点から、政府の情報
セキュリティ対策におけ
る方針を踏まえ、更なる情
報セキュリティ対策を講
じ情報セキュリティに関
する事故の発生を未然に
防止し、情報管理の徹底を
図ること。 
 

（２）情報セキュリティ対
策の徹底 

政府統計共同利用システ
ムの適切な運用管理をはじ
め、調査票情報、公表期日
前情報等の秘密に係る情報
を保全する観点から、情報
セキュリティに関する事故
の発生を未然に防止するた
め、外部からの不正アクセ
ス、サイバー攻撃及び標的
型攻撃メールなどへの更な
る対策を講じるとともに、
情報管理の徹底を図るた
め、次の情報セキュリティ
対策を講じる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 全職員を対象とした

情報セキュリティに関する

＜評価の視点＞ 
・情報セキュリティ
対策の徹底を図っ
たか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）情報セキュリティ対策の徹底 

ア 情報セキュリティ対策 
(ｱ) 情報セキュリティポリシーの徹底 

統計センターでは、｢独立行政法人統計センター情報セ
キュリティポリシー｣（平成29年11月１日改正理事長決定。
以下「ポリシー」という。）において、統計センターが行
うべき情報セキュリティ対策基準について、対策項目ごと
に、遵守すべき事項の基準を定めている。 
さらに、国民の個人情報を大量に取り扱う統計センター

が、万が一、情報漏えい等の事故を引き起こせば、統計セ
ンターのみならず、政府統計に対する国民の信頼を大幅に
低下させることに直結することから、ＩＳＭＳ認証を取得
することにより、公的な認証基準に則った管理の枠組みを
構築し、ポリシーの徹底のため、職員一人ひとりの意識を
更に向上させていくとともに、統計センターの信頼性の維
持・向上に努めた。 
 

(ｲ) サイバー攻撃への対応等 
統計センターホームページへの攻撃や、標的型攻撃メー

ル等のサイバー攻撃への対応として、ウイルスチェック、
不審なメール及び通信のブロック、不正侵入防止装置によ
る監視、標的型攻撃対策装置による解析等の対策に加え、
第三者による情報セキュリティ監査を実施した。 
 

(ｳ) 業務継続性の確保 
災害時の業務継続、安定的な運用を考慮し、集計用デー

タについては、強固なセキュリティ対策が施されたデータ
センターに保管するとともに遠隔地へのバックアップを
継続して行っている。 
 

(ｴ) 情報セキュリティに関するｅラーニングの実施 
情報セキュリティ対策として、ポリシーの浸透をより一

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 
【評定根拠】 

ポリシーにおいて、統計センター

が行うべき情報セキュリティ対策

基準について、対策項目ごとに、遵

守すべき事項の基準を定めるほか、

公的認証基準であるＩＳＭＳ認証

を取得するなど統計センターの信

頼性の維持・向上に努めた。 
 
 
サイバー攻撃への対応として、ウ

イルスチェック、不審なメール及び
通信のブロック、不正進入防止装置
による監視、標的型攻撃対策装置に
よる解析等の対策に加え、第三者に
よる情報セキュリティ監査を実施
した。 

 
災害時の業務継続、安定的な運用

を考慮し、集計用データについて
は、強固なセキュリティ対策が施さ
れたデータセンターに保管すると
ともに遠隔地へのバックアップを
継続して行っている。 
 

情報セキュリティ対策において
は、統計センター全役職員を対象
に、情報セキュリティに関するｅラ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

情報セキュリティポリシーに則って情報セキュ

リティ対策を実施したほか、ウィルスチェック、

不審なメール及び通信のブロック、不正進入防止

装置による監視、標的型攻撃対策装置による解析

など、サイバー攻撃への対策を行っていることに

より、所期の目標を達成していることから、当該

項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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ｅラーニングを１回以上実
施する。 

② ｅラーニング実施
後、「独立行政法人統計セン
ター情報セキュリティポリ
シー」の内容に対する理解
度を把握するための確認試
験を実施し、全職員が100点
を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 業務の民間委託等に

当たっては、情報セキュリ
ティポリシー等を踏まえた
対策を講じることを仕様書
等で明確化する。 

 
④ ＩＳＭＳに基づくマ

ネジメントシステムを的確
に運用する。ＩＳＭＳの継
続審査に向けて、情報資産
管理台帳の見直し、リスク
分析等を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

層深めるため、統計センター全職員（役員及び期間業務職
員等を含む。）を対象に、情報セキュリティに関するｅラ
ーニングを平成30年５月に実施し、その後、情報セキュリ
ティに関する確認試験を実施（ｅラーニング受講率100％、
確認試験 全員が100点を取得）するとともに、各種内部研
修において情報セキュリティの単元を設け、講義やｅラー
ニングを実施した。 
なお、平成30年12月には経営審議室、管理部及び統計デ

ータ利活用センターに対する「情報セキュリティ対策の監
査」を、31年２月には「情報セキュリティパトロール」を、
30年８月から31年２月にかけては「不審メール訓練」を実
施した。 
さらに、職員自らがポリシーに準拠した運用を行ってい

るか否かについて点検する「情報セキュリティ対策の自己
点検」について、１回目を平成30年７月に、２回目を31
年１月に実施した。 
これらの実施結果に基づく指摘事項等に対して改善を

行い、情報セキュリティへの取組の推進を図った。 
 

イ 民間委託における対策 
業務の民間委託に当たっては、ポリシーと同等の情報セキ

ュリティ対策を委託先において講じるよう、要求要件を仕様
書等に明記し、情報セキュリティ対策の確保に努めている。 
 

ウ ＩＳＭＳ認証 
ＩＳＭＳ認証について、平成30年度は、情報資産管理台帳

の見直し、リスク分析、リスク対応、内部監査及びマネジメ
ントレビューを実施し、９月に認証機関による継続審査を受
けて、統計編成部及び統計情報・技術部について、ＩＳＭＳ
認証取得組織として認証継続が承認された。今後も、定期的
に監査等を実施し、継続的に情報セキュリティマネジメント
システムの改善に努める。 

 

ーニングを実施し、確認試験におい
て全員が100点を取得するなど目標
を達成した。 

また、民間事業者の活用に当たっ
ても、情報セキュリティ対策・危機
管理体制の確保に万全を期した。 

さらに、ＩＳＭＳに基づくマネジ
メントシステムを的確に運用した。 

 
以上のことから、情報セキュリティ
ポリシーに則ってセキュリティ対
策を実施したほか、ウイルスチェッ
ク、不審なメール及び通信のブロッ
ク、不正進入防止装置による監視、
標的型攻撃対策装置による解析な
ど、サイバー攻撃への対策を行って
おり、所期の目標を達成しているこ
とから、当該項目の評定をＢとし
た。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―４－３ その他業務運営に関する事項（危機管理への徹底） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 危機管理の徹底 

災害や緊急事態に即応
できるような体制を保持
し、危機管理を徹底する
こと。危機管理に関する
点検・訓練を実施すると
ともに周知・啓発を図る
こと。 
 

（３）危機管理の徹底 
① 危機管理体制の点検

を１回以上実施するととも
に、防災の日等の機会をと
らえ、職員の防災に関する
意識の向上に努めるなど、
災害や緊急事態に即応でき
るような体制を保持し、危
機管理を徹底する。 

② 大規模な自然災害に
伴う様々な緊急事態に対
し、業務が継続できるよう
機動的に対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 製表業務に用いる情

報システム等については、
災害や緊急事態に備えてバ
ックアップ体制を保持する
など、危機管理を徹底する。 

 

＜評価の視点＞ 
・自然災害等に関
するリスクへの対
応等を含む危機管
理の徹底及び運用
が適切に行われて
いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）危機管理の徹底 

ア 危機管理に対する対策及び周知 
「大規模な自然災害又は重大な事件・事故等に係る独立行

政法人統計センターの危機管理の体制及び危機への対応等に
ついて」（平成29年3月27日最終改正理事長決定）の規程に基
づき、危機発生時に必要な食料、飲料水、衛生用品等の備蓄
を行うとともに、緊急時の危機管理担当者間の連絡体制を整
備している。 
また、大規模な自然災害に伴う様々な緊急事態に対し、業

務の継続が機動的に対応できるよう「統計センター業務継続
計画」（平成24年２月29日理事長制定）や地震時の行動マニュ
アル等をイントラネットの「危機管理（対策）ホームページ」
に掲載し、引き続き職員に周知徹底を図るとともに、役職員
等の安否確認等を行うための安否確認サービス導入を導入し
た。安否確認サービスの導入に当たっては、操作マニュアル
の整備や人事異動等による転入者への新規登録のお知らせな
どを行い、運用体制を整備したほか、センター内における疎
通確認テストや防災の日（9/1）に実施された「平成30年度総
務省総合防災訓練」において、役職員の安否確認訓練を実施
した。 
さらに、統計局との合同で総務省第２庁舎全職員による避

難訓練を実施(30年11月１日)するなど、防災に関する意識や
行動への周知徹底を図った。 

 
イ 情報システム等に対する危機管理 

統計センターホームページサーバへの不正アクセス・サイ
バー攻撃対策として、不正侵入防御装置による監視及び改ざ
ん検知を実施している。統計センター内のデータを標的とし
た攻撃への対策として、標的型攻撃対策装置による監視(460
件)、電子メールでのウイルス対策(4,977件)、Web閲覧でのウ
イルス対策(13件)、クライアントＰＣでのウイルス対策(15
件)及びWebフィルタリングを実施している。また、内閣サイ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

【評定根拠】 
危機管理においては、大規模な自然災

害に伴う様々な緊急事態に対し、業務の
継続が機動的に対応できるよう「統計セ
ンター業務継続計画」について、職員に
周知徹底を図った。 

さらに、役職員等の安否確認等を行う
ための安否確認サービスを導入した。導
入にあたっては、各種事務作業を適切に
行った。 

そのほか、統計局と合同で避難訓練等
を実施し、防災に関する事項についての
啓発を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ホームページサーバへの不正アクセ

ス・サイバー攻撃対策として、不正侵入
防御装置による監視及び改ざん検知を実
施した。 

また、統計センター内のデータを標的
とした攻撃への対策として、標的型攻撃
対策装置による監視を実施した。 

情報システム基盤は、情報セキュリテ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

・大規模な自然災害に伴う緊急事態に対応でき

る体制を整備するとともに、「統計センター業

務継続計画」等の職員へ周知徹底を図り、危機

管理を徹底している。 

・ＰＣの仮想化を行うとともに、サーバ等の主

要な機器を強固な地震対策、電力の安定供給対

策、情報セキュリティ対策等が施されているデ

ータセンターに設置するとともに、大規模災害

時の業務継続性を確保するため、遠隔地へのバ

ックアップも行っている 

これらを踏まえ、所期の目標を達成している

ことから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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バーセキュリティセンター(NISC)からの不審なメール情報及
び利用者が不審なメールを受信した場合に同様のメールが他
者に届いていないことを確認するなどの対策を行っている。
（NISCからの不審なメール情報：523件、利用者が不審なメー
ルを受信した件数：238件） 
これらの対策等により、情報漏えい等の事故は発生してい

ない。 
また、統計センター情報システム基盤は、安定的な運用、

情報セキュリティ対策を考慮し、ＰＣの仮想化を行うととも
に、サーバ等の主要な機器を強固な地震対策、電力の安定供
給対策、情報セキュリティ対策等が施されているデータセン
ターに設置するとともに、大規模災害時の業務継続性を確保
するため、遠隔地へのバックアップも行っている。 

  
ウ 節電への対応 

 平成30年度の節電対策については、庁舎を管理する統計局
と連携の下、総務省第２庁舎節電対策に基づき、夏と冬の２
回にわたり「統計センター節電対策」を策定し、節電に対す
る共通の認識と具体的取組について、イントラネット及びメ
ールにより役職員に周知徹底し、個人の意識を高めることで
効果的な電力使用を図った。 
これらの対応を行うことにより、東日本大震災発生前の水

準である平成22年度の電力総使用量約184万Kwhに対し、30年
度は約129万Kwhと▲30％程度の節電を達成した。 

 

ィ対策等が施されているデータセンター
に設置した。遠隔地へのバックアップも
行い、危機管理に対する対策の徹底を図
った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

節電への対応においては、東日本大震

災発生前の水準である平成 22 年度の電

力総使用量に対し、30 年度は▲30％程度

の節電を達成した。 

 

以上のことから、大規模な自然災害に

伴う緊急事態に対応できる体制を整備

し、危機管理を徹底しており、所期の目

標を達成していることから、当該項目の

評定をＢとした。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―４－４ その他業務運営に関する事項（環境への配慮） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 環境への配慮 

環境保全の観点から、環境
に与える影響に配慮した適切
な対応を図るよう努めるこ
と。 
 

（４）環境への配慮 
「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法
律」（平成12年法律第100号）
に基づき、引き続き適正な
環境物品の調達を図るよう
努める。 

 

＜評価の視点＞ 
・環境に与える影響に
配慮した対応を図った
か。 
 
 
 
 

（４）環境への配慮 

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律」(平成12年法律第100号)に基づき、業務に必要な物
品等について環境に配慮したものへの転換を促進して
いくため、調達計画を企画・立案し、環境物品の調達を
図るよう努めた。 

 
 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 
【評定根拠】 

環境への配慮においては、「国等
による環境物品等の調達の推進等
に関する法律」に基づき、適正な
環境物品の調達を図った。 

 
以上のことから、適正な環境物

品の調達を図っており、所期の目
標を達成していることから、当該
項目の評定をＢとした。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

環境への負荷の少ない物品等の調達を図り、環境

に配慮した業務運営を実施し、所期の目標を達成し

ていることから、当該項目の評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（Ⅳ その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―４－５ その他業務運営に関する事項（職員の安全・健康管理） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0170 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 該当なし 

 

（５）職員の安全・健康管理 
① 職員の定期健康診断や産業

医等による職場巡視を実施すると
ともに、衛生委員会を定期的に開
催することを通じて、職員の安全
衛生や健康管理を推進する。 

 
 
 
② メンタルヘルスについて

は、講習会の開催や学習ソフトウ
ェアの活用により、職員の基礎知
識の向上を図るとともに、管理監
督者によるラインケアの向上を図
る。また、労働安全衛生法（昭和
47年法律第57号）に基づき、全職
員を対象にメンタルヘルス診断を
診断ソフトウェアを用いて実施
し、各職員のストレスへの気付き
を促す。診断結果を踏まえた対応
により、ストレスを低減させ、メ
ンタルヘルス不調を未然に防止す
るよう努めるとともに、職場内の
ストレス度を把握し、職場環境の
改善を図る。 

＜評価の視点＞ 
・職員の安全・
健康管理に関し
必要な措置を講
じたか。 
 

（５）職員の安全・健康管理 

ア 職員の安全管理 
衛生委員会の開催(月１回)、産業医及び衛生管理者による職場巡視等

を実施することにより、室温・湿度、不要物品等の確認を行い、職場環
境の整備及び備品の耐震措置等の状況を把握し職員の安全管理を図っ
た。 
 
平成30年度において、問題等は特になかった。 

 
イ 職員の健康管理 

職場における心の健康づくりの一つの支援策として、職場のメンタル
ヘルスの基礎知識向上とストレスへの対処方法、管理監督者の相談応対
等について、外部講師によるメンタルヘルス講習会を開催(課室長以
上：１回、係長相当職以上：１回、全職員対象：２回)及び前年度に引
き続き学習ソフトによるｅラーニングを実施し、職員のメンタルヘルス
意識向上を図った。 
また、平成30年６月に全職員に対してストレス診断を行った。診断結

果を個々に配信し、自分のストレスへの気付きと対処を促すとともに、
管理監督者等には職場ごとのストレス度を集計・分析した「仕事のスト
レス判定図」を配布し、より効果的な職場環境の改善に努めた。 
さらに、カウンセラーによる職員相談業務を週３回行うことにより、

職員が心身ともに健康で勤労意欲を失うことなく職務を遂行できるよ
う努めた。 
平成30年度において、問題等は特になかった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 
【評定根拠】 

職員の安全・健康管理においては、
衛生委員会を月１回開催し、産業医及
び衛生管理者による職場巡視を実施
した。 

このほか、職員の安全衛生や健康管
理を維持するとともに、職場環境の改
善に資する各種取組を行った。 

以上のことから、職員の安全・健康

管理に関し必要な措置を適切に行っ

ており、所期の目標を達成しているこ

とから、当該項目の評定をＢとした。 

 
 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

衛生委員会の開催や産業医・衛生管理者

による職場巡視のほか、 e-ラーニングやス

トレス診断の実施など、職員の安全衛生や

健康管理に関し必要な措置を講じ、所期の

目標を達成していることから、当該項目の

評定を「Ｂ」とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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